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はじめに 

令和 5（2023）年 6 月 14 日に共生社会の実現を推進するための認知症基本法が成立し，

令和 6（2024）年 1 月 1日に同法が施行されました．現在，政府は，同法に基づく認知症

施策推進基本計画の策定に着手しているところですが，これによってわが国の認知症国家

プランも共生社会の実現の推進という新たな目標に向けて始動することが期待されます．

一方，この間に，認知症疾患に対する治療薬の開発も目覚ましい進展を見せ，令和 5

（2023）年 12 月 20 日にはわが国最初の抗アミロイドβ抗体薬レカネマブが保険収載され

ました．このような新たな治療薬の導入は今後のわが国の認知症医療の水準の向上に寄与

するものと期待されますが，しかし，一方で，こうした新たな治療薬を公正かつ適正に広

く活用していくためにはさまざまな課題が残されているのも事実です． 

そこで，令和 5 年度老人保健健康増進等事業「認知症の医療提供体制に関する調査研究

事業」では，「認知症の医療提供体制に関する調査研究事業検討委員会」（以下，検討委員

会）を設置し，今般の認知症疾患に対する医学の発展を踏まえた認知症医療提供体制のあ

り方について検討し，課題の整理と課題解決に向けた提言を行いました．また，本検討委

員会の基礎資料を得るために，日本認知症学会専門医，日本老年精神医学会専門医，日本

神経放射線学会会員，日本核医学会 PET 核医学専門医を対象に，アルツハイマー病疾患修

飾薬の導入を視野に入れた認知症医療提供体制の現状・課題・今後のあり方に関するアン

ケート調査を実施するとともに，令和 4 年度分の認知症疾患医療センター運営事業実績報

告書の集計・分析を行いました．さらに，令和 4 年度老人保健健康増進等事業で作成され

た「認知症疾患医療センターの機能を確認するためのするためのチェックリスト」を用い

て，特定地域の認知症疾患医療センター，地域包括支援センター，認知症サポート医を対

象にアンケート調査を実施し，地域の実情に応じた認知症医療提供体制の整備方針を定め

る上での本チェックリストの活用方法を示しました． 

本報告書が，今後の新たな認知症医療提供体制の整備の推進に寄与することを願ってお

ります． 

令和 6 年 3月 31 日 

令和 5 年度老人保健健康増進等事業 

認知症医療提供体制に関する調査研究事業検討委員会 

委員長 粟 田 主 一 
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Ⅰ 認知症疾患医療センターの整備⽅針に関する
調査研究事業検討委員会 





1. 委員構成





検討委員会構成

（五⼗⾳順・敬称略）

⽒名 所属先・役職（委員区分）

委員⻑ 粟⽥ 主⼀
東京都健康⻑寿医療センター 認知症未来社会創造センター⻑
認知症介護研究・研修東京センター センター⻑

委 員 池内 健 ⼀般社団法⼈⽇本神経学会 代議員

委 員 池⽥ 学
公益社団法⼈⽇本⽼年精神医学会 理事⻑
公益社団法⼈⽇本精神神経学会 理事

委 員 ⽯井 伸弥 ⼀般社団法⼈⽇本⽼年医学会 認知症対策⼩委員会委員⻑

委 員 ⽯井 賢⼆ ⼀般社団法⼈⽇本核医学会 理事

委 員 今村 英仁 公益社団法⼈⽇本医師会 常任理事

委 員 内海 久美⼦
砂川市⽴病院認知症疾患医療センター センター⻑
（地域型認知症疾患医療センター⻑）

委 員 ⼩澤 耕平 東京都福祉保健局⾼齢社会対策部認知症担当 課⻑

委 員 ⼤森 宣治 ⼤阪市福祉局⾼齢者施策部地域包括ケア推進課 課⻑代理

委 員 數井 裕光
国⽴⼤学法⼈⾼知⼤学医学部神経精神科学教室 教授
（基幹型認知症疾患医療センター⻑）

委 員 ⼩籔 卓 北海道保健福祉部⾼齢者⽀援局⾼齢者保健福祉課 課⻑補佐

委 員 冨本 秀和
⼀般社団法⼈⽇本認知症学会 名誉会員
⼀般社団法⼈⽇本神経治療学会 理事⻑特別補佐・名誉会員

委 員 藤本 直規
医療法⼈藤本クリニック 院⻑
（連携型認知症疾患医療センター⻑）

委 員 渕野 勝弘 公益社団法⼈⽇本精神科病院協会 常任理事

委 員 三⽊ 幸雄 ⼀般社団法⼈⽇本神経放射線学会 理事⻑

－7－



ワーキンググループ構成

（五⼗⾳順・敬称略）

⽒名 所属先

委員⻑ 粟⽥ 主⼀
東京都健康⻑寿医療センター 認知症未来社会創造センター⻑
認知症介護研究・研修東京センター センター⻑

ワ ー キ ン グ

グループ
⽯井 伸弥 広島⼤学⼤学院医系科学研究科共⽣社会医学 特任教授

ワ ー キ ン グ

グループ
内海 久美⼦ 砂川市⽴病院認知症疾患医療センター センター⻑

ワ ー キ ン グ

グループ
枝広 あや⼦ 東京都健康⻑寿医療センター研究所 研究員

ワ ー キ ン グ

グループ
武⽥ 章敬 国⽴⻑寿医療研究センター もの忘れセンター センター⻑

ワ ー キ ン グ

グループ
⽥中 稔久 三重⼤学医学部 神経・筋病態学講座 教授

ワ ー キ ン グ

グループ
冨本 秀和 三重⼤学医学部 脳神経内科 教授

ワ ー キ ン グ

グループ
新美 芳樹 東京⼤学医学部・医学部附属病院早期探索開発推進室 特任講師

ワ ー キ ン グ

グループ
藤本 直規 医療法⼈藤本クリニック 院⻑

ワ ー キ ン グ

グループ
古⽥ 光 東京都健康⻑寿医療センター認知症疾患医療センター センター⻑

ワーキンググループ開催⽇時（オンライン会議）

第１回 ワーキンググループ 2023 年  6 ⽉ 26 ⽇（⽉）19 時 00 分〜21 時 00 分
第 2 回 ワーキンググループ 2023 年  8 ⽉ 22 ⽇（⽕）19 時 00 分〜21 時 00 分
第 3 回 ワーキンググループ 2023 年 12 ⽉ 25 ⽇（⽉）18 時 00 分〜20 時 00 分
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2. 検討委員会開催実績





令和 5 年度老人保健健康増進等事業 

認知症の医療提供体制に関する調査研究事業 

第 1 回検討委員会 

日時：2023 年 9 月 13 日（水） 18 時 00 分～20 時 00 分 

会議形式 オンライン 

議 事 

1. 委員紹介

2. 厚生労働省挨拶

3. 事業の概要について

4. 調査票案について

5. フリーディスカッション

6. その他

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：検討委員会設置要綱 

資料 3：委員名補 

資料 4：事業の概要について 

資料 5：調査票案（鑑文） 

資料 6：調査票案（認知症専門医用） 

資料 7：調査票案（放射線専門医用） 
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令和 5 年度老人保健健康増進等事業 

認知症の医療提供体制に関する調査研究事業 

第 2 回検討委員会 

日時：2024 年 1 月 10 日（水） 18 時 00 分～20 時 00 分 

会議形式 オンライン 

議 事 

1. 厚生労働省挨拶

2. 事業の概要について

3. 「認知症の医療提供体制に関する調査」集計結果について

4. 「認知症疾患医療センター実績報告書」集計結果について

5. 論点について

6. 質疑と意見交換

7. 提言の作成に向けて

8. 事務連絡

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：検討委員会設置要綱 

資料 3：委員名補 

資料 4：事業の概要 

資料 5：「認知症の医療提供体制に関する調査」集計結果 

資料 6：「認知症疾患医療センター実績報告書」集計結果 

資料 7：認知症医療提供体制のあり方と取り組むべき課題について：論点 

参考資料 1：調査票（認知症関連学会専門医用） 

参考資料 2：調査票（放射線関連学会専門医用） 

参考資料 3：第 2 回ワーキンググループ議事録（抜粋） 

参考資料 4：最適使用推進ガイドライン：レカネマブ 

参考資料 5：認知症疾患医療センター整備状況（令和 5 年 10 月現在） 

参考資料 6：認知症施策等総合支援事業の実施について（令和 5 年 3月 30 日） 

参考資料 7：レカネマブに関連する施策について 
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令和 5 年度老人保健健康増進等事業 

認知症の医療提供体制に関する調査研究事業 

第 3 回検討委員会 

日時：2024 年 2 月 29 日（水） 18 時 00 分～20 時 00 分 

会議形式 オンライン 

議 事 

1. 厚生労働省挨拶

2. 事業の概要について

3. これまでの検討委員会での論点と主な意見

4. 提言（案）

5. 質疑応答と意見交換

6. 事務連絡

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：検討委員会設置要綱 

資料 3：委員名補 

資料 4：事業の概要 

資料 5：これまでの検討委員会での論点と主な意見 

資料 6：提言（案） 

資料 7：令和 5 年度報告書の構成（案） 

参考資料 1：調査票（認知症関連学会専門医用） 

参考資料 2：調査票（放射線関連学会専門医用） 

参考資料 3：「アルツハイマー病疾患修飾薬が導入された場合の医療提供体制と社会的課題

に関する調査」集計結果 

参考資料 4：「認知症疾患医療センター実績報告書（令和 4年度分）」集計結果 

参考資料 5：認知症疾患医療センターにおける診断後支援（R1～R4 の推移） 

参考資料 6：最適使用推進ガイドライン：レカネマブ 

参考資料 7：認知症疾患医療センター整備状況（令和 5 年 10 月現在） 

参考資料 8：レカネマブに関連する施策について 

参考資料 9：認知症施策等総合支援事業の実施について 
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3. 作業部会開催実績





令和 5 年度老人保健増進等事業 

認知症の医療提供体制に関する調査研究事業 

第 1 回作業部会 

日時：2023 年 6 月 26 日（月）19 時 00 分～21 時 00 分 

会議形式 オンライン 

議 事 

1. 令和 5 年度老人保健健康増進等事業「認知症の医療提供体制に関する調査研究事業」

の研究計画について

2. 調査デザインについて

3. その他

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：交付申請書 

資料 3：調査計画書 
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令和 5 年度老人保健増進等事業 

認知症の医療提供体制に関する調査研究事業 

第 2 回作業部会 

日時：2023 年 8 月 22 日（火） 19 時 00 分～21 時 00 分 

会議形式 オンライン 

議 事 

1. 令和 5 年度老人保健健康増進等事業「認知症の医療提供体制に関する調査研究」のアン

ケート調査項目案について

2. 認知症疾患医療センターを対象とした調査に関する報告（論文原稿）の投稿について

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：認知症の医療提供体制に関する調査研究アンケート案（統合版） 

資料 3：認知症疾患医療センターを対象とした調査に関する報告（論文原稿案） 
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令和 5 年度老人保健増進等事業 

認知症の医療提供体制に関する調査研究事業 

第 3 回作業部会 

日時：2023 年 12 月 25 日（月） 18 時 00 分～20 時 00 分 

会議形式 オンライン 

議 事 

1. 令和 5 年度老人保健健康増進等事業「認知症の医療提供体制に関する調査研究」にお

ける認知症関連専門医・放射線関連専門医を対象とする調査結果について

2. 第 2 回検討委員会において討議すべき事項について

3. 認知症疾患医療センターを対象とした調査に関する報告（論文原稿）の投稿の進捗につ

いて（報告事項）

【配布資料】 

資料 1：議事次第 

資料 2：認知症関連専門医・放射線関連専門医を対象とする調査結果 

参考資料：事業概要（第 1 回検討委員会資料） 
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4. 論点と主な意見（第 1回～第 3回検討委員会）





第 1 回～第 3 回検討委員会の論点 

1. 抗 Aβ抗体薬投与機関と認知症疾患医療センターとの連携について

2. 抗 Aβ抗体薬投与機関を認知症疾患医療センターに指定することについて

3. 認知症疾患医療センターに求められる役割について

4. 重篤な ARIA に対する救急医療体制について

5. かかりつけ医、認知症サポート医を含む医療連携体制について

6. アミロイド PET 撮像施設の整備と診断医の確保について

7. MRI 撮像施設の整備と診断医の確保について

8. 体液バイオマーカーの検査体制について

9. 抗 Aβ抗体薬の導入にあたっての患者への説明について

10.認知症のための医療提供体制の周知について

11.治療対象者を選定する際の倫理的配慮について

主な意見 

1. 抗 Aβ投与機関と認知症疾患医療センターとの連携について

• レカネマブの最適使用推進ガイドラインによれば，レカネマブの投与が行われる施

設は認知症疾患医療センターと連携することが条件となっている．しかし，実際に

どのようにして連携していくべきかが定かではない．

• 具体的な連携のあり方については以下のような意見があった．

– 協定を締結するか、覚え書きを取り交わす．

– 診断後支援のあり方も含めて連携のあり方を検討する必要がある．

– 認知症疾患医療センター指定の際の協議書に抗Aβ抗体薬投与の連携医療機

関を明記し，実績報告においてその実績を報告する．

– 認知症疾患医療センターと抗Aβ投与機関で症例検討会や研修会を開催でき

れば地域にとってもプラスになる．

– 初回投与を行う医療機関の患者数が増大して新たな患者を受け入れること

ができなくなる可能性がある．2 次医療圏にある認知症疾患医療センターが

6か月以降の継続投与を行える医療機関として機能できるようにする必要が

ある．

• 抗 Aβ投与機関と認知症疾患医療センターとの連携のあり方については，地域性も

あるので，すでに抗 Aβの投与を開始しているところでモデルをつくり，それを示

すところからはじめる必要がある．

• 連携のあり方については地域性を考慮する必要があるが，一方，国が協定書の書式
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を作成して示すなど，全国共通のフォーマットを作成する必要もある． 

2. 抗β抗体薬投与機関を認知症疾患医療センターに指定することについて

 抗 Aβ抗体薬を投与するだけの医療機関が現れ，これまで認知症疾患医療センター

が行ってきた診断後支援が欠落する危険がある．抗 Aβ抗体薬投与機関と診断後支

援を行う医療機関との連携が必要かと思われるが，同一疾患で２つの医療機関を受

診することには無理があり，患者側の負担も大きいかもしれない．

 抗 Aβ抗体薬による治療を行うからには，認知症に対する診断後支援を行える医療

機関になってもらいたいという考え方もある．特に医師の教育を担っている大学病

院などで．そのような意味では，抗 Aβ抗体投与機関を認知症疾患医療センターに

指定する意義はあるかもしれない．

 抗 Aβ投与機関は一般病院が多いと思われるが，少なくとも認知症の人の身体合併

症をしっかりと診療してもらえることが地域から求められることになるので，それ

を期待することができるであろう．

 抗 Aβ投与機関が認知症疾患医療センターの機能を担えるか否かについては地域差

がある．また，都道府県によっては認知症疾患医療センターの整備方針を独自に定

めて計画的な整備を進めているところもある．抗 Aβ抗体薬投与機関を画一的に認

知症疾患医療センターに指定するのではなく，それぞれの地域の実情を考慮に入れ

て指定の要件を検討する必要がある．

 抗 Aβ抗体薬投与機関を認知症疾患医療センターに指定するか否かはともかくとし

て，今日の認知症の医療提供体制の中に，抗 Aβ抗体薬を投与するだけで診断後支

援については何もしない医療機関が現れ，抗 Aβ抗体薬を投与する医療機関にのみ

通う認知症の当事者が増えてしまうことには大きな危惧がある．

 抗 Aβ抗体薬投与機関には認知症に関する専門医を配置することになっているので，

認知症に関する研修を受けていないわけではないが，診断後支援だとか，地域連携

という観点で研修を受けたり，実際に地域の社会資源との連携を進める取り組みが

行われていない可能性がある．

3. 認知症疾患医療センターに求められる役割について

 初診であったとしても，認知症疾患医療センターに受診さえすれば，抗 Aβ抗体薬

の治療につながることができるという医療体制を確立することも重要である．

 認知症疾患医療センターは都道府県・指定都市の事業なので，都道府県・指定都市

の責務として，認知症疾患医療センターがそのような役割を果たせるようにしてお
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く必要がある（例：東京都では，都内における抗 Aβ抗体薬の投与が可能な医療機

関を調査し，その情報を各認知症疾患医療センターに伝えている）． 

 認知症疾患医療センターが診断後支援を実施できる医療機関として地域の中でその

役割を確立しておくことも重要．抗 Aβ抗体薬投与機関において診断後支援が行え

ない場合には，認知症疾患医療センターにつなげるようにしておく必要がある．

 抗 Aβ抗体薬を認知症医療に導入する時代においては，認知症の初期段階で医療機

関を受診する当事者が今日よりも増えることが予想される．認知症疾患医療センタ

ーにおける初期認知症の当事者への診断後支援の重要性は今後ますます高まってゆ

くことになるであろう．

4. 重篤な ARIA に対する救急医療体制について

 6 か月以降に精神科病院で抗 Aβ抗体薬の継続医療を行う場合，重篤な ARIA に対

する救急医療連携体制の構築が不可欠である．

 遠隔地から抗 Aβ抗体薬のために通院している患者が重篤な ARIA を発症した場合，

原則として抗 Aβ抗体薬を投与している医療機関で救急の受け入れを行えるように

する必要がある．

 近隣の救急医療機関を受診する必要が生じる場合には，その医療機関との連携体制

を構築しておく必要がある．

 日本医師会や日本救急医学会を通して，抗 Aβ抗体薬による重篤な ARIA への救急対

応について周知しておく必要がある．

 頭痛など ARIA が疑われる症状が認められた場合にはそれを確認する検査が必要な

ので，抗 Aβ抗体薬投与機関を受診するように予め患者に説明しておく必要がある． 

 抗 Aβ抗体薬投与中に脳梗塞が生じた場合，血栓溶解療法を行うと重篤な出血を起

こす危険性があるため，血栓溶解療法ではなく，血栓回収療法がファーストチョイ

スとされている．このことは，日本脳卒中学会より発出されている血栓溶解療法の

適正治療指針第 3 版に記されているので，それを周知することも重要である． 

5. かかりつけ医、認知症サポート医を含む医療連携体制について

• 現在は，抗 Aβ抗体薬を投与する医療機関の院内において医療提供体制の整備を進

めているところであるが，次の段階として，かかりつけ医・認知症サポート医との

地域連携が課題となる．この課題を解決するためには，医師会や行政と協力体制を

つくるが必要である．

• すでにレケンビの投与がはじまっている地域において，地域の医療連携体制のモデ

ルをつくり，それを可視化させることからはじめる必要がある．
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• その中で，6か月以降のレケンビの継続投与機関や，重篤な ARIA に対する救急医療

との連携体制のモデルも示していくことが求められるであろう．

6. PET 撮像施設の整備と診断医の確保について

 PET による Aβ病理の判定にあたっては，現在のところ PET 撮像施設認証が必須で

はないとされているが，施設が認証を受けていなければ自信を持って診断すること

ができない．

 認知症関連学会専門医を対象とする調査では自施設だけでアミロイド PET を実施で

きるとしたのは 10%程度である．アミロイド PET が可能な施設を増やす具体的な方

策が必要である．放射線関連学会専門医を対象とする調査では，「PET 認定医の人員

は少なく，養成を急ピッチで進めなければならない」とする意見が最も多い．PET 認

定医を急ピッチで進める方策を検討する必要がある．

 抗 Aβ抗体薬の投与にあたってはクオリティーの高いアミロイド PET 診断が極めて

重要であり撮像認証は不可欠である．撮像認証をして普及・均霑化を図ることが重

要である．

 2023 年 12 月現在で全国に PET 施設は 411 あり、そのうち 106 施設が撮像認証を取

得している．今後もその数は増えるであろう．読影する医師も，講習受講者はすで

に 480 人いてすべての都道府県に分布している．

 今後新たな抗 Aβ抗体薬等の新薬が導入されれば，PET の需要はさらに高まる．地域

ごとのニーズの実態調査を行い，それに対応する対策をたてる必要がある．

 現在，日本核医学会では認証制度の推進と読影者の臨時講習を行っている．しかし，

地域のニーズの把握や整備計画には行政の関与が必要である．

 Aβ病理も連続的な病態なので，PET による陽性・陰性も境界領域では簡単ではない．

2 人の読影した医師の間で意見が割れることもある．そのような場合は，PET と MRI

の画像診断医，画像診断を依頼した医師でコミュニケーションをとりながら意思決

定する必要がある．

 アルツハイマー病は基本的には進行性なので，PET で Aβ病理がぎりぎり陰性にな

った場合でも，その後の経過で陽性になる場合がある．フォローアップについて画

像診断医，治療医，当事者の間でどのようにコミュニケーションしていくかという

課題も残されている．

7. MRI 撮像施設の整備と診断医の確保について

 レケンビの投与にあたっては複数回の MRI 撮像が必要であり，ARIA が疑われる場合

には緊急 MRI も必要となるが，そのような頻回の MRI 撮像が可能な施設は限られて
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いる．また，ARIA を判読できる放射線診断医も限られている． 

 大学病院などは，悪性腫瘍が多く，普段から MRI は混んでいる．レケンビの患者が

増えると悪性腫瘍の患者の MRI も容易にとれなくなるという問題が生じる可能性が

ある．

 ARIA の診断に精通した放射線診断医も限られている．日本医学放射線学会，日本神

経放射線学会，日本磁気共鳴学会で，ARIA も含めて，DMT に関連する MRI の撮像及

び診断に関する講習会を開催している．

 わが国が保有している MRI の機械の台数自体は世界第一位であるが，レカネマブの

最適使用推進ガイドラインでは 1.5 テスラ以上の MRI が必要とされている．新たな

治療薬の導入にあたっては，それに対応できる MRI の撮像が可能な施設を整備して

いく必要がある．

8. 体液バイオマーカーの検査体制について

 髄液の Aβ42/40 の比率が，レケンビ要否を目的として保険収載されている．検査会

社も，この検査の受託施設を拡大中であり，少なくともレケンビ要件を満たす施設

では検査ができるような体制づくりを進めている．

 検査自体は連携施設でも実施可能であるので，実施施設を拡大できる可能性はある

が，どこでできるのかということをどのように見える化するかは課題である．

• 精度については，約 10%偽陰性がでる．アンケートでは，PET 陰性の場合は髄液で確

認するという意見がかなりあり，臨床医の感覚はそのとおりであるが，保険診療で

は PET と髄液を同時に検査できない．また，髄液も保険診療で認められているのは

1 回だけであり，陰性がでても再検できない．さらに，Aβと p-tau を同時に測定で

きないので，補助診断的に使うことができない．

• 血液バイオマーカーについては技術的な課題が残っている．レケンビ投与を契機に

血液バイオマーカーのリアルワールドのデータを蓄積して，将来的には 1 次スクリ

ーニング血液バイオマーカーとしての位置付けを確立していく方向で進められれば

と思う．

9. 抗 Aβ抗体薬の投与にあたっての説明について

• 認知症関連専門医の 82%，放射線関連専門医の 64%が抗 Aβ抗体薬の説明資料を学会

などから提供してもらいたいと回答している．日本認知症学会などで抗 Aβ抗体薬

の標準的な説明資料を作成する必要がある．

• 抗 Aβ抗体薬の投与にあたっての説明については，①説明者が推進派か，慎重派か

で，説明のニュアンスが変わる，➁薬物治療がすべてだと思っている人への説明の
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仕方をどうするか，③MMSE で 22 点ぎりぎりの人（特に 22 点を少しだけ切ってしま

い，適応にならない方）への説明の仕方をどうするか，④現段階では長期的予後に

関する知見はないので，それについては説明できない，などの課題が残されている． 

• これから新たに導入される新薬については，それに関する説明のあり方を検討し，

さまざまな地域資源と連携してそれを普及・啓発していく必要がある．これまで築

いてきたケア体制の上に，特定の患者に対する新たな治療の体制が加わるという順

番で説明することが重要．

• 抗 Aβ抗体薬の導入にあたっては，バイオマーカー検査の判定結果が陰性で適応に

ならなかった場合を含め，患者への説明には相当の時間を要する．治療対象者の選

定は厳密かつ公平でなければならないので，そこに診療報酬等のインセンティブを

つける必要がある．

10.認知症のための医療提供体制の周知について

• 一般の人々は，レカネマブのことは知っていても，そもそも認知症疾患医療センタ

ーだとか，認知症サポート医だとか，認知症のための医療提供体制のことを知らな

い．抗 Aβ抗体薬に対応する医療提供体制を構築する前提として，今日の認知症の

ための医療提供体制を国民に周知する取り組みが必要ではないか．また，この検討

委員会での議論を国民にわかりやすく周知する取り組みも必要ではないか．

11.治療対象者を選定する際の倫理的配慮について

• 抗 Aβ抗体薬を含む新たな新薬の使用にあたっては，患者の選択ということが行わ

れることになるが，それが医学的な観点から倫理的に公正に行われなければならな

いということを明記しておく必要があるのではないか．
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5. 今後の認知症医療提供体制のあり方に関する提言





令和 6 年 3月 31 日 

今後の認知症医療提供体制のあり方に関する提言 

認知症の医療提供体制に関する調査研究事業検討委員会 

令和 5 年 12 月 20 日付で抗アミロイドβ抗体薬（以下，抗 Aβ抗体薬）レカネマブ（レ

ケンビ®）がアルツハイマー病に対する新たな治療薬として保険収載された．今後，抗 Aβ

抗体薬を含むさらなる新薬の開発が進み，実臨床に導入されていくことになるであろう．

しかし，こうした新たな治療薬を公正かつ適正に広く活用していくためにはさまざまな課

題が残されている．そこで，令和 5 年度老人保健健康増進等事業「認知症の医療提供体制

に関する調査研究事業」において検討委員会を設置し，今般の認知症疾患に対する医学の

発展を踏まえた認知症医療提供体制のあり方について検討し，以下のような課題の整理と

課題解決に向けた提言を行った． 

1. 新たな治療薬による医療サービスを今日の認知症医療提供体制に組み込むために

○ わが国の今日の認知症医療は，認知症疾患医療センター，認知症サポート医，かかり

つけ医等の連携によって，診断と継続医療を確保する体制が構築されている．抗 Aβ

抗体薬をはじめとする新たな治療薬の実臨床への導入にあたっては，バイオマーカー

を用いた精度の高い診断やアミロイド関連画像異常（amyloid-related imaging

abnormalities, 以下 ARIA）等の副作用管理を含む安全な治療を現存する地域の認知

症医療の連携体制の中に組み込む必要がある．

○ 認知症疾患医療センターは，認知症に対して必要な医療を提供できる機能体制を地域

に構築することを目的に，都道府県・指定都市を対象とする国庫補助事業において設

置される医療機関である．抗 Aβ抗体薬が実臨床に導入された今日，認知症疾患医療

センターには，抗 Aβ抗体薬の適応となる人を本人の意向を尊重して公正かつ適正に

治療につなげられるように機能することが求められる．国及び都道府県・指定都市

は，認知症疾患医療センターがそのような機能を担えるように整備を進めていく必要

がある． 

○ レカネマブの最適使用推進ガイドラインによれば，レカネマブの投与が行われる医療

機関は認知症疾患医療センターと連携することが条件となっている．しかし，実際に

どのようにして連携していくべきかについては示されていない．抗 Aβ抗体薬を投与

する医療機関と認知症疾患医療センターが連携することは，適応のある人を治療につ
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なげるとともに，治療を受ける人の診断後支援を確保するという観点からも重要であ

る．すでに抗 Aβ抗体薬の投与を開始している医療機関と認知症疾患医療センターの

間で連携のモデルをつくり，それを踏まえて標準的な協定書等の様式も検討していく

必要がある． 

○ 抗 Aβ抗体薬を投与する医療機関を認知症疾患医療センターに指定するという考え方

もある．しかし，現段階で抗 Aβ抗体薬を投与する医療機関が認知症疾患医療センタ

ーの機能を担えるか否かについては地域差がある．また，都道府県・指定都市によっ

ては，認知症疾患医療センターの整備方針を独自に定め，都道府県・指定都市の予算

の中で計画的に整備を進めている．現段階では，それぞれの地域の実情を考慮に入れ

て指定の要件を検討する必要がある．

○ 一方，抗 Aβ抗体薬を投与する医療機関が抗 Aβ抗体薬による治療を行うだけで診断後

支援が欠落するという懸念もある．抗 Aβ投与機関が認知症疾患医療センターの指定を

受ける要件を満たすようになれば，この課題は解決される可能性がある．特に，大学病

院などでは医学教育という観点からも，認知症疾患医療センターの機能を担いながら

抗 Aβ抗体薬による治療を行える機関になることが望まれる．

○ 抗 Aβ抗体薬を投与する医療機関と認知症疾患医療センターとの関係については，地域

の実情に応じて，当面は症例検討会や研修会等を重ねながら，その圏域の中で，認知症

疾患の診断と継続医療を含む包括的な診断後支援を確保できる体制づくりを進めてい

くことが望まれる．

○ さらに，かかりつけ医・認知症サポート医を含む地域の認知症医療連携のあり方につい

ても，すでに抗 Aβ抗体薬の投与をはじめている地域において，医師会や行政と連携し

て，地域の認知症医療連携体制のモデルづくりを進める必要がある．そのような取り組

みの中で，6 か月以降の抗 Aβ抗体薬の継続投与の体制や重篤な ARIA に対する救急医

療体制のモデルも示していく必要がある．

○ 今後は，抗 Aβ抗体薬をはじめとする新たな治療薬の導入によって，多様な認知症疾

患を軽度認知障害(MCI)の段階で診断し，地域の中で連携医療を展開する機会が増え

てゆくことが想定される．現在，MCI は保険診療の対象とされていないが，今後は

MCI の保険診療上の位置づけについても検討する必要がある．
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2. 実臨床の中で効果的かつ安全に抗 Aβ抗体薬を使用するために

○ 抗 Aβ抗体薬の使用にあたってはクオリティーの高いアミロイド PET 診断が極めて重

要であり，そのためには PET 撮像認証を取得している施設と読影する医師の確保が不

可欠である．令和 5 年 12 月現在で全国にある PET 施設 411 のうち撮像認証を取得して

いるのは 106 である．また，講習を受講している読影医は 480 人ですべての都道府県

に分布している．今後新たな抗 Aβ抗体薬が導入されれば，PET の需要はさらに高まる

であろう．地域ごとのニーズの実態を把握し，それに対応する対策をたてる必要があ

る．

○ 髄液 Aβ42/40 についてはすでに保険収載されており，検査会社も受託施設を拡大中で

あることなどから実施施設を拡大できる可能性はあるが，今後は，どこでその検査がで

きるかを可視化させる必要がある．一方，PET でアミロイド陰性の場合は髄液で確認す

るというのが臨床医の感覚であるが，保険診療では PET と髄液を併用して検査するこ

とができない．また，髄液も保険診療で認められているのは 1 回だけであり，陰性がで

ても再検できない．さらに，Aβと p-tau を同時に測定できないので補助診断的に使う

ことができない．これらのことが保険診療上の課題として残されている．血液バイオマ

ーカーについてはリアルワールドのデータを蓄積して，将来的には 1 次スクリーニン

グとしての位置付けを確立させていくことが望まれる．

○ 抗 Aβ抗体薬の使用にあたっては複数回の MRI 撮像が必要であり，ARIA が疑われる場

合には緊急 MRI も必要となるが，そのような頻回の MRI 撮像が可能な施設は限られて

いる．ARIA の診断に精通した放射線診断医も限られている．ARIA も含めて抗 Aβ抗体

薬に関連した MRI の撮像及び診断に関する講習会の開催とともに，地域ごとのニーズ

の実態を把握し，抗 Aβ抗体薬をはじめとする新たな治療薬に対応できる精度の高い

MRI 撮像施設の整備を進める必要がある．

○ 重篤な ARIA に対する救急医療体制の確保については，①頭痛など ARIA が疑われる症

状が認められた場合には，それを確認する検査が必要なので抗 Aβ抗体薬を投与して

いる医療機関を受診するように予め患者に説明しておくこと，②抗 Aβ 抗体薬を投与

している医療機関に通院している患者が重篤な ARIA を発症した場合，原則としてそ

の医療機関で救急の受け入れを行えるようにすること，③近隣の救急医療機関を受診

する必要が生じる場合には，その医療機関との連携体制を構築しておくこと，④抗 A

β抗体薬による治療を受けているときに脳梗塞が生じた場合には日本脳卒中学会の

「血栓溶解療法の適正治療指針第 3 版」に則った治療を行うことを周知しておくこと

などを考慮する必要があろう．
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3. 国民への周知，患者への説明，倫理的妥当性について

○ 抗 Aβ抗体薬をはじめとする新たな治療薬の導入にあたっては，その正確な情報を国民

に周知する取り組みを進めていく必要がある．その際には，これまでの認知症医療・

ケアの上に，特定の病態に対して新たな治療が加わったという順序で説明する必要が

ある．また，地域包括支援センター，認知症初期集中支援チーム，認知症サポータ

ー，認知症カフェなど，さまざまな地域資源と連携して普及・啓発を図っていく必要

がある． 

○ 認知症疾患医療センター等の医療機関では，抗 Aβ抗体薬の導入にあたっては，バイオ

マーカー検査でアミロイド陰性となり適応にならなかった場合を含め，患者への説明

に相当の時間を要する．治療対象者の選定は公正かつ適正でなければならないので時

間をかけた丁寧な説明が必要である．また，それに対するインセンティブについても

検討する必要がある． 

○ 認知症疾患医療センターや認知症サポート医など，そもそも今日の認知症医療提供体

制のことを知らない国民は多い．抗 Aβ抗体薬をはじめとする新たな治療薬に対応でき

る医療提供体制を構築する前提として，今日の認知症のための医療提供体制を国民に

周知し，その上で抗 Aβ抗体薬による治療を含む新たな医療提供体制を周知する取り組

みが必要である．

○ 新たな治療薬を公正かつ適正に広く活用していくためには，今後ともその倫理的妥当

性を十分にかつ継続的に検討していく必要がある．
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Ⅱ 資料編





1. 令和 4年度認知症疾患医療センター運営事業実績報告書の集計分析





1. 研究目的

 認知症疾患医療センター運営事業は都道府県・指定都市が認知症疾患医療センターを設

置することにより，認知症疾患に対する鑑別診断と初期対応，認知症の行動・心理症状と身

体合併症の急性期治療に関する対応，専門医療相談，診断後の相談支援等を実施するととも

に，地域保健医療・介護関係者等への研修等を行うことにより，地域において認知症に対し

て進行予防から地域生活の維持まで必要となる医療を提供できる機能体制の構築を図るこ

とを目的とする事業である．

各認知症疾患医療センターは，所定の様式（認知症疾患医療センター協議書兼実績報告書

―以下，実績報告書）を用いて，前年度一年間の実績を都道府県・指定都市に報告すること

が義務付けられている．この実績報告書は，認知症疾患医療センター運営事業実施要綱に沿

って事業実態を把握し，質の評価が可能となるように設計されており，適宜様式の変更を経

て令和 4 年度実績報告書の項目が決定されている． 

本研究の目的は，この実績報告書を用いて，令和 4 年度一年間の認知症疾患医療センタ

ーの事業実績を分析することにある．尚，令和 4 年度より基幹型は基幹型ⅠとⅡに類型化

されている．

2. 研究方法

対象は，令和 5 年 3 月 31 日現在で認知症疾患医療センターに指定され，実績報告書（Excel

データ）の提出があった全国の 499 施設（基幹型Ⅰ 16，基幹型Ⅱ 4，地域型 380，連携型

99）である（悉皆調査）．実績報告書の内容を基に結果に示す項目を分析対象にした（巻末

資料 1：認知症疾患医療センター運営事業実績報告書様式を参照）．Excel 上の様式統合が

可能な書式によって，都道府県指定都市単位でデータセット化したものを統合して，全国デ

ータとした．各項目については，クロス集計表を用いて，類型別・医療機関種別に分析した．

3. 研究結果

Ⅰ．医療機関基本情報

Ⅰ-1．対象の類型と医療機関種，設置主体 

対象となる認知症疾患医療センターを類型別・医療機関種別（表 1，図 1）に示す． 基幹

型ⅠおよびⅡはすべて一般病院であり，地域型では 45.8％が一般病院，54.2％が精神科病

院であった．連携型は診療所が 39.4％を占めた．類型別の設置主体（表 2）を示す．基幹型

Ⅰは 56.3％が国立，18.8％が都道府県・指定都市立，6.3％が市区町村立であり，あわせて

81.4％が公立の医療機関であった．一方基幹型Ⅱでは 50.0％が国立，50.0％が都道府県・指

定都市立と，あわせて 100％が公立の医療機関であった．地域型，連携型では医療法人が

57.1％，62.6％と最も多くを占めた． 
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表 1 類型別・医療機関種別内訳 

図 1 類型別・医療機関種別内訳（再掲） 

表 2 類型別 設置主体 

⼀般病院 精神科病院 診療所 合計
16 0 0 16

100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
4 0 0 4

100.0% 0.0% 0.0% 100.0%
174 206 0 380

45.8% 54.2% 0.0% 100.0%
33 27 39 99

33.3% 27.3% 39.4% 100.0%
227 233 39 499

45.5% 46.7% 7.8% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

医療機関種別

学校法⼈ 国 都道府県・
指定都市 市町村 公益法⼈ 医療法⼈ 組合および

連合会 個⼈ その他 合計

1 9 3 1 0 0 0 0 2 16
6.3% 56.3% 18.8% 6.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5% 100.0%

0 2 2 0 0 0 0 0 0 4
0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

21 21 31 23 30 217 10 5 22 380
5.5% 5.5% 8.2% 6.1% 7.9% 57.1% 2.6% 1.3% 5.8% 100.0%

2 3 8 6 4 62 3 5 6 99
2.0% 3.0% 8.1% 6.1% 4.0% 62.6% 3.0% 5.1% 6.1% 100.0%

24 35 44 30 34 279 13 10 30 499
4.8% 7.0% 8.8% 6.0% 6.8% 55.9% 2.6% 2.0% 6.0% 100.0%

設置主体

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ
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Ⅰ-2．病床数 

1) 一般病床：類型別（表 3），医療機関種別（表 4）に一般病床数を示す．基幹型Ⅰ，Ⅱお

よび一般病院の一般病床が多く，診療所の多い連携型では一般病床数が少なかった．

表 3 類型別 一般病床数 

表 4 医療機関種別 一般病床数 

2) 精神病床：類型別（表 5），医療機関種別（表 6，図 2）に精神病床数を示す．精神科病

院が多数を占める地域型および精神科病院で精神病床数が多く，診療所では精神病床の設

置がなかった．

表 5 類型別 精神病床数 

表 6 医療機関種別 精神病床数  

図 2 医療機関種別 精神病床数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 596.9 223.7 587 0 932
基幹型Ⅱ 4 712.5 130.1 687 602 875
地域型 380 157.1 253.8 20 0 1226
連携型 99 64.3 136.7 0 0 885
合計 499 157.3 254.4 0 0 1226

病床数　⼀般病床

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 335.4 288.4 276 0 1226
精神科病院 233 9.8 30.4 0 0 256
診療所 39 1.6 5.0 0 0 19
合計 499 157.3 254.4 0 0 1226

医療機関
種別

病床数　⼀般病床

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 42.6 23.1 41 0 104
基幹型Ⅱ 4 57.0 34.0 40 40 108
地域型 380 186.7 159.2 180 0 808
連携型 99 62.2 106.1 0 0 463
合計 499 156.3 156.5 129 0 808

類型

病床数　精神病床

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 68.9 116.7 30 0 768
精神科病院 233 267.7 123.6 250 0 808
診療所 39 0.0 0.0 0 0 0
合計 499 156.3 156.5 129 0 808

医療機関
種別

病床数　精神病床
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3) 全病床数：類型別（表 7），医療機関種別（表 8，図 3）に全病床数を示す．一般病床を

含むと基幹型Ⅰ，Ⅱ及び一般病院で病床数が多い傾向があった．ヒストグラムから，精神科

病院及び一般病院に 201-400 床規模の医療機関が多かった（注：令和 4 年度より「その他

病床」と「療養病床」の項目がなくなった）．

表 7 類型別 全病床数 

表 8 医療機関種別 全病床数

図 3 医療機関種別 全病床数 

※令和 4 年度実績報告書より「その他病床」と「療養型病床」の項目は削除された．

※令和 4 年度実績報告書より診療科の項目は削除された．

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 656.1 242.0 649 0 1000
基幹型Ⅱ 4 743.0 113.4 727 644 875
地域型 380 354.4 218.2 308 0 1267
連携型 99 138.5 162.7 101 0 904
合計 499 324.3 236.1 282 0 1267

類型

全病床数

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 436.1 261.3 388 0 1267
精神科病院 233 269.5 142.9 254 0 898
診療所 39 1.6 5.2 0 0 19
合計 499 324.3 236.1 282 0 1267

病床数　全病床数

医療機関
種別
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Ⅱ．専門医療機関及び診断後等支援機能としての要件と機能

Ⅱ-1．稼働状況および人員配置 
 
1) 稼働日数：類型別の稼働日数（表 9，図 4），医療機関種別の稼働日数（表 10，図 5）を

それぞれ示す．基幹型の稼働日数が多く，地域型と連携型の間には差はなかった．医療機関

種別では診療所の稼働日数が多い傾向があった．

表 9 類型別 稼働日数（上段：週，下段：年） 

 

図 4 類型別 稼働日数（左図：週，右図：年） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 5.9 1.0 5 5 7
基幹型Ⅱ 4 5.0 0.0 5 5 5
地域型 380 5.2 0.5 5 3 7
連携型 99 5.2 0.7 5 1 7
合計 499 5.3 0.6 5 1 7

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 296.3 62.6 246 240 365
基幹型Ⅱ 4 243.5 1.0 243 243 245
地域型 380 257.6 25.5 245 200 365
連携型 99 252.9 38.1 244 46 365
合計 499 257.8 30.8 245 46 365

稼働⽇数　週

類型

稼働⽇数　年間

類型
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表 10 医療機関種別 稼働日数（上段：週，下段：年） 

 

図 5 医療機関種別 稼働日数（左図：週，右図：年） 

2) 医師配置状況：類型別医師配置状況（表 11，12，13，図 6），医療機関種別医師配置状況

（表 14，15，16，図 7）をそれぞれ示す．実績報告書上で数値入力項目の空欄は集計デー

タ上で「0」とされ，集計に含まれることに留意が必要である．専門医（日本老年精神医学

会若しくは日本認知症学会の定める専門医）または専門医以外の医師（認知症疾患の鑑別診

断等の専門医療を主たる業務とした 5 年以上の臨床経験を有する医師）のいずれかは，

99.8％の認知症疾患医療センターに配属されていた．類型別では専門医の配置人数は基幹型

Ⅰ，Ⅱに多く，中央値 2 名であった．地域型，連携型では中央値 1 名であった．専門医以外

の医師は，基幹型Ⅱ以外は中央値 1 名であった．医療機関種別では専門医はいずれも中央

値 1 名であった． 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 5.2 0.6 5 1 7
精神科病院 233 5.3 0.5 5 3 7
診療所 39 5.4 0.5 5 5 6
合計 499 5.3 0.6 5 1 7

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 254.6 34.1 244 46 365
精神科病院 233 260.2 28.1 245 230 365
診療所 39 262.0 24.4 250 211 299
合計 499 257.8 30.8 245 46 365

稼働⽇数　週

医療機関
種別

稼働⽇数　年間

医療機関
種別
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表 11 類型別 医師配置状況（専門医または専門医以外の医師） 

表 12 類型別 医師配置状況（専門医） 

表 13 類型別 医師配置状況（専門医以外の医師） 

図 6 類型別 専門医配置状況 

配置なし 配置あり 合計
0 16 16

0.0% 100.0% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
1 379 380

0.3% 99.7% 100.0%
0 99 99

0.0% 100.0% 100.0%
1 498 499

0.2% 99.8% 100.0%合計

類型

専⾨医または専⾨医以外の医師いずれか

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.2 1.3 2 0 4
基幹型Ⅱ 4 2.3 1.5 2 1 4
地域型 380 1.3 1.6 1 0 16
連携型 99 0.8 1.0 1 0 7
合計 499 1.2 1.5 1 0 16

⽇本⽼年精神医学会若しくは認知症学会の定める専⾨医

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.4 1.4 1 0 4
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 2.2 2.6 1 0 24
連携型 99 1.6 1.5 1 0 9
合計 499 2.0 2.4 1 0 24

類型

上記以外で、認知症疾患の鑑別診断等の専⾨医療を主たる業務とした5年以上の臨床経験を有する医師
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表 14 医療機関別 医師配置状況（専門医または専門医以外の医師） 

 

表 15 医療機関種別 医師配置状況（専門医） 

 

表 16 医療機関種別 医師配置状況（専門医以外の医師）

図 7 医療機関種別 専門医配置状況 

3) 精神保健福祉士配置状況：類型別精神保健福祉士配置状況（表 17，18，19），医療機関

種別精神保健福祉士配置状況（表 20，21，22）をそれぞれ示す．実績報告書上での数値入

力欄の空欄は集計データ上「0」となり集計に含まれることに留意が必要である．専従・兼

務のいずれかで 89.2％の医療機関に精神保健福祉士が配置されており，昨年度と比較し 0.7

ポイント増であった．

配置なし 配置あり 合計
1 226 227

0.4% 99.6% 100.0%
0 233 233

0.0% 100.0% 100.0%
0 39 39

0.0% 100.0% 100.0%
1 498 499

0.2% 99.8% 100.0%合計

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

専⾨医または専⾨医以外の医師いずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.4 1.8 1 0 16
精神科病院 233 1.1 1.2 1 0 8
診療所 39 0.8 0.8 1 0 3
合計 499 1.2 1.5 1 0 16

⽇本⽼年精神医学会若しくは認知症学会の定める専⾨医

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.9 2.5 1 0 24
精神科病院 233 2.3 2.4 1 0 13
診療所 39 1.2 1.2 1 0 5
合計 499 2.0 2.4 1 0 24

医療機関
種別

上記以外で、認知症疾患の鑑別診断等の専⾨医療を主たる業務とした5年以上の臨床経験を有する医師
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表 17 類型別 精神保健福祉士配置状況 

表 18 類型別 精神保健福祉士配置状況（専従） 

表 19 類型別 精神保健福祉士配置状況（兼務） 

 

表 20 医療機関種別 精神保健福祉士配置状況 

 

表 21 医療機関種別 精神保健福祉士配置状況（専従） 

 

配置なし 配置あり 合計
1 15 16

6.3% 93.8% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
17 363 380

4.5% 95.5% 100.0%
36 63 99

36.4% 63.6% 100.0%
54 445 499

10.8% 89.2% 100.0%

精神保健福祉⼠の専従または兼務のいずれか

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計

類型

基幹型Ⅰ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.8 0.5 1 0 2
基幹型Ⅱ 4 1.0 0.0 1 1 1
地域型 380 0.9 0.5 1 0 4
連携型 99 0.2 0.4 0 0 1
合計 499 0.7 0.6 1 0 4

精神保健福祉⼠　専従

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.4 0.5 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 380 1.3 1.4 1 0 10
連携型 99 0.9 1.1 1 0 5
合計 499 1.1 1.4 1 0 10

精神保健福祉⼠　兼務

類型

配置なし 配置あり 合計
25 202 227

11.0% 89.0% 100.0%
8 225 233

3.4% 96.6% 100.0%
21 18 39

53.8% 46.2% 100.0%
54 445 499

10.8% 89.2% 100.0%合計

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

精神保健福祉⼠の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.8 0.6 1 0 4
精神科病院 233 0.8 0.5 1 0 3
診療所 39 0.2 0.4 0 0 1
合計 499 0.7 0.6 1 0 4

精神保健福祉⼠　専従

医療機関
種別
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表 22 医療機関種別 精神保健福祉士配置状況（兼務） 

4) 保健師配置状況：類型別保健師配置状況（表 23，24，25），医療機関種別保健師配置状

況（26，27，28）をそれぞれ示す．数値入力項目の空欄は集計データ上で「0」となり集

計に含まれることに留意が必要である．専従・兼務のいずれかで保健師の配置がされてい

るのは 11.4％であった．基幹型Ⅱ以外で中央値 0 名の配置であったが，一方最大で 2 名の

配置があった．

表 23 類型別 保健師の配置状況 

表 24 類型別 保健師配置状況（専従） 

表 25 類型別 保健師配置状況（兼務） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.0 1.4 1 0 10
精神科病院 233 1.4 1.3 1 0 8
診療所 39 0.6 1.1 0 0 5
合計 499 1.1 1.4 1 0 10

医療機関
種別

精神保健福祉⼠　兼務

配置なし 配置あり 合計
11 5 16

68.8% 31.3% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
337 43 380

88.7% 11.3% 100.0%
92 7 99

92.9% 7.1% 100.0%
442 57 499

88.6% 11.4% 100.0%

保健師の専従または兼務のいずれか

合計

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.3 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.1 0.3 0 0 2
連携型 99 0.0 0.1 0 0 1
合計 499 0.1 0.3 0 0 2

類型

保健師　専従

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 380 0.1 0.2 0 0 2
連携型 99 0.1 0.2 0 0 1
合計 499 0.1 0.3 0 0 2

類型

保健師　兼務
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表 26 医療機関別 保健師配置状況 

 

表 27 医療機関種別 保健師配置状況（専従） 

 

表 28 医療機関種別 保健師配置状況（兼務） 

5) 臨床心理技術者配置状況：類型別臨床心理技術者配置状況（表 29，30，31），医療機関

種別臨床心理技術者配置状況（表 32，33，34）をそれぞれ示す．数値入力欄の空欄は集

計データ上で「0」となり集計に含まれることに留意が必要である．専従・兼務のいずれ

かの臨床心理技術者は 87.4％の医療機関に配属されており，昨年度と比較すると 1.5 ポイ

ント減であった．臨床心理技術者は専従の者は少なく最大 5 名，兼務の者では最大 8 名の

配置があった．

表 29 類型別 臨床心理士技術者配置状況 

 

配置なし 配置あり 合計
192 35 227

84.6% 15.4% 100.0%
216 17 233

92.7% 7.3% 100.0%
34 5 39

87.2% 12.8% 100.0%
442 57 499

88.6% 11.4% 100.0%合計

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

保健師の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.1 0.3 0 0 2
精神科病院 233 0.1 0.3 0 0 2
診療所 39 0.1 0.2 0 0 1
合計 499 0.1 0.3 0 0 2

保健師　専従

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.1 0.3 0 0 1
精神科病院 233 0.0 0.2 0 0 2
診療所 39 0.1 0.3 0 0 1
合計 499 0.1 0.3 0 0 2

保健師　兼務

医療機関
種別

配置なし 配置あり 合計
0 16 16

0.0% 100.0% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
13 367 380

3.4% 96.6% 100.0%
50 49 99

50.5% 49.5% 100.0%
63 436 499

12.6% 87.4% 100.0%合計

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

臨床⼼理技術者の専従または兼務のいずれか
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表 30 類型別 臨床心理士技術者配置状況（専従） 

 

表 31 類型別 臨床心理士技術者配置状況（兼務） 

 

表 32  医療機関別 臨床心理士技術者配置状況 

 

表 33 医療機関種別 臨床心理技術者配置状況（専従） 

 

表 34 医療機関種別 臨床心理技術者配置状況（兼務） 

6) 連携推進補助員配置状況： 類型別連携推進補助員配置状況（表 35，36，37），医療機

関種別連携推進補助員配置状況（表 38，39，40）をそれぞれ示す．数値入力欄の空欄は集

計データ上で「0」となり集計に含まれることに留意が必要である．専従・兼務のいずれか

の連携推進補助員が配置されている医療機関は 9.0％であった．中央値ではいずれも 0 名の

配置であり，最大で専従 1 名兼務 5 名の配置であった．

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.3 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 0.2 0.5 0 0 5
連携型 99 0.1 0.3 0 0 2
合計 499 0.2 0.5 0 0 5

臨床⼼理技術者　専従

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.9 0.6 1 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.8 0.5 1 0 1
地域型 380 1.1 0.7 1 0 5
連携型 99 0.7 1.1 0 0 8
合計 499 1.0 0.8 1 0 8

臨床⼼理技術者　兼務

類型

配置なし 配置あり 合計
19 208 227

8.4% 91.6% 100.0%
24 209 233

10.3% 89.7% 100.0%
20 19 39

51.3% 48.7% 100.0%
63 436 499

12.6% 87.4% 100.0%合計

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

臨床⼼理技術者の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.2 0.7 0 0 5
精神科病院 233 0.1 0.3 0 0 1
診療所 39 0.1 0.4 0 0 2
合計 499 0.2 0.5 0 0 5

医療機関
種別

臨床⼼理技術者　専従

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.1 1.0 1 0 8
精神科病院 233 1.0 0.6 1 0 3
診療所 39 0.5 0.7 0 0 2
合計 499 1.0 0.8 1 0 8

臨床⼼理技術者　兼務

医療機関
種別
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表 35 類型別 連携推進補助員配置状況 

 

表 36 類型別 連携推進補助員配置状況（専従） 

表 37 類型別 連携推進補助員配置状況（兼務） 

 

表 38 医療機関別 連携推進補助員配置状況 

表 39 医療機関種別 連携推進補助員配置状況（専従） 

 

配置なし 配置あり 合計
13 3 16

81.3% 18.8% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
351 29 380

92.4% 7.6% 100.0%
86 13 99

86.9% 13.1% 100.0%
454 45 499

91.0% 9.0% 100.0%合計

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

連携推進補助員の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.0 0.1 0 0 1
連携型 99 0.0 0.1 0 0 1
合計 499 0.0 0.1 0 0 1

連携推進補助員　専従

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.1 0.4 0 0 5
連携型 99 0.2 0.6 0 0 4
合計 499 0.1 0.5 0 0 5

連携推進補助員　兼務

類型

配置なし 配置あり 合計
201 26 227

88.5% 11.5% 100.0%
220 13 233

94.4% 5.6% 100.0%
33 6 39

84.6% 15.4% 100.0%
454 45 499

91.0% 9.0% 100.0%合計

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

連携推進補助員の専従または兼務のいずれか

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.0 0.2 0 0 1
精神科病院 233 0.0 0.1 0 0 1
診療所 39 0.0 0.0 0 0 0
合計 499 0.0 0.1 0 0 1

連携推進補助員　専従

医療機関
種別
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表 40 医療機関種別 連携推進補助員配置状況（兼務） 

7) 診断後等支援のための相談員の配置状況： 類型別・診断後等支援のための社会福祉士

配置状況（表 41），医療機関種別・診断後等支援のための社会福祉士配置状況（表 42），類

型別・診断後等支援のための精神保健福祉士配置状況（表 43），医療機関種別・診断後等支

援のための精神保健福祉士配置状況（表 44）をそれぞれ示す．数値入力欄の空欄は集計デ

ータ上で「0」となり集計に含まれることに留意が必要である．専従・兼務のいずれかの診

断後等支援のための相談員が配置されている医療機関は，社会福祉士 13.6％（1.7 ポイント

増），精神保健福祉士 45.1％（5.1 ポイント増）であり，経年的な増加が見られた．中央値

で言うといずれも 0 名ではあるが，最大値では，地域型および一般病院で診断後等支援の

ための社会福祉士の配置が多く（連携型の専従最大値 2 名，兼務最大値 9 名，一般病院の

専従最大値 2 名，兼務最大値 9 名），地域型および精神科病院で診断後等支援のための精神

保健福祉士の配置が多かった（地域型の専従最大値 3 名，兼務最大値 3 名，精神科病院の

専従最大値 3 名，兼務最大値 9 名）．そのほかの職種は，看護師（認知症看護認定看護師・

老年看護認定看護師含む），臨床心理技術者，保健師，介護支援専門員，介護福祉士，作業

療法士，言語聴覚士，理学療法士，薬剤師，管理栄養士，医療ソーシャルワーカー，認知症

ケア上級専門士，若年性認知症支援コーディネーター，音楽療法士などが配置されていた．

表 41 類型別 診断後等支援のための社会福祉士配置状況 

 

表 42 医療機関種別 診断後等支援のための社会福祉士配置状況 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.1 0.4 0 0 2
精神科病院 233 0.1 0.5 0 0 5
診療所 39 0.2 0.6 0 0 2
合計 499 0.1 0.5 0 0 5

医療機関
種別

連携推進補助員　兼務

配置なし 配置あり 合計
14 2 16

87.5% 12.5% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
335 45 380

88.2% 11.8% 100.0%
78 21 99

78.8% 21.2% 100.0%
431 68 499

86.4% 13.6% 100.0%合計

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

⽇常⽣活⽀援のための相談員の配置　社会福祉⼠　専従または兼務のいずれか

配置なし 配置あり 合計
182 45 227

80.2% 19.8% 100.0%
218 15 233

93.6% 6.4% 100.0%
31 8 39

79.5% 20.5% 100.0%
431 68 499

86.4% 13.6% 100.0%合計

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

⽇常⽣活⽀援のための相談員の配置　社会福祉⼠　専従または兼務のいずれか

－52－



表 43 類型別 診断後等支援のための精神保健福祉士配置状況 

表 44 医療機関別 診断後等支援のための精神保健福祉士配置状況 

 

8) 診断後等支援機能に関する業務内容

相談員による診断後の相談支援，ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会

の実施，その他の日常生活支援業務の実施を類型別・医療機関種別に示す（表 45，46，図

8，9）．空欄の報告は減少し，相談員による診断後の相談支援には空欄 0 件であったが，ピ

アカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施は 85 件の空欄，その他の活動は

56 件の空欄があり，欠損値として扱った．相談員による診断後の相談は全体で 97.6％が実

施しており（0.5 ポイント増），昨年度と実施率に大きな差はなかった．ピアカウンセリング

などのピアサポート活動や交流会の実施は全体で 40.8％が実施しており（1.9 ポイント増），

地域型での実施が多く，基幹型Ⅰと診療所で同程度であった．その他の内容は認知症の人や

家族介護者を対象とした相談会・講座の開催等による支援，認知症カフェや本人家族の交流

会，男性介護者家族の会などピアサポートの開催や案内，受療前相談，福祉サービス等の社

会資源の利用援助や面接同行，自宅訪問による援助，通院継続のための支援，スローショッ

ピングやコーラスグループ等の非薬物療法など多彩な内容が挙げられた．

経年的な比較は結果の末尾に記載する（付表 1～4）．

配置なし 配置あり 合計
9 7 16

56.3% 43.8% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
196 184 380

51.6% 48.4% 100.0%
66 33 99

66.7% 33.3% 100.0%
274 225 499

54.9% 45.1% 100.0%合計

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

⽇常⽣活⽀援のための相談員の配置　精神保健福祉⼠　専従または兼務のいずれか

配置なし 配置あり 合計
144 83 227

63.4% 36.6% 100.0%
101 132 233

43.3% 56.7% 100.0%
29 10 39

74.4% 25.6% 100.0%
274 225 499

54.9% 45.1% 100.0%合計

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

⽇常⽣活⽀援のための相談員の配置　精神保健福祉⼠　専従または兼務のいずれか
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表 45 類型別 診断後等支援機能に関する業務内容

表 46 医療機関種別 診断後等支援機能に関する業務内容 

 

図 8 類型別 診断後等支援機能に関する業務内容(再掲)

図 9 医療機関種別 診断後等支援機能に関する業務内容（再掲） 

相談員による診断後の
相談⽀援

ピアカウンセリングなどの
ピアサポート活動や

交流会の実施
その他

あり あり あり
487 169 173

97.6% 40.8% 39.1%
16 4 4

100.0% 28.6% 33.3%
4 1 1

100.0% 25.0% 25.0%
372 140 123

97.9% 44.4% 37.3%
95 24 45

96.0% 29.6% 46.4%

合計

連携型

基幹型Ⅱ
類型

基幹型Ⅰ

地域型

相談員による診断後の
相談⽀援

ピアカウンセリングなどの
ピアサポート活動や

交流会の実施
その他

あり あり あり
487 169 173

97.6% 40.8% 39.1%
224 82 84

98.7% 45.1% 42.0%
227 74 61

97.4% 36.5% 29.9%
36 13 28

92.3% 44.8% 71.8%

⼀般病院

精神科病院

医療機関
種別

診療所

合計
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Ⅱ-2．検査体制 
 
類型別検査体制（表 47，48，49，図 10，11），医療機関種別検査体制（表 50，51，52，

図 12，13）をそれぞれ示す．検査体制に関して保有機器台数の項目が削除されるなど報告

様式の変更により，空欄はなかった．一方でこれまで報告項目になかった PET 検査と髄液

検査が追加された．基幹型Ⅰ，Ⅱでは CT，MRI，SPECT 検査は 100％整備されていたが，

PET 検査および髄液検査はかならずしも整備されていなかった．自施設で画像検査が困難

なケースは，連携医療機関における検査設備を活用していると考えられるが，自施設と連携

先のどちらかに検査体制があると回答したのは全体でも PET 検査 45.3％，髄液検査 56.1％

であり，とくに地域型や連携型で少数であった．医療機関種別にみても，CT 検査の整備率

は高いものの，診療所で CT 検査が自院で可能なものは 35.9％であった．類型別同様，自施

設で検査が困難な医療機関は，連携医療機関における画像検査設備を活用していると考え

られたが，自施設と連携先のいずれにも検査設備がある診療所は少数であった．

表 47 類型別 自施設検査体制

図 10 類型別 検査体制(再掲)

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
あり あり あり あり あり

461 256 144 63 147
92.4% 51.3% 28.9% 12.6% 29.5%

16 16 16 11 13
100.0% 100.0% 100.0% 68.8% 81.3%

4 4 4 3 3
100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 75.0%

376 196 110 44 114
98.9% 51.6% 28.9% 11.6% 30.0%

65 40 14 5 17
65.7% 40.4% 14.1% 5.1% 17.2%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

基幹型Ⅱ

合計

連携型
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表 48 類型別 連携先の画像検査設備 

図 11 類型別 連携先の画像検査設備（再掲） 

表 49 類型別 自施設または連携先の検査体制 

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり

91 247 351 166 143
18.2% 49.5% 70.3% 33.3% 28.7%

0 0 0 2 1
0.0% 0.0% 0.0% 12.5% 6.3%

0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

46 188 269 128 108
12.1% 49.5% 70.8% 33.7% 28.4%

45 59 82 36 34
45.5% 59.6% 82.8% 36.4% 34.3%

基幹型Ⅱ

連携型

合計

地域型
類型

基幹型Ⅰ

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査

⾃施設または連携先
にあり

⾃施設または連携先
にあり

⾃施設または連携先
にあり

⾃施設または連携先
にあり

⾃施設または連携先
にあり

496 489 490 226 280
99.4% 98.0% 98.2% 45.3% 56.1%

16 16 16 13 13
100.0% 100.0% 100.0% 81.3% 81.3%

4 4 4 3 3
100.0% 100.0% 100.0% 75.0% 75.0%

378 373 374 170 216
99.5% 98.2% 98.4% 44.7% 56.8%

98 96 96 40 48
99.0% 97.0% 97.0% 40.4% 48.5%

類型

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

合計
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表 50 医療機関種別 自施設検査体制 

 

図 12 医療機関種別 検査体制(再掲) 

表 51 医療機関種別 連携先の画像検査設備 

図 13 医療機関種別 連携先の画像検査設備（再掲） 

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
あり あり あり あり あり

461 256 144 63 147
92.4% 51.3% 28.9% 12.6% 29.5%

226 195 130 60 126
99.6% 85.9% 57.3% 26.4% 55.5%

221 53 12 2 20
94.8% 22.7% 5.2% 0.9% 8.6%

14 8 2 1 1
35.9% 20.5% 5.1% 2.6% 2.6%

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

医療機関
種別

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査
連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり 連携先にあり

91 247 351 166 143
18.2% 49.5% 70.3% 33.3% 28.7%

16 40 98 54 34
7.0% 17.6% 43.2% 23.8% 15.0%

47 179 219 97 94
20.2% 76.8% 94.0% 41.6% 40.3%

28 28 34 15 15
71.8% 71.8% 87.2% 38.5% 38.5%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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表 52 医療機関種別 自施設または連携先の検査体制 

Ⅱ-3．相談件数 
 

1） 相談方法：類型別相談件数（表 53，図 14），医療機関種別相談件数（表 54，図 15）を

それぞれ示す．相談件数の数値入力欄が空欄となっていた医療機関では，訪問相談件数

を確認していない，あるいは当該方法による相談を行っていない可能性があるが，集計

データ上では「0」となり集計に含まれていることに注意が必要である．平均相談件数

は，基幹型Ⅱの面接相談件数が少なく，地域型で電話・面接相談件数が多く，連携型で

訪問・オンライン相談件数が多いが，ともに医療機関ごとのばらつきが非常に大きいこ

とが伺われた．医療機関種別では平均の電話相談件数は精神科病院で多く，面接相談件

数は一般病院で多く，訪問・オンライン相談件数は診療所において多かった．

CT検査 MRI検査 SPECT検査 PET検査 髄液検査

⾃施設または連携先
にあり

⾃施設または連携先
にあり

⾃施設または連携先
にあり

⾃施設または連携先
にあり

⾃施設または連携先
にあり

496 489 490 226 280
99.4% 98.0% 98.2% 45.3% 56.1%

226 225 225 112 153
99.6% 99.1% 99.1% 49.3% 67.4%

232 228 229 98 112
99.6% 97.9% 98.3% 42.1% 48.1%

38 36 36 16 15
97.4% 92.3% 92.3% 41.0% 38.5%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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表 53 類型別 相談件数（上から電話相談，面接相談，訪問相談，オンライン，その他） 

 

図 14 類型別 相談件数（上から電話相談，面接相談，訪問相談，オンライン，その他） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 524.1 483.4 338 56 1812
基幹型Ⅱ 4 394.0 518.9 181 60 1154
地域型 380 1056.3 1528.4 574 1 14898
連携型 99 439.9 771.5 184 0 4409
合計 499 911.6 1403.9 476 0 14898

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 226.7 338.0 126 7 1256
基幹型Ⅱ 4 58.3 40.2 67 4 95
地域型 380 366.7 594.7 168 0 6311
連携型 99 215.0 481.0 29 0 3267
合計 499 329.6 568.1 129 0 6311

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.1 3.5 0 0 14
基幹型Ⅱ 4 2.5 5.0 0 0 10
地域型 380 12.1 45.8 0 0 735
連携型 99 17.3 76.3 0 0 727
合計 499 12.7 52.5 0 0 735

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 1.8 13.9 0 0 179
連携型 99 5.9 55.1 0 0 548
合計 499 2.5 27.3 0 0 548

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 115.3 283.4 1 0 1071
基幹型Ⅱ 4 27.5 52.4 2 0 106
地域型 380 50.3 246.4 0 0 3040
連携型 99 72.3 402.2 0 0 3562
合計 499 56.6 284.0 0 0 3562

類型

類型

相談件数　訪問

類型

相談件数　⾯接

類型

相談件数　オンライン

類型

相談件数　その他

相談件数　電話
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表 54 医療機関種別 相談件数（上から電話相談，面接相談，訪問相談，オンライン，その他） 

図 15 医療機関種別 相談件数（電話相談，面接相談，訪問相談，オンライン，その他） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 911.0 1508.6 412 0 14898
精神科病院 233 958.1 1351.4 578 0 14586
診療所 39 637.9 1026.1 277 2 4409
合計 499 911.6 1403.9 476 0 14898

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 440.4 728.4 165 0 6311
精神科病院 233 224.6 288.4 102 0 1429
診療所 39 312.3 651.8 50 0 3267
合計 499 329.6 568.1 129 0 6311

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 6.9 21.7 0 0 149
精神科病院 233 14.7 55.0 0 0 735
診療所 39 34.6 118.7 0 0 727
合計 499 12.7 52.5 0 0 735

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 2.0 14.1 0 0 179
精神科病院 233 1.0 11.1 0 0 167
診療所 39 14.6 87.7 0 0 548
合計 499 2.5 27.3 0 0 548

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 66.7 309.2 0 0 3040
精神科病院 233 28.9 109.1 0 0 1153
診療所 39 163.3 631.8 2 0 3562
合計 499 56.6 284.0 0 0 3562

相談件数　オンライン

医療機関
種別

相談件数　訪問

相談件数　電話

医療機関
種別

相談件数　その他件数

医療機関
種別

医療機関
種別

相談件数　⾯接

医療機関
種別
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2）相談元：相談件数の相談元の主な内訳について，本人からの相談（表 55，56），家族

等の介護者からの相談（表 57，58），地域包括支援センターからの相談（表 59，60），医

療機関（かかりつけ医等）からの相談（表 61，62），居宅介護事業所・介護サービス事業

所からの相談（表 63，64），行政機関からの相談（表 65，66），院内の他科からの相談

（表 67，68）を示す．「本人・家族」からの相談は「家族等の介護者」からの相談に統合

し，地域包括支援センターは行政機関には含めないなど，重複集計のないように取り計ら

った．実績報告書上で数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計

に含まれることに留意が必要である．本人からの相談は基幹型Ⅱで少なく，診療所で多か

った．家族等介護者からの相談は地域型および一般病院で多かった．地域包括支援センタ

ーからの相談は地域型および診療所で多く，医療機関（かかりつけ医等）からの相談は地

域型および精神科病院で多く，居宅介護事業所・介護サービス事業所からの相談および行

政機関からの相談は，ともに地域型および精神科病院で多かった．院内の他科からの相談

は地域型および一般病院で多かったが，院内他科のない単科病院・診療所が（実績報告書

上空欄であっても）母数に含まれていることに留意が必要である．

表 55 類型別 本人からの相談件数 

 

表 56 医療機関種別 本人からの相談件数 

 

表 57 類型別 家族等の介護者からの相談件数 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 149.1 193.7 68 6 671
基幹型Ⅱ 4 50.8 61.3 30 6 137
地域型 380 155.4 309.4 53 0 2684
連携型 99 177.5 513.4 12 0 3499
合計 499 158.7 355.1 48 0 3499

本⼈からの相談

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 201.1 381.8 57 0 2684
精神科病院 233 86.1 132.4 39 0 873
診療所 39 346.3 773.8 29 0 3499
合計 499 158.7 355.1 48 0 3499

本⼈からの相談

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 349.2 261.8 258 37 832
基幹型Ⅱ 4 222.8 237.7 166 21 539
地域型 380 605.2 756.5 365 0 6560
連携型 99 307.4 549.9 107 0 3886
合計 499 534.9 716.5 296 0 6560

家族等の介護者からの相談

類型
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表 58 医療機関種別 家族等の介護者からの相談件数 

 

表 59 類型別 地域包括支援センターからの相談件数 

表 60 医療機関種別 地域包括支援センターからの相談件数 

 

表 61 類型別 医療機関（かかりつけ医等）からの相談件数 

表 62 医療機関種別 医療機関（かかりつけ医等）からの相談件数 

 

表 63 類型別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの相談件数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 585.2 875.7 280 0 6560
精神科病院 233 505.6 548.6 336 0 3150
診療所 39 416.3 543.5 193 0 1988
合計 499 534.9 716.5 296 0 6560

医療機関
種別

家族等の介護者からの相談

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 72.4 106.4 42 1 392
基幹型Ⅱ 4 30.8 36.5 21 0 82
地域型 380 94.5 115.9 54 0 695
連携型 99 55.6 124.3 16 0 1032
合計 499 85.6 117.8 43 0 1032

地域包括⽀援センターからの相談

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 77.7 113.8 33 0 695
精神科病院 233 91.4 107.0 54 0 601
診療所 39 96.3 185.3 20 0 1032
合計 499 85.6 117.8 43 0 1032

地域包括⽀援センターからの相談

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 118.3 149.3 56 0 549
基幹型Ⅱ 4 135.0 167.4 83 4 371
地域型 380 175.0 325.1 73 0 3360
連携型 99 66.9 131.6 14 0 809
合計 499 151.4 294.2 58 0 3360

類型

医療機関（かかりつけ医等）からの相談

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 152.7 295.1 44 0 2807
精神科病院 233 162.7 309.1 76 0 3360
診療所 39 76.6 162.4 10 0 809
合計 499 151.4 294.2 58 0 3360

医療機関
種別

医療機関（かかりつけ医等）からの相談

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 75.6 111.6 22 0 400
基幹型Ⅱ 4 8.0 4.9 9 2 12
地域型 380 205.5 314.8 102 0 3485
連携型 99 123.2 356.5 19 0 3186
合計 499 183.4 320.2 76 0 3485

類型

居宅介護事業所・介護サービス事業所からの相談
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表 64 医療機関種別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの相談件数 

 

表 65 類型別 行政機関からの相談件数 

表 66 医療機関種別 行政機関からの相談件数 

 

表 67 類型別 院内の他科からの相談件数 

 

表 68 医療機関種別 院内の他科からの相談件数 

 

Ⅱ-4．鑑別診断件数 
 
 認知症疾患医療センターにおいて１年間に診断された認知症関連疾患の鑑別診断件数を

類型別・医療機関種別に以下に示す．実績報告書上で鑑別診断件数の数値入力欄が空欄とな

っていた医療機関はデータ集計上「0」となり，実数記入欄に文字入力をしていたケースの

み欠損値とした．また実績報告書上において，数値入力欄の結合を解除して報告したことで

鑑別診断別の件数が集計データに反映されなかった医療機関があった．

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 159.9 340.8 38 0 3485
精神科病院 233 204.0 246.6 113 0 1706
診療所 39 197.4 525.1 42 0 3186
合計 499 183.4 320.2 76 0 3485

居宅介護事業所・介護サービス事業所からの相談

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 17.9 29.2 5 0 113
基幹型Ⅱ 4 9.8 11.3 7 0 26
地域型 380 40.3 74.1 12 0 624
連携型 99 17.9 43.1 5 0 239
合計 499 34.9 68.3 9 0 624

⾏政機関からの相談

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 27.3 48.3 8 0 334
精神科病院 233 43.1 83.5 12 0 624
診療所 39 30.5 61.9 7 0 239
合計 499 34.9 68.3 9 0 624

⾏政機関からの相談

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 61.1 107.1 18 0 392
基幹型Ⅱ 4 26.3 43.0 8 0 90
地域型 380 121.6 786.7 0 0 13665
連携型 99 42.7 207.4 0 0 1821
合計 499 103.2 693.5 0 0 13665

類型

院内の他科からの相談

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 203.0 1009.2 8 0 13665
精神科病院 233 12.5 79.8 0 0 1035
診療所 39 65.0 306.8 0 0 1821
合計 499 103.2 693.5 0 0 13665

院内の他科からの相談

医療機関
種別
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1) 正常または健常：類型別（表 69，図 16），医療機関種別（表 70，図 17）に，正常また

は健常と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未

満の者の件数を示す．全数の中央値では基幹型Ⅱ・地域型および一般病院で多く，連携型お

よび精神科病院，診療所で少ない傾向があった．65 歳未満の者では，基幹型および一般病

院で多い傾向があった． 

表 69 類型別 正常または健常の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 16 類型別 正常または健常の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 70 医療機関種別 正常または健常の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 12.4 12.0 10 0 42
基幹型Ⅱ 4 13.5 9.9 16 0 23
地域型 380 13.7 20.7 6 0 192
連携型 99 9.8 25.8 3 0 236
合計 499 12.9 21.5 5 0 236

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 3.6 6.4 2 0 27
基幹型Ⅱ 4 1.5 1.3 2 0 3
地域型 380 1.8 6.4 0 0 109
連携型 99 1.1 2.4 0 0 14
合計 499 1.7 5.8 0 0 109

鑑別診断件数（実数）　1.正常または健常　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　1.正常または健常　うち65歳未満

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 20.7 27.9 13 0 236
精神科病院 233 5.9 10.0 2 0 68
診療所 39 9.2 12.3 5 0 57
合計 499 12.9 21.5 5 0 236

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 3.0 8.2 1 0 109
精神科病院 233 0.5 1.9 0 0 24
診療所 39 1.4 2.6 0 0 11
合計 499 1.7 5.8 0 0 109

鑑別診断件数（実数）　1.正常または健常　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　1.正常または健常　うち65歳未満

医療機関
種別
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図 17 医療機関種別 正常または健常の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

2) 軽度認知障害（MCI）：類型別（表 71，図 18），医療機関種別（表 72，図 19）に，軽度

認知障害と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳

未満の者の件数を示す．全数の中央値では基幹型Ⅱおよび一般病院で多かった．65 歳未満

では基幹型Ⅰ，Ⅱ及び一般病院に多い傾向があった．全体の平均値では昨年度から 1 名増

加した．

表 71 類型別 軽度認知障害（MCI）の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 18 類型別 軽度認知障害（MCI）の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 36.0 24.0 29 11 105
基幹型Ⅱ 4 58.8 68.3 44 3 144
地域型 380 42.9 46.4 30 0 382
連携型 99 25.6 41.8 13 0 368
合計 499 39.3 45.6 25 0 382

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.8 2.5 2 0 9
基幹型Ⅱ 4 3.3 4.0 2 0 9
地域型 380 1.1 2.7 0 0 44
連携型 99 0.9 2.8 0 0 20
合計 499 1.1 2.7 0 0 44

類型

鑑別診断件数（実数）　2.軽度認知障害(MCI)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　2.軽度認知障害(MCI)　うち65歳未満
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表 72 医療機関種別 軽度認知障害（MCI）の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 19 医療機関種別 軽度認知障害（MCI）の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

3) アルツハイマー型認知症（G30,F00）：類型別（表 73，図 20），医療機関種別（表 74，

図 21）に，アルツハイマー型認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ

全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．全数の中央値では地域型および精神科

病院における鑑別診断件数が多かった．全数では昨年度と比較すると平均値で 2.3 人減少し

たが，うち 65 歳未満は平均値で 0.2 人増加した．65 歳未満のアルツハイマー型認知症の鑑

別診断件数（中央値）は，一年間におおむね 1～2 名であった（最小値 0～最大値 113 名）.

表 73 類型別 アルツハイマー型認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 49.0 53.6 33 0 382
精神科病院 233 30.1 30.0 22 0 193
診療所 39 38.2 59.9 22 0 368
合計 499 39.3 45.6 25 0 382

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.5 3.4 1 0 44
精神科病院 233 0.6 1.1 0 0 7
診療所 39 1.6 4.1 0 0 20
合計 499 1.1 2.7 0 0 44

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　2.軽度認知障害(MCI)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　2.軽度認知障害(MCI)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 52.1 42.0 36 8 139
基幹型Ⅱ 4 44.5 40.9 40 7 92
地域型 380 122.2 94.4 98 5 545
連携型 99 68.8 70.8 47 0 542
合計 499 108.7 91.7 87 0 545

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.8 2.2 2 0 7
基幹型Ⅱ 4 1.8 1.7 2 0 4
地域型 380 2.1 6.3 1 0 113
連携型 99 0.9 1.8 0 0 11
合計 499 1.9 5.6 1 0 113

鑑別診断件数（実数）　3.アルツハイマー型認知症(G30,F00)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　3.アルツハイマー型認知症(G30,F00)　うち65歳未満

類型
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図 20 類型別 アルツハイマー型認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 74 医療機関種別 アルツハイマー型認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

 

図 21 医療機関種別 アルツハイマー型認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

4) 血管性認知症（F01）：類型別（表 75，図 22），医療機関種別（表 76，図 23）に，血管

性認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳

未満の者の件数を示す．中央値では基幹型Ⅱ，地域型および精神科病院の鑑別診断件数が多

かった．一般病院では平均値で 5 人減少した．65 歳未満の血管性認知症の鑑別診断件数は

いずれの類型においても中央値で 0 名/年であり，最大値で 6 名/年であった． 
 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 100.1 89.7 74 0 545
精神科病院 233 121.9 92.0 100 1 528
診療所 39 79.8 91.6 54 0 542
合計 499 108.7 91.7 87 0 545

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 2.4 7.9 1 0 113
精神科病院 233 1.5 2.1 1 0 14
診療所 39 1.2 2.5 0 0 11
合計 499 1.9 5.6 1 0 113

鑑別診断件数（実数）　3.アルツハイマー型認知症(G30,F00)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　3.アルツハイマー型認知症(G30,F00)　うち65歳未満

医療機関
種別
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表 75 類型別 血管性認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 22 類型別 血管性認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 76 医療機関種別 血管性認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 23 医療機関種別 血管性認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 5.8 5.9 5 1 26
基幹型Ⅱ 4 14.0 14.2 10 3 34
地域型 380 14.7 15.4 10 0 103
連携型 99 8.1 9.5 5 0 70
合計 499 13.1 14.4 8 0 103

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 0.3 0.7 0 0 6
連携型 99 0.1 0.4 0 0 2
合計 499 0.3 0.6 0 0 6

類型

鑑別診断件数（実数）　4.⾎管性認知症(F01)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　4.⾎管性認知症(F01)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 12.4 12.8 8 0 77
精神科病院 233 14.4 16.1 10 0 103
診療所 39 9.1 11.9 7 0 70
合計 499 13.1 14.4 8 0 103

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.3 0.5 0 0 2
精神科病院 233 0.3 0.7 0 0 6
診療所 39 0.2 0.5 0 0 2
合計 499 0.3 0.6 0 0 6

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　4.⾎管性認知症(F01)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　4.⾎管性認知症(F01)　うち65歳未満

－68－



5) レビー小体型認知症（G31,F02）：類型別（表 77，図 24），医療機関種別（表 78，図 25）

に，レビー小体型認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそ

のうちの 65 歳未満の者の件数を示す．全数の中央値では地域型および一般病院，精神科病

院での鑑別診断件数が多かった．65 歳未満のレビー小体型認知症の鑑別診断件数はいずれ

の類型でも中央値で 0 名/年，最大値で 16 名/年であった． 
 

表 77 類型別 レビー小体型認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 24 類型別 レビー小体型認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 78 医療機関種別 レビー小体型認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 7.4 4.3 7 1 13
基幹型Ⅱ 4 5.5 5.8 4 1 14
地域型 380 13.8 18.6 9 0 180
連携型 99 7.9 9.6 5 0 53
合計 499 12.4 17.0 8 0 180

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.3 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 0.3 1.2 0 0 16
連携型 99 0.0 0.2 0 0 2
合計 499 0.2 1.1 0 0 16

類型

類型

鑑別診断件数（実数）　5.レビー⼩体型認知症(G31,F02)　うち65歳未満

鑑別診断件数（実数）　5.レビー⼩体型認知症(G31,F02)　全数

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 12.8 19.0 8 0 180
精神科病院 233 12.4 15.5 8 0 107
診療所 39 10.4 12.1 7 0 53
合計 499 12.4 17.0 8 0 180

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.3 1.5 0 0 16
精神科病院 233 0.2 0.6 0 0 5
診療所 39 0.0 0.2 0 0 1
合計 499 0.2 1.1 0 0 16

鑑別診断件数（実数）　5.レビー⼩体型認知症(G31,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　5.レビー⼩体型認知症(G31,F02)　うち65歳未満

医療機関
種別
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図 25 医療機関種別 レビー小体型認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

6) 前頭側頭型認知症（行動障害型・言語障害型を含む G31,F02）：類型別（表 79，図 26），

医療機関種別（表 80，図 27）に，前頭側頭型認知症と診断されたものの鑑別診断件数につ

いて，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．全数の中央値では基幹

型Ⅰ，Ⅱが多く，平均値では地域型が多く，医療機関種別では大きな差がなかった．65 歳

未満の前頭側頭型認知症の鑑別診断件数は，いずれの類型でも中央値で 0 名/年，最大値で

6 名/年であった．

表 79 類型別 前頭側頭型認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 26 類型別 前頭側頭型認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 3.0 4.9 3 0 20
基幹型Ⅱ 4 2.5 2.4 3 0 5
地域型 380 4.0 5.7 2 0 65
連携型 99 2.1 3.0 1 0 14
合計 499 3.6 5.2 2 0 65

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.4 0.7 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.3 0.6 0 0 4
連携型 99 0.2 0.7 0 0 6
合計 499 0.2 0.6 0 0 6

鑑別診断件数（実数）　6.前頭側頭型認知症(⾏動障害型・⾔語障害型を含む G31,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　6.前頭側頭型認知症(⾏動障害型・⾔語障害型を含む G31,F02)　うち65歳未満

類型
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表 80 医療機関種別 前頭側頭型認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 27 医療機関種別 前頭側頭型認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

7) 外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)：類型別（表 81，図 28），医療機関種別（表 82，

図 29）に，正常または健常と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およ

びそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．鑑別診断件数は，全数ではいずれの類型でも中

央値 0 名/年，最大値 27 件であった．65 歳未満ではいずれの類型でも中央値 0 名/年，最大

値 7 名/年であった．

表 81 類型別 外傷性脳損傷による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 3.6 6.0 2 0 65
精神科病院 233 3.7 4.7 2 0 36
診療所 39 2.5 3.3 1 0 12
合計 499 3.6 5.2 2 0 65

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.3 0.8 0 0 6
精神科病院 233 0.2 0.5 0 0 2
診療所 39 0.1 0.3 0 0 1
合計 499 0.2 0.6 0 0 6

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　6.前頭側頭型認知症(⾏動障害型・⾔語障害型を含む G31,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　6.前頭側頭型認知症(⾏動障害型・⾔語障害型を含む G31,F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.5 1.0 0 0 2
地域型 380 0.5 1.7 0 0 27
連携型 99 0.4 1.7 0 0 16
合計 499 0.5 1.7 0 0 27

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.3 1.0 0 0 4
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.1 0.3 0 0 5
連携型 99 0.1 0.7 0 0 7
合計 499 0.1 0.5 0 0 7

類型

鑑別診断件数（実数）　7.外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)　うち65歳未満

類型

鑑別診断件数（実数）　7.外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)　全数
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図 28 類型別 外傷性脳損傷による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 82 医療機関種別 外傷性脳損傷による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 29 医療機関種別 外傷性脳損傷による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

8) 物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)：類型別（表

83，図 30），医療機関種別（表 84，図 31）に，物質・医薬品誘発性による認知症と診断さ

れたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を

示す．鑑別診断件数は，全数では中央値で 1 名/年，最大値 32 名/年であった．65 歳未満で

はいずれの類型でも中央値 0 名/年であり，最大値 21 名/年であった．

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.5 1.9 0 0 27
精神科病院 233 0.5 1.1 0 0 7
診療所 39 0.7 2.6 0 0 16
合計 499 0.5 1.7 0 0 27

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.0 0.3 0 0 4
精神科病院 233 0.1 0.4 0 0 5
診療所 39 0.2 1.1 0 0 7
合計 499 0.1 0.5 0 0 7

鑑別診断件数（実数）　7.外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　7.外傷性脳損傷による認知症(S06,F02)　うち65歳未満

医療機関
種別
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表 83 類型別 物質・医薬品誘発性による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 30 類型別 物質・医薬品誘発性による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 84 医療機関種別 物質・医薬品誘発性による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 31 医療機関種別 物質・医薬品誘発性による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.4 0.9 0 0 3
基幹型Ⅱ 4 1.3 1.9 1 0 4
地域型 380 1.9 3.5 1 0 32
連携型 99 0.9 2.1 0 0 17
合計 499 1.6 3.2 1 0 32

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 380 0.3 1.3 0 0 21
連携型 99 0.2 0.8 0 0 7
合計 499 0.2 1.2 0 0 21

類型

鑑別診断件数（実数）　8.物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　8.物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.9 3.9 1 0 32
精神科病院 233 1.5 2.7 1 0 20
診療所 39 0.9 1.5 0 0 7
合計 499 1.6 3.2 1 0 32

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.3 1.7 0 0 21
精神科病院 233 0.2 0.4 0 0 3
診療所 39 0.2 0.5 0 0 2
合計 499 0.2 1.2 0 0 21

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　8.物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　8.物質・医薬品誘発性による認知症(アルコール関連障害による認知症を含む)　うち65歳未満
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9) HIV 感染による認知症(B20,F02)：類型別（表 85，図 32），医療機関種別（表 86，図 33）

に，HIV 感染による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およ

びそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．全数では中央値ではいずれの類型でも 0 名/年，

最大値で 3 名/年の鑑別診断件数であった．
 

表 85 類型別 HIV 感染による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 32 類型別 HIV 感染による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満）

表 86 医療機関種別 HIV 感染による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.0 0.2 0 0 3
連携型 99 0.0 0.0 0 0 0
合計 499 0.0 0.1 0 0 3

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.0 0.1 0 0 1
連携型 99 0.0 0.0 0 0 0
合計 499 0.0 0.0 0 0 1

類型

鑑別診断件数（実数）　9.HIV感染による認知症(B20,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　9.HIV感染による認知症(B20,F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.0 0.1 0 0 1
精神科病院 233 0.0 0.2 0 0 3
診療所 39 0.0 0.0 0 0 0
合計 499 0.0 0.1 0 0 3

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.0 0.0 0 0 0
精神科病院 233 0.0 0.1 0 0 1
診療所 39 0.0 0.0 0 0 0
合計 499 0.0 0.0 0 0 1

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　9.HIV感染による認知症(B20,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　9.HIV感染による認知症(B20,F02)　うち65歳未満
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図 33 医療機関種別 HIV 感染による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

10) プリオン病による認知症(A81,F02)：類型別（表 87，図 34），医療機関種別（表 88，図

35）に，プリオン病による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数

およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．全数では中央値でいずれの類型でも 0 名/

年であり，最大値 3 名/年であった．うち 65 歳未満は最大値 1 名/年の鑑別診断件数であっ

た．

表 87 類型別 プリオン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 34 類型別 プリオン病による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.5 1.0 0 0 2
地域型 380 0.0 0.2 0 0 3
連携型 99 0.1 0.2 0 0 1
合計 499 0.0 0.2 0 0 3

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 0.0 0.1 0 0 1
連携型 99 0.0 0.1 0 0 1
合計 499 0.0 0.1 0 0 1

類型

鑑別診断件数（実数）　10.プリオン病による認知症(A81,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　10.プリオン病による認知症(A81,F02)　うち65歳未満
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表 88 医療機関種別 プリオン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 35 医療機関種別 プリオン病による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

11) パーキンソン病による認知症(G20,F02)：類型別（表 89，図 36），医療機関種別（表 90，

図 37）に，パーキンソン病による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それ

ぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．全数では中央値でいずれの類型で

も 0 名/年であった．最大値は 27 名/年であった．うち 65 歳未満では最大値 5 名/年の鑑別

診断件数であった．

表 89 類型別 パーキンソン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.0 0.2 0 0 2
精神科病院 233 0.0 0.2 0 0 3
診療所 39 0.1 0.3 0 0 1
合計 499 0.0 0.2 0 0 3

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.0 0.1 0 0 1
精神科病院 233 0.0 0.1 0 0 1
診療所 39 0.1 0.2 0 0 1
合計 499 0.0 0.1 0 0 1

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　10.プリオン病による認知症(A81,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　10.プリオン病による認知症(A81,F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.2 0.5 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 0.8 2.1 0 0 19
連携型 99 0.7 2.9 0 0 27
合計 499 0.8 2.2 0 0 27

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.0 0.2 0 0 2
連携型 99 0.1 0.5 0 0 5
合計 499 0.0 0.3 0 0 5

鑑別診断件数（実数）　11.パーキンソン病による認知症(G20,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　11.パーキンソン病による認知症(G20,F02)　うち65歳未満

類型
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図 36 類型別 パーキンソン病による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 90 医療機関種別 パーキンソン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 37 医療機関種別 パーキンソン病による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

12) ハンチントン病による認知症(G10,F02)：類型別（表 91，図 38），医療機関種別（表 92，

図 39）に，ハンチントン病による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それ

ぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．全数では中央値でいずれの類型で

も 0 名/年であった．最大値は 1 名/年であった．
 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.0 2.9 0 0 27
精神科病院 233 0.6 1.2 0 0 8
診療所 39 0.8 1.7 0 0 10
合計 499 0.8 2.2 0 0 27

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.1 0.4 0 0 5
精神科病院 233 0.0 0.2 0 0 2
診療所 39 0.1 0.2 0 0 1
合計 499 0.0 0.3 0 0 5

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　11.パーキンソン病による認知症(G20,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　11.パーキンソン病による認知症(G20,F02)　うち65歳未満
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表 91 類型別 ハンチントン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 38 類型別 ハンチントン病による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 92 医療機関種別 ハンチントン病による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 39 医療機関種別 ハンチントン病による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.0 0.1 0 0 1
連携型 99 0.0 0.1 0 0 1
合計 499 0.0 0.1 0 0 1

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.0 0.0 0 0 0
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.0 0.1 0 0 1
連携型 99 0.0 0.1 0 0 1
合計 499 0.0 0.1 0 0 1

類型

鑑別診断件数（実数）　12.ハンチントン病による認知症(G10,F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　12.ハンチントン病による認知症(G10,F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.0 0.1 0 0 1
精神科病院 233 0.0 0.1 0 0 1
診療所 39 0.0 0.2 0 0 1
合計 499 0.0 0.1 0 0 1

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.0 0.1 0 0 1
精神科病院 233 0.0 0.1 0 0 1
診療所 39 0.0 0.2 0 0 1
合計 499 0.0 0.1 0 0 1

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　12.ハンチントン病による認知症(G10,F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　12.ハンチントン病による認知症(G10,F02)　うち65歳未満

－78－



13) 正常圧水頭症(G91)：類型別（表 93，図 40），医療機関種別（表 94，図 41）に，正常

圧水頭症による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそ

のうちの 65 歳未満の者の件数を示す．基幹型Ⅱで中央値 1 名/年であったが，地域型では中

央値 0 名/年，最小値 0 名/年，最大値 123 名/年と，医療機関の専門性による鑑別診断件数

の差が大きいことが伺われた．うち 65 歳未満の鑑別診断件数はいずれの類型でも中央値 0

名/年，最大値 7 名/年であった． 

表 93 類型別 正常圧水頭症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 40 類型別 正常圧水頭症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 94 医療機関種別 正常圧水頭症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.6 3.8 0 0 15
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 380 1.7 7.4 0 0 123
連携型 99 0.8 1.9 0 0 9
合計 499 1.5 6.6 0 0 123

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.0 0.4 0 0 7
連携型 99 0.0 0.1 0 0 1
合計 499 0.0 0.4 0 0 7

類型

鑑別診断件数（実数）　13.正常圧⽔頭症(G91)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　13.正常圧⽔頭症(G91)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 2.0 8.9 0 0 123
精神科病院 233 1.1 3.8 0 0 51
診療所 39 0.9 1.9 0 0 9
合計 499 1.5 6.6 0 0 123

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.1 0.5 0 0 7
精神科病院 233 0.0 0.2 0 0 1
診療所 39 0.0 0.0 0 0 0
合計 499 0.0 0.4 0 0 7

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　13.正常圧⽔頭症(G91)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　13.正常圧⽔頭症(G91)　うち65歳未満
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図 41 医療機関種別 正常圧水頭症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

14) 他の医学的疾患による認知症(F02)：類型別（表 95，図 42），医療機関種別（表 96，図

43）に，他の医学的疾患による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ

全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．昨年度と比較して，全数の平均値で 0.5

人増加した．全数の中央値は 1 名/年，最大値 101 名/年，うち 65 歳未満では中央値 0 名/

年，最大値 4 名/年であった．

表 95 類型別 他の医学的疾患による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 42 類型別 他の医学的疾患による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.1 2.2 2 0 9
基幹型Ⅱ 4 2.3 2.1 2 0 5
地域型 380 2.9 7.8 1 0 101
連携型 99 2.3 4.7 0 0 24
合計 499 2.7 7.1 1 0 101

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.3 0.6 0 0 2
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 0.1 0.4 0 0 4
連携型 99 0.1 0.5 0 0 4
合計 499 0.1 0.5 0 0 4

類型

鑑別診断件数（実数）　14.他の医学的疾患による認知症(F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　14.他の医学的疾患による認知症(F02)　うち65歳未満
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表 96 医療機関種別 他の医学的疾患による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 43 医療機関種別 他の医学的疾患による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

15) 複数の病因による認知症(F02)：類型別（表 97，図 44），医療機関種別（表 98，図 45）

に，複数の病因による認知症と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およ

びそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．昨年度と比較して，全数の平均値で 0.8 人増加

した．一般病院で多い傾向があった．

表 97 類型別 複数の病因による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 3.5 6.3 1 0 44
精神科病院 233 1.9 8.1 0 0 101
診療所 39 2.9 5.6 0 0 24
合計 499 2.7 7.1 1 0 101

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.2 0.6 0 0 4
精神科病院 233 0.0 0.2 0 0 2
診療所 39 0.2 0.7 0 0 4
合計 499 0.1 0.5 0 0 4

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　14.他の医学的疾患による認知症(F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　14.他の医学的疾患による認知症(F02)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 8.1 8.4 5 0 29
基幹型Ⅱ 4 12.3 11.5 13 0 23
地域型 380 12.8 20.7 6 0 188
連携型 99 9.1 20.5 3 0 171
合計 499 11.9 20.3 6 0 188

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.2 0.4 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 0.1 0.4 0 0 4
連携型 99 0.1 0.7 0 0 5
合計 499 0.1 0.5 0 0 5

鑑別診断件数（実数）　15.複数の病因による認知症(F02)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　15.複数の病因による認知症(F02)　うち65歳未満

類型
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図 44 類型別 複数の病因による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 98 医療機関種別 複数の病因による認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 45 医療機関種別 複数の病因による認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満）

16) 詳細不明の認知症(F02)（前記の 3)～15)に該当しないもの）：類型別（表 99，図 46），

医療機関種別（表 100，図 47）に，詳細不明の認知症と診断されたものの鑑別診断件数に

ついて，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．昨年度と比較して，

全数の平均値で 1.7 人増加しており，全体的な増加があった．
 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 13.2 21.1 7 0 171
精神科病院 233 11.1 20.2 5 0 188
診療所 39 9.7 16.5 4 0 75
合計 499 11.9 20.3 6 0 188

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.1 0.4 0 0 2
精神科病院 233 0.1 0.4 0 0 4
診療所 39 0.3 1.0 0 0 5
合計 499 0.1 0.5 0 0 5

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　15.複数の病因による認知症(F02)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　15.複数の病因による認知症(F02)　うち65歳未満
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表 99 類型別 詳細不明の認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 46 類型別 詳細不明の認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 100 医療機関種別 詳細不明の認知症の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 47 医療機関種別 詳細不明の認知症の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.4 2.9 1 0 9
基幹型Ⅱ 4 6.5 7.6 5 0 17
地域型 380 11.8 24.2 2 0 199
連携型 99 6.1 18.4 0 0 163
合計 499 10.3 22.8 2 0 199

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.1 0.3 0 0 1
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 0.3 0.9 0 0 11
連携型 99 0.2 0.6 0 0 5
合計 499 0.2 0.9 0 0 11

類型

鑑別診断件数（実数）　16.詳細不明の認知症(F02) (前記3〜15に該当しないもの)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　16.詳細不明の認知症(F02) (前記3〜15に該当しないもの)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 8.5 22.8 1 0 199
精神科病院 233 13.3 23.9 4 0 155
診療所 39 3.4 9.8 0 0 55
合計 499 10.3 22.8 2 0 199

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.2 1.0 0 0 11
精神科病院 233 0.3 0.8 0 0 7
診療所 39 0.2 0.6 0 0 3
合計 499 0.2 0.9 0 0 11

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　16.詳細不明の認知症(F02) (前記3〜15に該当しないもの)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　16.詳細不明の認知症(F02) (前記3〜15に該当しないもの)　うち65歳未満
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17) 前記 2)～16)以外の症状性を含む器質性精神障害：類型別（表 101，図 48），医療機関

種別（表 102，図 49）に，前記 2)~16)以外の症状性を含む器質性精神障害と診断されたも

のの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．

昨年度と比較して，全数の平均値で 0.4 人減少した．基幹型Ⅱ，地域型，精神科病院に多い

傾向があった．

表 101 類型別 前記 2)～16)以外の症状性を含む器質性精神障害の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 48 類型別 前記 2)～16)以外の症状性を含む器質性精神障害の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 102 医療機関種別 前記 2)～16)以外の症状性を含む器質性精神障害の鑑別診断件数（上段：全数,下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.2 5.1 0 0 17
基幹型Ⅱ 4 9.0 16.7 1 0 34
地域型 380 2.9 8.6 1 0 136
連携型 99 1.0 3.2 0 0 27
合計 499 2.6 7.9 0 0 136

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.8 2.7 0 0 11
基幹型Ⅱ 4 1.3 1.3 1 0 3
地域型 380 0.3 1.6 0 0 22
連携型 99 0.1 0.4 0 0 2
合計 499 0.3 1.5 0 0 22

類型

鑑別診断件数（実数）　17.前記2〜16以外の症状性を含む器質性精神障害　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　17.前記2〜16以外の症状性を含む器質性精神障害　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.6 4.7 0 0 44
精神科病院 233 3.8 10.3 1 0 136
診療所 39 1.1 4.4 0 0 27
合計 499 2.6 7.9 0 0 136

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 0.3 1.5 0 0 19
精神科病院 233 0.3 1.5 0 0 22
診療所 39 0.0 0.0 0 0 0
合計 499 0.3 1.5 0 0 22

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　17.前記2〜16以外の症状性を含む器質性精神障害　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　17.前記2〜16以外の症状性を含む器質性精神障害　うち65歳未満
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図 49 医療機関種別 前記 2)～16)以外の症状性を含む器質性精神障害の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

18) 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)：類型別（表 103，図 50），医療機

関種別（表 104，図 51）に，統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害と診断された

ものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65歳未満の者の件数を示す．

昨年度と比較して，全数の平均値で 0.5 人減少した．鑑別診断件数の中央値は地域型，精神

科病院に多い傾向があった．

表 103 類型別 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 50 類型別 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 3.8 8.8 1 0 36
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 6.3 28.6 2 0 474
連携型 99 3.3 9.4 1 0 83
合計 499 5.5 25.4 1 0 474

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.7 6.5 0 0 26
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 2.0 19.0 0 0 320
連携型 99 1.0 5.7 0 0 53
合計 499 1.8 16.8 0 0 320

類型

鑑別診断件数（実数）　18.統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　18.統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)　うち65歳未満
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表 104 医療機関種別 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 51 医療機関種別 統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

19) 気分(感情)障害(F3)：類型別（表 105，図 52），医療機関種別（表 106，図 53）に，気

分(感情)障害と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65

歳未満の者の件数を示す．昨年度と比較して，全数の平均値で 1.1 人増加した．全数の中央

値では地域型および精神科病院に多かった．

表 105 類型別 気分(感情)障害の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 5.3 33.8 1 0 474
精神科病院 233 6.1 16.3 3 0 212
診療所 39 3.5 5.6 2 0 26
合計 499 5.5 25.4 1 0 474

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 2.4 22.3 0 0 320
精神科病院 233 1.4 11.1 0 0 158
診療所 39 0.4 1.3 0 0 7
合計 499 1.8 16.8 0 0 320

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　18.統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　18.統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害(F2)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 5.8 14.9 2 0 61
基幹型Ⅱ 4 2.8 3.1 2 0 7
地域型 380 12.6 56.9 3 0 940
連携型 99 8.1 25.7 0 0 227
合計 499 11.4 51.0 3 0 940

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 3.3 10.9 0 0 44
基幹型Ⅱ 4 0.5 0.6 1 0 1
地域型 380 5.4 43.5 0 0 745
連携型 99 3.1 16.2 0 0 145
合計 499 4.9 38.7 0 0 745

鑑別診断件数（実数）　19.気分(感情)障害(F3)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　19.気分(感情)障害(F3)　うち65歳未満

類型
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図 52 類型別 気分(感情)障害の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 106 医療機関種別 気分(感情)障害の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 53 医療機関種別 気分(感情)障害の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

20) てんかん(G47)：類型別（表 107，図 54），医療機関種別（表 108，図 55）に，てんか

んと診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の

者の件数を示す．昨年度と比較して，全数の平均値で 0.3 人減少した．鑑別診断件数の中央

値は，基幹型Ⅱは 1 名/年，それ以外は 0 名/年であるが，全数の最小値～最大値は 0～688

名/年であり，65 歳未満でも 0～311 名/年と，医療機関の特性によって鑑別診断件数に差が

あると考えられた．

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 9.1 37.5 1 0 338
精神科病院 233 14.4 64.6 4 0 940
診療所 39 7.5 12.3 1 0 58
合計 499 11.4 51.0 3 0 940

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 4.8 25.7 0 0 232
精神科病院 233 5.5 50.6 0 0 745
診療所 39 1.6 7.1 0 0 44
合計 499 4.9 38.7 0 0 745

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　19.気分(感情)障害(F3)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　19.気分(感情)障害(F3)　うち65歳未満
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表 107 類型別 てんかんの鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 54 類型別 てんかんの鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 108 医療機関種別 てんかんの鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 55 医療機関種別 てんかんの鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.3 3.8 0 0 15
基幹型Ⅱ 4 1.0 1.2 1 0 2
地域型 380 2.9 35.6 0 0 688
連携型 99 1.8 9.3 0 0 85
合計 499 2.6 31.3 0 0 688

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 0.8 2.3 0 0 9
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 1.1 16.1 0 0 311
連携型 99 1.0 5.7 0 0 48
合計 499 1.1 14.2 0 0 311

類型

鑑別診断件数（実数）　20.てんかん(G47)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　20.てんかん(G47)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 5.1 46.4 0 0 688
精神科病院 233 0.5 1.2 0 0 9
診療所 39 0.9 1.4 0 0 5
合計 499 2.6 31.3 0 0 688

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 2.2 21.1 0 0 311
精神科病院 233 0.1 0.6 0 0 7
診療所 39 0.1 0.4 0 0 2
合計 499 1.1 14.2 0 0 311

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　20.てんかん(G47)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　20.てんかん(G47)　うち65歳未満
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21) 神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)：類型別（表 109，図 56），医療機関種別（表

110，図 57）に，神経発達障害(知的発達障害を含む)と診断されたものの鑑別診断件数につ

いて，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．昨年度と比較して，全

数の平均値で 0.3 人減少した．中央値はいずれも 0 名/年であるが，医療機関の特性によっ

て鑑別診断件数に大きく差があると考えられた．

表 109 類型別 神経発達障害(知的発達障害を含む)の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満）

図 56 類型別 神経発達障害(知的発達障害を含む)の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 110 医療機関種別 神経発達障害(知的発達障害を含む)の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.6 5.5 0 0 22
基幹型Ⅱ 4 0.3 0.5 0 0 1
地域型 380 2.8 16.8 0 0 221
連携型 99 2.1 10.0 0 0 95
合計 499 2.6 15.4 0 0 221

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.5 5.2 0 0 21
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 2.1 15.7 0 0 200
連携型 99 1.3 7.7 0 0 73
合計 499 1.9 14.2 0 0 200

類型

鑑別診断件数（実数）　21.神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　21.神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 2.1 9.9 0 0 103
精神科病院 233 3.2 20.2 0 0 221
診療所 39 1.6 3.5 0 0 20
合計 499 2.6 15.4 0 0 221

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.5 8.6 0 0 99
精神科病院 233 2.5 18.9 0 0 200
診療所 39 1.0 3.3 0 0 20
合計 499 1.9 14.2 0 0 200

鑑別診断件数（実数）　21.神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　21.神経発達障害(知的発達障害を含む)(F7-F9)　うち65歳未満

医療機関
種別
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図 57 医療機関種別 神経発達障害(知的発達障害を含む)の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

22) 前記のいずれにも含まれない精神疾患：類型別（表 111，図 58），医療機関種別（表 112，

図 59）に，前記のいずれにも含まれない精神疾患と診断されたものの鑑別診断件数につい

て，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．昨年度と比較して，全数

の平均値で 1.7 人減少した．医療機関の特性によって鑑別診断件数に差があった．
 

表 111 類型別 前記のいずれにも含まれない精神疾患の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 58 類型別 前記のいずれにも含まれない精神疾患の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 11.3 34.7 2 0 141
基幹型Ⅱ 4 2.8 2.9 2 1 7
地域型 380 10.2 58.7 2 0 1061
連携型 99 3.3 6.5 0 0 41
合計 499 8.8 51.8 2 0 1061

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.4 6.6 1 0 27
基幹型Ⅱ 4 0.8 1.0 1 0 2
地域型 380 4.3 49.1 0 0 901
連携型 99 0.8 3.2 0 0 29
合計 499 3.6 42.9 0 0 901

類型

鑑別診断件数（実数）　22.前記のいずれにも含まれない精神疾患　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　22.前記のいずれにも含まれない精神疾患　うち65歳未満
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表 112 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない精神疾患の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 59 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない精神疾患の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

23) 前記のいずれにも含まれない神経疾患：類型別（表 113，図 60），医療機関種別（表 114，

図 61）に，前記のいずれにも含まれない神経疾患と診断されたものの鑑別診断件数につい

て，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．昨年度と比較して，全数

の平均値で 0.5 人減少した．医療機関の特性によって件数に差があった．

表 113 類型別 前記のいずれにも含まれない神経疾患の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 5.1 21.9 1 0 293
精神科病院 233 13.3 72.4 4 0 1061
診療所 39 3.4 6.7 0 0 31
合計 499 8.8 51.8 2 0 1061

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.6 15.5 0 0 232
精神科病院 233 6.0 60.8 0 0 901
診療所 39 0.4 1.1 0 0 6
合計 499 3.6 42.9 0 0 901

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　22.前記のいずれにも含まれない精神疾患　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　22.前記のいずれにも含まれない精神疾患　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 14.9 36.1 2 0 123
基幹型Ⅱ 4 1.3 1.3 1 0 3
地域型 380 4.6 25.3 0 0 286
連携型 99 3.4 15.7 0 0 128
合計 499 4.7 24.0 0 0 286

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 9.1 25.3 0 0 94
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 2.3 18.6 0 0 242
連携型 99 1.1 7.1 0 0 69
合計 499 2.3 17.1 0 0 242

類型

鑑別診断件数（実数）　23.前記のいずれにも含まれない神経疾患　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　23.前記のいずれにも含まれない神経疾患　うち65歳未満

－91－



図 60 類型別 前記のいずれにも含まれない神経疾患の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満）

表 114 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない神経疾患の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 61 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない神経疾患の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

24) 前記のいずれにも含まれない疾患：類型別（表 115，図 62），医療機関種別（表 116，

図 63）に，前記のいずれにも含まれない疾患と診断されたものの鑑別診断件数について，

それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．昨年度と比較して，全数の平

均値で 1.5 人減少した．医療機関の特性によって件数に差があった．
 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 5.9 26.9 0 0 286
精神科病院 233 3.6 21.5 0 0 271
診療所 39 3.9 20.4 0 0 128
合計 499 4.7 24.0 0 0 286

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 3.2 18.4 0 0 166
精神科病院 233 1.7 17.3 0 0 242
診療所 39 0.4 2.2 0 0 14
合計 499 2.3 17.1 0 0 242

鑑別診断件数（実数）　23.前記のいずれにも含まれない神経疾患　全数

医療機関
種別

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　23.前記のいずれにも含まれない神経疾患　うち65歳未満
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表 115 類型別 前記のいずれにも含まれない疾患の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 62 類型別 前記のいずれにも含まれない疾患の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 116 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない疾患の鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 63 医療機関種別 前記のいずれにも含まれない疾患の鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.9 6.1 1 0 25
基幹型Ⅱ 4 1.0 1.2 1 0 2
地域型 380 5.2 48.1 1 0 929
連携型 99 1.6 3.4 0 0 21
合計 499 4.4 42.0 0 0 929

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.1 3.0 0 0 12
基幹型Ⅱ 4 0.0 0.0 0 0 0
地域型 380 1.8 25.2 0 0 483
連携型 99 0.4 1.3 0 0 11
合計 499 1.5 22.0 0 0 483

類型

鑑別診断件数（実数）　24.前記のいずれにも含まれない疾患　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　24.前記のいずれにも含まれない疾患　うち65歳未満

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 7.2 61.7 1 0 929
精神科病院 233 2.1 7.8 0 0 109
診療所 39 1.5 2.6 0 0 10
合計 499 4.4 42.0 0 0 929

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 2.6 32.1 0 0 483
精神科病院 233 0.6 6.2 0 0 94
診療所 39 0.3 0.8 0 0 4
合計 499 1.5 22.0 0 0 483

鑑別診断件数（実数）　24.前記のいずれにも含まれない疾患　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　24.前記のいずれにも含まれない疾患　うち65歳未満

医療機関
種別
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25) 診断保留：類型別（表 117，図 64），医療機関種別（表 118，図 65）に，前記のいずれ

にも含まれない神経疾患と診断されたものの鑑別診断件数について，それぞれ全数および

そのうちの 65 歳未満の者の件数を示す．全数の中央値で基幹型Ⅱ，一般病院に多く，医療

機関の特性によって件数に差があった．

表 117 類型別 診断保留件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

 

図 64 類型別 診断保留件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 118 医療機関種別 診断保留件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 6.5 6.7 5 0 21
基幹型Ⅱ 4 15.8 18.6 11 0 42
地域型 380 7.2 17.9 1 0 224
連携型 99 8.0 24.2 0 0 156
合計 499 7.4 19.0 1 0 224

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.4 2.6 1 0 10
基幹型Ⅱ 4 1.3 1.0 2 0 2
地域型 380 0.6 2.7 0 0 37
連携型 99 0.1 0.4 0 0 2
合計 499 0.6 2.5 0 0 37

鑑別診断件数（実数）　25.診断保留　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　25.診断保留　うち65歳未満

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 10.1 23.7 2 0 224
精神科病院 233 4.1 8.8 1 0 63
診療所 39 10.9 28.7 0 0 128
合計 499 7.4 19.0 1 0 224

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 1.0 3.5 0 0 37
精神科病院 233 0.3 0.8 0 0 7
診療所 39 0.1 0.3 0 0 1
合計 499 0.6 2.5 0 0 37

鑑別診断件数（実数）　25.診断保留　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　25.診断保留　うち65歳未満

医療機関
種別
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図 65 医療機関種別 診断保留件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

26) 全鑑別診断件数：総数（表 119），類型別（表 120，図 66），医療機関種別（表 121，図

67）に，全ての鑑別診断件数について，それぞれ全数およびそのうちの 65 歳未満の者の件

数を示す．全数の中央値では地域型および一般病院が，65 歳未満のものの中央値では基幹

型および一般病院が多かった．また認知症関連疾患（上記 1）～16））の鑑別件数の構成比

について，構成比 A（MCI を含む），構成比 B（MCI を含まない）を示す（表 122，図 68，

図 69）．実績報告書上において，鑑別診断件数の数値入力欄（2 セルの結合セル）の結合を

解除して報告したことで鑑別診断件数が都道府県指定都市における集計データに反映され

なかった医療機関があり，上記 1）～25）の鑑別診断別の集計値の合算と差を生じたことに

注意が必要である．

表 119 全鑑別診断件数 総数 

表 120 類型別 全鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

合計　全数 　合計　うち65歳未満
鑑別診断件数（実数）　総数 134524 12024

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 181.7 129.6 130 79 567
基幹型Ⅱ 4 196.8 173.5 207 23 351
地域型 380 298.5 295.3 226 5 3409
連携型 99 175.9 164.1 141 0 1118
合計 499 269.6 273.9 209 0 3409

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 32.8 69.4 11 5 288
基幹型Ⅱ 4 12.0 6.5 13 4 19
地域型 380 26.8 142.6 6 0 2068
連携型 99 12.8 36.1 3 0 295
合計 499 24.1 126.1 5 0 2068

類型

鑑別診断件数（実数）　合計　全数

類型

鑑別診断件数（実数）　合計　うち65歳未満
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図 66 類型別 全鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

表 121 医療機関種別 全鑑別診断件数（上段：全数，下段：うち 65 歳未満） 

図 67 医療機関種別 全鑑別診断件数（左：全数，右：うち 65 歳未満） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 281.0 280.8 216 8 2430
精神科病院 233 269.7 279.2 210 1 3409
診療所 39 202.8 182.8 171 0 1118
合計 499 269.6 273.9 209 0 3409

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 28.4 114.3 7 0 1349
精神科病院 233 22.2 145.9 4 0 2068
診療所 39 10.0 17.8 4 0 92
合計 499 24.1 126.1 5 0 2068

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　合計　全数

医療機関
種別

鑑別診断件数（実数）　合計　うち65歳未満
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Ⅱ-5．初診までの待機日数 
 
類型別（表 123，図 70），医療機関種別（表 124，図 71）に，初診までの待機日数を示

す．空欄であった 5 件は欠損としたが，待機日数を確認していない可能性がある．基幹型Ⅰ

の 50.0％，基幹型Ⅱの 100％が 15 日～1 か月未満の待機日数であり，地域型の 41.8％，連

携型の69.4%が14日未満の待機日数であった．また，医療機関種別では，一般病院の41.3％，

精神科病院の 45.9%，診療所の 76.3％が 14 日未満の待機日数であった．昨年度と比較し

て，待機日数 14 日未満は 3.4 ポイント減少した． 
 
表 123 類型別 初診までの待機日数 

図 70 類型別 初診までの待機日数（再掲） 

表 124 医療機関種別 初診までの待機日数 

 

①14⽇未満 ②15⽇〜
1か⽉未満

③1か⽉〜
3か⽉

④3か⽉〜
6か⽉ ⑥6か⽉以上 合計

228 161 102 3 0 494
46.2% 32.6% 20.6% 0.6% 0.0% 100.0%

3 8 5 0 0 16
18.8% 50.0% 31.3% 0.0% 0.0% 100.0%

0 4 0 0 0 4
0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

157 127 89 3 0 376
41.8% 33.8% 23.7% 0.8% 0.0% 100.0%

68 22 8 0 0 98
69.4% 22.4% 8.2% 0.0% 0.0% 100.0%

合計

初診までの待機⽇数

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

基幹型Ⅱ

①14⽇未満 ②15⽇〜
1か⽉未満

③1か⽉〜
3か⽉

④3か⽉〜
6か⽉ ⑥6か⽉以上 合計

228 161 102 3 0 494
46.2% 32.6% 20.6% 0.6% 0.0% 100.0%

93 78 53 1 0 225
41.3% 34.7% 23.6% 0.4% 0.0% 100.0%

106 78 45 2 0 231
45.9% 33.8% 19.5% 0.9% 0.0% 100.0%

29 5 4 0 0 38
76.3% 13.2% 10.5% 0.0% 0.0% 100.0%

初診までの待機⽇数

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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図 71 医療機関種別 初診までの待機日数（再掲） 

Ⅱ-6．診療報酬 
 
1) 認知症専門診断管理料：認知症専門診断管理料 1 または 2 のいずれかの算定について類

型別（表 125），医療機関種別（表 126）に示す．いずれも空欄であった 3 件は欠損値とし

た．昨年度と比較して，いずれかの算定ありは 4.4 ポイント減少した．基幹型Ⅰの 87.5％，

基幹型Ⅱの 100％，地域型の 70.9％が算定していたが，連携型は 49.0％の算定であった．

医療機関種別では大きな差はみられなかった．

表 125 類型別 認知症専門診断管理料 1 または 2 のいずれかの算定の有無 

表 126 医療機関種別 認知症専門診断管理料 1 または 2 のいずれかの算定の有無 

算定あり 算定なし 合計
14 2 16

87.5% 12.5% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
268 110 378

70.9% 29.1% 100.0%
48 50 98

49.0% 51.0% 100.0%
334 162 496

67.3% 32.7% 100.0%

認知症専⾨診断管理料 1または2　いずれか

類型

合計

基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

算定あり 算定なし 合計
162 63 225

72.0% 28.0% 100.0%
147 86 233

63.1% 36.9% 100.0%
25 13 38

65.8% 34.2% 100.0%
334 162 496

67.3% 32.7% 100.0%

認知症専⾨診断管理料　1または2　いずれか

医療機関
種別

合計

⼀般病院

精神科病院

診療所
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2) 認知症専門診断管理料 1：類型別の認知症専門診断管理料 1 算定の有無（表 127），年間

算定件数（表 128）および医療機関種別の認知症専門診断管理料 1 算定の有無（表 129），

年間算定件数（表 130）を示す．算定の有無が空欄であった 4 件は欠損としたが，認知症専

門診断管理料 1 の算定の有無について確認していないが，あるいは算定していない可能性

がある．実績報告書上で数値入力欄が空欄であるケースは集計データ上「0」となることに

留意が必要である．算定が有で年間算定件数が 0 件または空欄であった報告が 11 件あった

が，年間算定件数の集計に含めた．昨年度と比較して，算定ありは 4.1 ポイント減少した．

基幹型Ⅰの 87.5％，基幹型Ⅱの 100％，地域型の 70.6％，連携型の 46.4%が算定しており，

算定件数の中央値では地域型が多かった．また，医療機関種別では，一般病院の 71.6％，精

神科病院の 62.7%，診療所の 62.2％が算定しており，算定回数の中央値では一般病院が多

かった．

表 127 類型別 認知症専門診断管理料 1 算定の有無 

表 128 類型別 認知症専門診断管理料 1 年間算定件数 

表 129 医療機関種別 認知症専門診断管理料 1 算定の有無 

あり なし 合計
14 2 16

87.5% 12.5% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
267 111 378

70.6% 29.4% 100.0%
45 52 97

46.4% 53.6% 100.0%
330 165 495

66.7% 33.3% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

認知症専⾨診断管理料1　算定の有無

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 14 55.6 77.0 29 1 244
基幹型Ⅱ 4 30.8 18.5 32 9 51
地域型 266 84.5 99.1 59 0 688
連携型 45 42.1 57.6 17 0 254
合計 329 76.8 94.2 47 0 688

類型

認知症専⾨診断管理料1　算定件数(年間)

あり なし 合計
161 64 225

71.6% 28.4% 100.0%
146 87 233

62.7% 37.3% 100.0%
23 14 37

62.2% 37.8% 100.0%
330 165 495

66.7% 33.3% 100.0%

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

医療機関
種別

認知症専⾨診断管理料1　算定の有無
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表 130 医療機関種別 認知症専門診断管理料 1 年間算定件数 

3) 認知症専門診断管理料 2：類型別の認知症専門診断管理料 2 算定の有無（表 131），年間

算定件数（表 132）および医療機関種別の認知症専門診断管理料 2 算定の有無（表 133），

年間算定件数（表 134）を示す．空欄であった 5 件は欠損としたが，認知症専門診断管理料

2 の算定の有無について確認していない，あるいは算定していない可能性がある．算定が有

であるが年間算定件数が 0 件または空欄であった報告が 27 件あるが，年間算定件数の集計

に含めた．昨年度と比較して，算定ありは 0.5 ポイント増加した．基幹型Ⅰの 56.3％，基幹

型Ⅱの 50.0％が算定しており，一方で地域型の 52.1％，連携型の 86.7%は算定していなか

った．算定件数の中央値では基幹型Ⅰが多かった．また，医療機関種別では，一般病院の

55.1％，精神科病院の 58.0%，診療所の 84.2％が算定していなかった．算定回数の中央値

では精神科病院が多かった．

表 131 類型別 認知症専門診断管理料 2 算定の有無 

 

表 132 類型別 認知症専門診断管理料 2 年間算定件数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 161 83.8 97.6 58 0 523
精神科病院 145 75.7 94.9 42 0 688
診療所 23 35.1 45.0 13 1 150
合計 329 76.8 94.2 47 0 688

認知症専⾨診断管理料1　算定件数(年間)

医療機関
種別

あり なし 合計
9 7 16

56.3% 43.8% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
180 196 376

47.9% 52.1% 100.0%
13 85 98

13.3% 86.7% 100.0%
204 290 494

41.3% 58.7% 100.0%

認知症専⾨診断管理料2　算定の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 9 9.8 8.3 11 0 23
基幹型Ⅱ 2 4.0 2.8 4 2 6
地域型 178 25.9 46.4 10 0 409
連携型 13 14.2 15.4 4 1 49
合計 202 24.3 44.0 10 0 409

認知症専⾨診断管理料2　算定件数(年間)

類型
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表 133 医療機関種別 認知症専門診断管理料 2 算定の有無 

表 134 医療機関種別 認知症専門診断管理料 2 年間算定件数 

4) 認知症ケア加算：認知症ケア加算 1 または 2 または 3 のいずれかの算定について，類型

別（表 135），医療機関種別（表 136）に示す．すべて空欄の 10 件は欠損としたが，認知症

ケア加算いずれかの算定の有無について確認していない，あるいは算定していない可能性

がある．いずれかの算定があったのは基幹型Ⅰの 56.3％，基幹型Ⅱの 50.0％，地域型の

39.5％，連携型の 32.0％であった．一般病院は 76.1％の算定であったが精神科病院および

診療所の算定は少なかった． 

表 135 類型別 認知症ケア加算 1 または 2 または 3 のいずれかの算定の有無 

表 136 医療機関種別 認知症ケア加算 1 または 2 または 3 のいずれかの算定の有無 

 

あり なし 合計
101 124 225

44.9% 55.1% 100.0%
97 134 231

42.0% 58.0% 100.0%
6 32 38

15.8% 84.2% 100.0%
204 290 494

41.3% 58.7% 100.0%

認知症専⾨診断管理料2　算定の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 101 23.4 50.0 8 0 409
精神科病院 95 26.1 38.1 11 0 206
診療所 6 9.0 10.1 4 1 22
合計 202 24.3 44.0 10 0 409

認知症専⾨診断管理料2　算定件数(年間)

医療機関
種別

算定あり 算定なし 合計
9 7 16

56.3% 43.8% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
147 225 372

39.5% 60.5% 100.0%
31 66 97

32.0% 68.0% 100.0%
189 300 489

38.7% 61.3% 100.0%

認知症ケア加算　1または2または3　いずれか

合計

類型

基幹型Ⅱ

地域型

連携型

基幹型Ⅰ

算定あり 算定なし 合計
172 54 226

76.1% 23.9% 100.0%
15 211 226

6.6% 93.4% 100.0%
2 35 37

5.4% 94.6% 100.0%
189 300 489

38.7% 61.3% 100.0%

認知症ケア加算　1または2または3　いずれか

医療機関
種別

合計

⼀般病院

精神科病院

診療所
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5) 認知症ケア加算 1：類型別の認知症ケア加算 1 算定の有無（表 137），年間算定件数（表

138）および医療機関種別の認知症ケア加算 1 算定の有無（表 139），年間算定件数（表 140）

を示す．空欄であった 11 件は欠損としたが，認知症ケア加算 1 の算定の有無について確認

していない，あるいは算定していない可能性がある．算定が有で算定件数が 0 件または空

欄であった 2 件は年間算定件数の集計に含めた．基幹型Ⅰの 62.5％，基幹型Ⅱの 50.0％，

地域型の 75.2％，連携型の 89.7%が算定しておらず，算定している医療機関でも算定件数

にはそれぞれに大きな差があった．また，医療機関種別では，一般病院の 53.8％，精神科病

院の 97.3%，診療所の 100％が算定しておらず，算定している医療機関でもそれぞれ大きな

差があった． 
表 137 類型別 認知症ケア加算 1 算定の有無 

表 138 類型別 認知症ケア加算 1 年間算定件数 

表 139 医療機関種別 認知症ケア加算 1 算定の有無 

表 140 医療機関種別 認知症ケア加算 1 年間算定件数 

あり なし 合計
6 10 16

37.5% 62.5% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
92 279 371

24.8% 75.2% 100.0%
10 87 97

10.3% 89.7% 100.0%
110 378 488

22.5% 77.5% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

認知症ケア加算1　算定の有無

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 6 2348.3 1146.1 2321 596 3905
基幹型Ⅱ 2 3931.5 357.1 3932 3679 4184
地域型 92 7866.8 8701.5 5780 0 58267
連携型 10 11590.2 12444.4 6768 99 35413
合計 110 7832.7 8904.6 5162 0 58267

認知症ケア加算1　算定件数(年間)

類型

あり なし 合計
104 121 225

46.2% 53.8% 100.0%
6 220 226

2.7% 97.3% 100.0%
0 37 37

0.0% 100.0% 100.0%
110 378 488

22.5% 77.5% 100.0%

認知症ケア加算1　算定の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 104 8056.4 9061.7 5162 0 58267
精神科病院 6 3954.5 4232.7 3722 0 8687
診療所 0
合計 110 7832.7 8904.6 5162 0 58267

認知症ケア加算1　算定件数(年間)

医療機関
種別
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6）認知症ケア加算 2：類型別の認知症ケア加算 2 算定の有無（表 141），年間算定件数（表

142）および医療機関種別の認知症ケア加算 2 算定の有無（表 143），年間算定件数（表 144）

を示す．空欄であった 11 件は欠損としたが，認知症ケア加算 2 の算定の有無について確認

していない，あるいは算定していない可能性がある．また算定が有であっても件数が 0 件

または空欄の報告 3 件は年間算定件数の集計に含めた．基幹型Ⅰの 86.7％，基幹型Ⅱの

100％，地域型の 87.9％，連携型の 87.6%が算定しておらず，算定している医療機関でも算

定件数にはそれぞれに大きな差があった．また，医療機関種別では，一般病院の 76.4％，精

神科病院の 97.3％，診療所の 100％が算定しておらず，算定している医療機関でもそれぞ

れ大きな差があった．

表 141 類型別 認知症ケア加算 2 算定の有無 

 

表 142 類型別 認知症ケア加算 2 年間算定数

表 143 医療機関種別 認知症ケア加算 2 算定の有無 

 

あり なし 合計
2 13 15

13.3% 86.7% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
45 327 372

12.1% 87.9% 100.0%
12 85 97

12.4% 87.6% 100.0%
59 429 488

12.1% 87.9% 100.0%

認知症ケア加算2　算定の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 2 32798.0 41362.9 32798 3550 62046
基幹型Ⅱ 0
地域型 45 11471.4 13801.5 6880 0 72211
連携型 12 6206.5 6619.5 3762 69 19498
合計 59 11123.5 14269.1 6070 0 72211

認知症ケア加算2　算定件数(年間)

類型

あり なし 合計
53 172 225

23.6% 76.4% 100.0%
6 220 226

2.7% 97.3% 100.0%
0 37 37

0.0% 100.0% 100.0%
59 429 488

12.1% 87.9% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

認知症ケア加算2　算定の有無
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表 144 医療機関種別 認知症ケア加算 2 年間算定数 

7）認知症ケア加算 3：類型別の認知症ケア加算 3 算定の有無（表 145），年間算定件数（表

146）および医療機関種別の認知症ケア加算 3 算定の有無（表 147），年間算定件数（表 148）

を示す．空欄であった 16 件は欠損としたが，認知症ケア加算 3 の算定の有無について確認

していない，あるいは算定していない可能性がある．また算定が有で年間算定件数が 0 件

または空欄の報告 5 件は年間算定件数の集計に含めた．基幹型Ⅰの 6.7％，地域型の 6.3％，

連携型の 14.4%が算定しており基幹型Ⅱでは算定していなかった．また算定件数にはそれ

ぞれに大きな差があった．また，医療機関種別では，一般病院の 12.9％，精神科病院の 3.2％，

診療所は 5.4%が算定しており，診療所の算定件数の増加，医療機関ごとの大きな差があっ

た．

 表 145 類型別 認知症ケア加算 3 算定の有無 

表 146 類型別 認知症ケア加算 3 年間算定数

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 53 12004.0 14764.8 6153 0 72211
精神科病院 6 3345.5 3717.6 2794 0 7588
診療所 0
合計 59 11123.5 14269.1 6070 0 72211

認知症ケア加算2　算定件数(年間)

医療機関
種別

あり なし 合計
1 14 15

6.7% 93.3% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
23 344 367

6.3% 93.7% 100.0%
14 83 97

14.4% 85.6% 100.0%
38 445 483

7.9% 92.1% 100.0%

認知症ケア加算3　算定の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

基幹型Ⅱ

連携型

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 1 1445.0 1445 1445 1445
基幹型Ⅱ 0
地域型 23 10975.3 13905.3 5269 0 48798
連携型 14 6719.4 9717.0 3846 0 35453
合計 38 9156.5 12411.9 4203 0 48798

認知症ケア加算3　算定件数(年間)

類型
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表 147 医療機関種別 認知症ケア加算 3 算定の有無 

表 148 医療機関種別 認知症ケア加算 3 年間算定数 

Ⅱ-7. 認知症疾患医療センターへの受診の経緯 

 認知症疾患医療センターへの受診の経緯について，それぞれの経緯について類型別およ

び医療機関種別に示す．

1）地域包括支援センターからの受診（表 149，150，図 72）

地域包括支援センターからの受診は，中央値では地域型および精神科病院で多かった．ま

た数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり，集計に含まれていること

に留意が必要である．最小値は 0 件/年，最大値は 389 件/年と開きがあった． 

表 149 類型別 地域包括支援センターからの受診 

表 150 医療機関種別 地域包括支援センターからの受診 

あり なし 合計
29 195 224

12.9% 87.1% 100.0%
7 215 222

3.2% 96.8% 100.0%
2 35 37

5.4% 94.6% 100.0%
38 445 483

7.9% 92.1% 100.0%

認知症ケア加算3　算定の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 29 11024.4 13551.8 5269 0 48798
精神科病院 7 4034.3 4188.4 3393 0 10616
診療所 2 0.0 0 0 0 0
合計 38 9156.5 12411.9 4203 0 48798

認知症ケア加算3　算定件数(年間)

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.1 5.3 0 0 21
基幹型Ⅱ 4 1.5 1.9 1 0 4
地域型 380 21.7 34.7 12 0 389
連携型 99 9.7 12.5 5 0 60
合計 499 18.5 31.3 9 0 389

受診の経緯　地域包括⽀援センターから

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 14.1 34.3 4 0 389
精神科病院 233 23.6 29.6 13 0 230
診療所 39 14.3 15.7 9 0 60
合計 499 18.5 31.3 9 0 389

受診の経緯　地域包括⽀援センターから

医療機関
種別
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図 72 地域包括支援センターからの受診（再掲，左：類型別，右：医療機関種別） 

2）医療機関（かかりつけ医等）から（表 151，152，図 73）

医療機関（かかりつけ医等）からの受診は，中央値では基幹型および一般病院で多かった．

数値入力欄の空欄は集計データ上「0」となり，集計に含まれることに留意が必要である．

最小値は 0 件/年，最大値は 1443 件/年と大きな開きがあった． 

表 151 類型別 医療機関（かかりつけ医等）からの受診 

表 152 医療機関種別 医療機関（かかりつけ医等）からの受診 

図 73 医療機関（かかりつけ医等）からの受診（再掲，左：類型別，右：医療機関種別） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 150.9 89.4 136 54 377
基幹型Ⅱ 4 175.5 140.1 192 23 295
地域型 380 172.7 187.9 121 0 1443
連携型 99 66.7 80.9 45 0 459
合計 499 151.0 174.1 102 0 1443

受診の経緯　医療機関（かかりつけ医等）から

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 179.1 194.6 128 0 1443
精神科病院 233 138.9 158.5 96 0 1435
診療所 39 59.7 65.7 44 0 333
合計 499 151.0 174.1 102 0 1443

受診の経緯　医療機関（かかりつけ医等）から

医療機関
種別
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3）居宅介護支援事業所・介護サービス事業所から（表 153，154，図 74）

居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの受診は，中央値では地域型および精神科

病院で多かった．また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に

含まれていることに留意が必要である．最小値は 0 件/年，最大値は 529 件/年と大きな開き

があった．

表 153 類型別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの受診 

表 154 医療機関種別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの受診 

図 74 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所からの受診（再掲，左：類型別，右：医療機関種別） 

4）行政機関から（表 155，156，図 75）

行政機関からの受診は，中央値では地域型および精神科病院で多かった．また数値入力

欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に含まれていることに留意が必要

である．最小値は 0 件/年，最大値は 253 件/年であった． 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 2.3 4.8 0 0 14
基幹型Ⅱ 4 0.8 1.0 1 0 2
地域型 380 38.8 57.3 18 0 529
連携型 99 14.8 24.6 6 0 153
合計 499 32.6 52.5 12 0 529

受診の経緯　居宅介護⽀援事業所・介護サービス事業所から

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 18.3 40.1 4 0 322
精神科病院 233 49.1 60.9 31 0 529
診療所 39 17.3 27.9 8 0 153
合計 499 32.6 52.5 12 0 529

受診の経緯　居宅介護⽀援事業所・介護サービス事業所から

医療機関
種別
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表 155 類型別 行政機関からの受診 

表 156 医療機関種別 行政機関からの受診 

図 75 行政機関からの受診（再掲，左：類型別，右：医療機関種別） 

5）その他（表 157，158，図 76）

その他からの受診は，中央値では地域型および精神科病院で多かった．また数値入力欄が

空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に含まれていることに留意が必要であ

る．最小値は 0 件/年，最大値は 833 件/年と大きな開きがあった． 

表 157 類型別 その他からの受診 

表 158 医療機関種別 その他からの受診 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.6 3.2 0 0 12
基幹型Ⅱ 4 5.3 9.8 1 0 20
地域型 380 8.5 18.4 3 0 253
連携型 99 3.0 4.5 1 0 29
合計 499 7.2 16.4 2 0 253

受診の経緯　⾏政機関から

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 6.3 12.8 1 0 115
精神科病院 233 8.6 20.2 3 0 253
診療所 39 3.7 5.6 2 0 29
合計 499 7.2 16.4 2 0 253

受診の経緯　⾏政機関から

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 27.1 79.6 1 0 323
基幹型Ⅱ 4 47.8 51.7 37 0 118
地域型 380 36.5 91.7 4 0 833
連携型 99 18.8 41.9 2 0 246
合計 499 32.8 83.7 4 0 833

受診の経緯　その他

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 227 32.1 92.6 3 0 833
精神科病院 233 35.9 78.6 6 0 667
診療所 39 18.9 53.7 1 0 246
合計 499 32.8 83.7 4 0 833

受診の経緯　その他

医療機関
種別
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図 76 その他からの受診（再掲） 

Ⅱ-8. 認知症疾患医療センター受診後の情報提供 

 認知症疾患医療センター受診後の情報提供について，それぞれの情報提供先について類

型別および医療機関種別に示す．

1）地域包括支援センターへの情報提供（表 159，160，図 77）

地域包括支援センターへの情報提供は，中央値では地域型および精神科病院で多かっ

た．数値入力欄に文字入力「不詳」とあった 1 件は欠損値としたが，経緯別の集計が困難な

状況であった可能性がある．また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」と

なり集計に含まれていることに留意が必要である．最小値は 0 件/年，最大値は 635 件/年と

大きな開きがあった．

表 159 類型別 地域包括支援センターへの情報提供 

表 160 医療機関種別 地域包括支援センターへの情報提供 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 15 56.0 114.7 8 0 392
基幹型Ⅱ 4 10.0 12.2 8 0 25
地域型 380 30.7 59.5 13 0 635
連携型 99 18.1 41.6 6 0 352
合計 498 28.8 58.9 11 0 635

受診後の情報提供　地域包括⽀援センターへ

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 226 30.6 73.0 7 0 635
精神科病院 233 27.9 45.6 13 0 450
診療所 39 23.6 32.3 11 0 140
合計 498 28.8 58.9 11 0 635

受診後の情報提供　地域包括⽀援センターへ

医療機関
種別
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図 77 地域包括支援センターへの情報提供（再掲） 

2）医療機関（かかりつけ医等）への情報提供（表 161，162，図 78）

医療機関（かかりつけ医等）への情報提供は，中央値で地域型および一般病院で多かった．

数値入力欄に文字入力「不詳」のあった 1 件は欠損値としたが，経緯別の集計が困難な状況

であった可能性がある．また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり

集計に含まれていることに留意が必要である．昨年度と比較して，合計の平均値で約 4 件

増加していたが，最小値は 0 件/年，最大値は 1474 件/年と大きな開きがあった．  

表 161 類型別 医療機関（かかりつけ医等）への情報提供 

表 162 医療機関種別 医療機関（かかりつけ医等）への情報提供 

図 78 医療機関（かかりつけ医等）への情報提供（再掲） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 15 222.4 288.7 123 8 1211
基幹型Ⅱ 4 196.8 187.1 183 23 399
地域型 380 172.9 185.1 118 0 1474
連携型 99 77.0 98.6 41 0 549
合計 498 155.6 179.5 99 0 1474

受診後の情報提供　医療機関（かかりつけ医等）へ

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 226 180.0 188.2 117 0 1211
精神科病院 233 144.7 176.9 92 0 1474
診療所 39 78.9 100.8 40 2 549
合計 498 155.6 179.5 99 0 1474

受診後の情報提供　医療機関（かかりつけ医等）へ

医療機関
種別
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3）居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供（表 163，164，図 79）

居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供は，中央値で地域型および精神科

病院で特に多かった．数値入力欄に文字入力「不詳」のあった 1 件は欠損値としたが，経緯

別の集計が困難な状況であった可能性がある．また数値入力欄が空欄であったケースは集

計データ上「0」となり集計に含まれていることに留意が必要である．最小値は 0 件/年，最

大値は 955 件/年と大きな開きがあった．昨年度と比較して，合計の平均値で約 2 件増加し

た．

表 163 類型別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供 

表 164 医療機関種別 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供 

図 79 居宅介護支援事業所・介護サービス事業所への情報提供（再掲） 

4）行政機関への情報提供（表 165，166，図 80）

行政機関への情報提供は，中央値で基幹型，地域型および精神科病院で多かった．数値入

力欄に文字入力「不詳」のあった 1 件は欠損値としたが，経緯別の集計が困難な状況であっ

た可能性がある．また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に

含まれていることに留意が必要である．最小値は 0 件/年，最大値は 188 件/年であった． 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 15 80.4 161.7 6 0 490
基幹型Ⅱ 4 4.3 7.2 1 0 15
地域型 380 50.7 100.7 18 0 955
連携型 99 26.6 42.9 8 0 199
合計 498 46.4 94.7 15 0 955

類型

受診後の情報提供　居宅介護⽀援事業所・介護サービス事業所へ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 226 40.4 108.6 6 0 955
精神科病院 233 54.0 85.3 28 0 659
診療所 39 35.7 49.4 11 0 167
合計 498 46.4 94.7 15 0 955

受診後の情報提供　居宅介護⽀援事業所・介護サービス事業所へ

医療機関
種別
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表 165 類型別 行政機関への情報提供 

表 166 医療機関種別 行政機関への情報提供 

図 80 行政機関への情報提供（再掲） 

5）その他への情報提供（表 167，168，図 81）

その他への情報提供は，中央値で基幹型および診療所で多かった．数値入力欄に文字入力

「不詳」のあった 1 件は欠損値としたが，経緯別の集計が困難な状況であった可能性があ

る．また数値入力欄が空欄であったケースは集計データ上「0」となり集計に含まれている

ことに留意が必要である．最小値は 0 件/年，最大値は 1563 件/年と大きな開きがあった．

昨年度と比較して，合計の平均値で約 10 件減少した． 

表 167 類型別 その他への情報提供 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 15 17.9 32.8 3 0 113
基幹型Ⅱ 4 4.5 7.1 2 0 15
地域型 380 8.9 20.7 2 0 188
連携型 99 6.9 17.0 1 0 126
合計 498 8.8 20.4 2 0 188

類型

受診後の情報提供　⾏政機関へ

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 226 8.4 18.6 1 0 126
精神科病院 233 9.2 22.9 3 0 188
診療所 39 8.1 13.8 1 0 60
合計 498 8.8 20.4 2 0 188

受診後の情報提供　⾏政機関へ

医療機関
種別

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 15 58.6 160.7 4 0 621
基幹型Ⅱ 4 42.8 75.1 8 0 155
地域型 380 34.7 134.3 2 0 1563
連携型 99 17.6 43.6 0 0 313
合計 498 32.1 122.3 1 0 1563

受診後の情報提供　その他

類型
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表 168 医療機関種別 その他への情報提供 

図 81 その他への情報提供（再掲） 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 226 31.4 121.6 1 0 1269
精神科病院 233 34.3 130.9 2 0 1563
診療所 39 22.8 57.2 0 0 313
合計 498 32.1 122.3 1 0 1563

受診後の情報提供　その他

医療機関
種別
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Ⅲ．身体合併症に対する救急医療機関としての要件と機能

Ⅲ-1．指定状況 
 
1) 救急医療機関の指定：救急医療機関の指定の有無について類型別（表 169），および医療

機関種別（表 170）に示す．空欄であった 4 件は欠損としたが，救急医療機関の指定を確認

していないか，あるいは指定されていない可能性がある．基幹型Ⅰ，基幹型Ⅱの 100％，一

般病院の 68.1％が指定されていたが，地域型の 67.6％，連携型の 73.5%，精神科病院の

94.4％，診療所の 97.4％は指定されていなかった．昨年度と比較して，合計での指定あり割

合は 1.1 ポイント減少した．
 

表 169 類型別 救急医療機関の指定の有無 

表 170 医療機関種別 救急医療機関の指定の有無 

2) 高度救命救急センターまたは救命救急センターの指定：高度救命救急センターまたは救

命救急センターの指定の有無について類型別（表 171），および医療機関種別（表 172）に

示す．空欄であった 3 件は欠損としたが，高度救命救急センターまたは救命救急センター

の指定を確認していないか，指定されていない可能性がある．基幹型Ⅰの 68.8％，基幹型

Ⅱの 75.0％は指定されていたが，地域型の 87.8％，連携型の 98.0%，一般病院の 72.7％，

精神科病院と診療所の 100％が指定されていなかった．

あり なし 合計
16 0 16

100.0% 0.0% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
122 255 377

32.4% 67.6% 100.0%
26 72 98

26.5% 73.5% 100.0%
168 327 495

33.9% 66.1% 100.0%

基幹型Ⅱ

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

1救急医療機関の指定

あり なし 合計
154 72 226

68.1% 31.9% 100.0%
13 218 231

5.6% 94.4% 100.0%
1 37 38

2.6% 97.4% 100.0%
168 327 495

33.9% 66.1% 100.0%

1救急医療機関の指定

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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表 171 類型別 高度救命救急センターまたは救命救急センターの指定の有無 

表 172 医療機関種別 高度救命救急センターまたは救命救急センターの指定の有無 

Ⅲ-2．支援・院内調整 

1) 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援（相談,入院受け入れの調整,他院の

紹介など）の実施：類型別（表 173，図 82），および医療機関種別（表 174，図 83）に示す．

有無に関し，空欄であった 2 件は欠損としたが，実施状況を確認していないか，実施してい

ない可能性がある．全体の 81.3％が身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援

を行っていた．昨年度と比較して，合計での実施あり割合は 4.1 ポイント減少し，特に地域

型および連携型，診療所での減少があった

表 173 類型別 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援 

あり なし 合計
11 5 16

68.8% 31.3% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
46 332 378

12.2% 87.8% 100.0%
2 96 98

2.0% 98.0% 100.0%
62 434 496

12.5% 87.5% 100.0%

基幹型Ⅱ

2⾼度救命救急センターまたは救命救急センターの指定

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

あり なし 合計
62 165 227

27.3% 72.7% 100.0%
0 231 231

0.0% 100.0% 100.0%
0 38 38

0.0% 100.0% 100.0%
62 434 496

12.5% 87.5% 100.0%

2⾼度救命救急センターまたは救命救急センターの指定

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

あり なし 合計
16 0 16

100.0% 0.0% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
312 66 378

82.5% 17.5% 100.0%
72 27 99

72.7% 27.3% 100.0%
404 93 497

81.3% 18.7% 100.0%

基幹型Ⅱ

⾝体合併症のある認知症患者に対する救急医療の⽀援（相談,⼊
院受け⼊れの調整,他院の紹介など）の実施

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計
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図 82 類型別 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援（再掲） 

表 174 医療機関別 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援 

図 83 医療機関別 身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援（再掲） 

2)一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実

施：類型別（表 175，図 84），および医療機関種別（表 176，図 85）に示す．空欄であった

6 件は欠損としたが，実施状況を確認していないか，実施していない可能性がある．基幹型

Ⅰの 100％，一般病院の 66.7％が一般病床に入院する認知症患者への精神科的ケースワー

クを実施していた．基幹型Ⅱの 50.0％，地域型の 60.5％，連携型の 80.6％，精神科病院の

86.1％，診療所の 92.1％が実施していなかったが，精神科や一般病床の有無の点で実施困

難であることも理由と考えられる．

あり なし 合計
206 21 227

90.7% 9.3% 100.0%
172 59 231

74.5% 25.5% 100.0%
26 13 39

66.7% 33.3% 100.0%
404 93 497

81.3% 18.7% 100.0%

診療所

合計

⾝体合併症のある認知症患者に対する救急医療の⽀援（相
談,⼊院受け⼊れの調整,他院の紹介など）の実施

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院
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表 175 類型別 一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施 

図 84 類型別 一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施（再掲） 

表 176 医療機関種別 一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施 

図 85 医療機関種別 一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施（再掲） 

あり なし 合計
16 0 16

100.0% 0.0% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
148 227 375

39.5% 60.5% 100.0%
19 79 98

19.4% 80.6% 100.0%
185 308 493

37.5% 62.5% 100.0%

基幹型Ⅱ

リエゾンチーム等による⼀般病床に⼊院する認知症患者への精神科的
ケースワークの実施

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

あり なし 合計
150 75 225

66.7% 33.3% 100.0%
32 198 230

13.9% 86.1% 100.0%
3 35 38

7.9% 92.1% 100.0%
185 308 493

37.5% 62.5% 100.0%

リエゾンチーム等による⼀般病床に⼊院する認知症患者への精
神科的ケースワークの実施

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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3) 認知症疾患医療センターとして，院内における全診療科を対象とした認知症に関する研

修会の実施：類型別（表 177，図 86），および医療機関種別（表 178，図 87）に示す．空欄

であった 5 件は欠損としたが，実施状況を確認していないか，実施していない可能性があ

る．全体の 61.1％が院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会を実施して

いたが，昨年度と比較して実施あり割合は 4.4 ポイント減少していた．医療機関種別では一

般病院の 75.2％，精神科病院の 50.4％，診療所の 42.1％が実施しており，認知症に関する

情報提供の必要な他科の存在の有無により，研修会の実施の有無が影響されていたかもし

れない．

表 177 類型別 認知症疾患医療センターとして，院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実施 

図 86 類型別 認知症疾患医療センターとして，院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実施（再掲） 

表 178 医療機関種別 認知症疾患医療センターとして,院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実施 

あり なし 合計
13 3 16

81.3% 18.8% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
236 140 376

62.8% 37.2% 100.0%
49 49 98

50.0% 50.0% 100.0%
302 192 494

61.1% 38.9% 100.0%

認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象とした
認知症に関する研修会の実施

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
170 56 226

75.2% 24.8% 100.0%
116 114 230

50.4% 49.6% 100.0%
16 22 38

42.1% 57.9% 100.0%
302 192 494

61.1% 38.9% 100.0%

認知症疾患医療センターとして、院内における全診療科を対象と
した認知症に関する研修会の実施

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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図 87 医療機関種別 認知症疾患医療センターとして，院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実施

（再掲） 

4) 休日,夜間における身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応

するための空床の確保：類型別（表 179，図 88），および医療機関種別（表 180，図 89）に

示す．空欄であった 7 件は欠損としたが，実施状況を確認していないか，実施していない可

能性がある．基幹型Ⅰでは 100％が身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性

期患者に対応するための空床を確保していた．一方で基幹型Ⅱの 25.0％，地域型の 38.8％，

連携型の 23.5％も同様の空床を確保していた．医療機関種別では一般病院の 59.8％，精神

科病院の 59.1％，診療所の 97.4％は確保していなかった．昨年度と比較して，合計の空床

あり割合は 3.3 ポイント減少した．

表 179 類型別 休日,夜間の身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者対応する空床確保 

図 88 類型別 休日,夜間の身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応する空床確保（再掲）  

あり なし 合計
16 0 16

100.0% 0.0% 100.0%
1 3 4

25.0% 75.0% 100.0%
145 229 374

38.8% 61.2% 100.0%
23 75 98

23.5% 76.5% 100.0%
185 307 492

37.6% 62.4% 100.0%

休⽇,夜間における⾝体合併症や重篤な⾏動・⼼理症状を有する救
急・急性期患者に対応するための空床の確保

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ
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表 180 医療機関種別 休日,夜間の身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応する空床確保 

図 89 医療機関種別 休日,夜間の身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応する空床確保

（再掲）

※確保している空床数の項目は，令和 4 年度実績報告書より削除された．

あり なし 合計
90 134 224

40.2% 59.8% 100.0%
94 136 230

40.9% 59.1% 100.0%
1 37 38

2.6% 97.4% 100.0%
185 307 492

37.6% 62.4% 100.0%
合計

休⽇,夜間における⾝体合併症や重篤な⾏動・⼼理症状を有す
る救急・急性期患者に対応するための空床の確保

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所
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Ⅳ．地域連携推進機関としての要件と機能

Ⅳ-1．認知症疾患医療センター地域連携会議 
 
1) 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態：開催形態を類型別（表 181，図 90），

および医療機関種別（表 182，図 91）に示す．空欄であった 7 件は欠損としたが，認知症

疾患医療センター地域連携会議の開催形態について確認していないか，開催自体が不明で

ある可能性がある．全体の 61.0％が自院で主催であった一方，全体の 16.7％は自治体の会

議を活用しており，連携型の 41.7％，診療所の 44.7％は地域内の基幹型・地域型と連携し

て開催していた．昨年度と比較して，自治体の会議の活用は合計 2.9 ポイント増加した．  
 

表 181 類型別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態 

図 90 類型別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態（再掲） 

表 182 医療機関種別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態 

主催 ⾃治体の会議の活⽤ 基幹型・地域型と連携 合計

12 3 1 16
75.0% 18.8% 6.3% 100.0%

3 1 0 4
75.0% 25.0% 0.0% 100.0%

248 59 69 376
66.0% 15.7% 18.4% 100.0%

37 19 40 96
38.5% 19.8% 41.7% 100.0%

300 82 110 492
61.0% 16.7% 22.4% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

認知症疾患医療センター地域連携会議の開催　開催の形態

主催 ⾃治体の会議の活⽤ 基幹型・地域型と連携 合計

141 33 50 224
62.9% 14.7% 22.3% 100.0%

147 40 43 230
63.9% 17.4% 18.7% 100.0%

12 9 17 38
31.6% 23.7% 44.7% 100.0%

300 82 110 492
61.0% 16.7% 22.4% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

認知症疾患医療センター地域連携会議の開催　開催の形態
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図 91 医療機関種別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催形態（再掲） 

2) 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数：開催回数を類型別（表 183，図 90），

および医療機関種別（表 184，図 91）に示す．数値入力欄に文字入力のあった 7 件は欠損

としたが，開催回数を確認していないか，開催していない可能性がある．開催回数の数値入

力欄が 0 または空欄であったケースは集計データ上すべて「0 回」として集計に含まれてい

ることに留意が必要である．中央値では，基幹型Ⅱが 3 回，診療所が 2 回の開催であった

が，それ以外では 1 回/年の開催であった．全体での平均の開催回数は，昨年度と不変であ

った．

表 183 類型別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数 

図 90 類型別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数 

表 184 医療機関種別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 1.4 0.6 1 1 3
基幹型Ⅱ 4 3.5 1.9 3 2 6
地域型 376 1.8 1.5 1 0 16
連携型 96 1.6 1.0 1 0 4
合計 492 1.7 1.4 1 0 16

認知症疾患医療センター地域連携会議の開催　開催回数

類型

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 224 1.7 1.4 1 0 12
精神科病院 230 1.8 1.5 1 0 16
診療所 38 1.7 0.9 2 0 4
合計 492 1.7 1.4 1 0 16

認知症疾患医療センター地域連携会議の開催　開催回数

医療機関
種別
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図 91 医療機関種別 認知症疾患医療センター地域連携会議の開催回数 

Ⅳ-2．研修会開催 
 
1) 医療従事者対象：医療従事者対象の研修会について類型別の開催の有無（表 185，図 92）

と開催回数（表 186，図 93），および医療機関種別の開催の有無（表 187，図 94）と開催回

数（表 188，図 95）を示す．開催有にもかかわらず回数について数値入力欄に文字入力「随

時」と記載のあった 1 件は回数の集計では欠損としたが，開催回数について確認していな

いか，あるいは不明である可能性がある．また開催有で回数が 0 または空欄の報告が 5 件

あり，開催実態は不明であるもののすべて集計データ上「0 回」として集計されたことに留

意が必要である．全体で 79.8％が開催しており，昨年度と比較して割合としては微減した．

回数の中央値では基幹型Ⅰが 3 回/年であったが，それ以外は 1～2 回/年の開催であった．

最大実施回数は 24 回/年であり，全体の平均回数では昨年度と不変であった．
 

表 185 類型別 医療従事者対象の研修会の開催の有無 

図 92 類型別 医療従事者対象の研修会の開催の有無（再掲）

あり なし 合計
16 0 16

100.0% 0.0% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
310 70 380

81.6% 18.4% 100.0%
68 31 99

68.7% 31.3% 100.0%
398 101 499

79.8% 20.2% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

研修会の開催　医療従事者対象　開催の有無

基幹型Ⅱ

－126－



表 186 類型別 医療従事者対象の研修会の開催回数 

図 93 類型別 医療従事者対象の研修会の開催回数 

表 187 医療機関種別 医療従事者対象の研修会の開催の有無 

図 94 医療機関種別 医療従事者対象の研修会の開催の有無（再掲） 

表 188 医療機関種別 医療従事者対象の研修会の開催回数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 16 4.8 4.4 3 0 14
基幹型Ⅱ 4 1.3 0.5 1 1 2
地域型 309 2.4 2.5 2 0 24
連携型 68 1.9 2.0 1 0 12
合計 397 2.4 2.6 2 0 24

研修会の開催　医療従事者対象　開催回数

類型

あり なし 合計
193 34 227

85.0% 15.0% 100.0%
181 52 233

77.7% 22.3% 100.0%
24 15 39

61.5% 38.5% 100.0%
398 101 499

79.8% 20.2% 100.0%

研修会の開催　医療従事者対象　開催の有無

精神科病院

診療所

合計

医療機関
種別

⼀般病院

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 193 2.6 3.0 2 0 24
精神科病院 180 2.1 1.8 2 0 18
診療所 24 2.9 3.0 2 1 12
合計 397 2.4 2.6 2 0 24

研修会の開催　医療従事者対象　開催回数

医療機関
種別

－127－



図 95 医療機関種別 医療従事者対象の研修会の開催回数 

2) 医療従事者対象のうち，かかりつけ医対象：医療従事者対象の研修会のうち，かかりつ

け医対象のものについて類型別の開催の有無（表 189，図 96）と開催回数（表 190，図 97），

および医療機関種別の開催の有無（表 191，図 98）と開催回数（表 192，図 99）を示す．

開催有にもかかわらず回数が 0 または空欄の報告が 7 件あり，開催実態が不明であるもの

の，集計データ上「0 回」として集計されたことに留意が必要である．全体で 59.9％が開催

しており，回数は全体の中央値として 1 回/年開催，最大実施回数は 11 回/年であった．昨

年度と比較して，合計の開催あり割合は不変であったものの診療所の開催あり割合は 6.6 ポ

イント減少していた．

表 189 類型別 かかりつけ医対象研修会の開催の有無 

図 96 類型別 かかりつけ医対象研修会の開催の有無（再掲） 

あり なし 合計
13 3 16

81.3% 18.8% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
234 146 380

61.6% 38.4% 100.0%
48 51 99

48.5% 51.5% 100.0%
299 200 499

59.9% 40.1% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

研修会の開催　(うちかかりつけ医対象)　開催の有無

基幹型Ⅱ
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表 190 類型別 かかりつけ医対象研修会の開催回数 

図 97 類型別 かかりつけ医対象研修会の開催回数 

表 191 医療機関種別 かかりつけ医対象研修会の開催の有無 

図 98 医療機関種別 かかりつけ医対象研修会の開催の有無（再掲） 

表 192 医療機関種別 かかりつけ医対象研修会の開催回数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 13 3.5 3.4 2 0 11
基幹型Ⅱ 4 1.3 0.5 1 1 2
地域型 234 1.7 1.3 1 0 10
連携型 48 1.7 1.7 1 0 11
合計 299 1.8 1.5 1 0 11

研修会の開催　(うちかかりつけ医対象)　開催回数

類型

あり なし 合計
141 86 227

62.1% 37.9% 100.0%
139 94 233

59.7% 40.3% 100.0%
19 20 39

48.7% 51.3% 100.0%
299 200 499

59.9% 40.1% 100.0%

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

研修会の開催　(うちかかりつけ医対象)　開催の有無

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 141 1.9 1.8 1 0 11
精神科病院 139 1.6 1.0 1 0 5
診療所 19 2.4 2.5 1 1 11
合計 299 1.8 1.5 1 0 11

医療機関
種別

研修会の開催　(うちかかりつけ医対象)　開催回数
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図 99 医療機関種別 かかりつけ医対象研修会の開催回数 

3) 地域包括支援センター職員等対象：地域包括支援センター職員等を対象とした研修会に

ついて類型別の開催の有無（表 193，図 100）と開催回数（表 194，図 101），および医療機

関種別の開催の有無（表 195，図 102）と開催回数（表 196，図 103）を示す．開催有にも

かかわらず回数が 0 または空欄の報告が 7 件あり，開催実態不明であるものの，集計デー

タ上「0 回」として集計されていることに留意が必要である．全体で 71.5％が開催しており

昨年度と比較して 2.9 ポイント増加した．回数の中央値では基幹型Ⅰは 3 回/年，診療所が

2 回/年，その他は 1 回/年の開催で，最大実施回数は 40 回/年であった．昨年度と比較して

全体の開催あり割合は 2.9 ポイント増加し，平均実施回数は 0.1 回増加した．
 

表 193 類型別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催の有無 

図 100 類型別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催の有無（再掲） 

あり なし 合計
12 4 16

75.0% 25.0% 100.0%
3 1 4

75.0% 25.0% 100.0%
277 103 380

72.9% 27.1% 100.0%
65 34 99

65.7% 34.3% 100.0%
357 142 499

71.5% 28.5% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

研修会の開催　地域包括⽀援センター職員等対象　開催の有無

基幹型Ⅱ

－130－



表 194 類型別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催回数 

図 101 類型別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催回数 

表 195 医療機関種別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催の有無 

図 102 医療機関種別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催の有無（再掲） 

表 196 医療機関種別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催回数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 12 4.8 4.6 3 0 14
基幹型Ⅱ 3 1.3 0.6 1 1 2
地域型 277 2.5 3.8 1 0 40
連携型 65 2.2 2.9 1 0 17
合計 357 2.5 3.7 1 0 40

研修会の開催　地域包括⽀援センター職員等対象　開催回数

類型

あり なし 合計
168 59 227

74.0% 26.0% 100.0%
163 70 233

70.0% 30.0% 100.0%
26 13 39

66.7% 33.3% 100.0%
357 142 499

71.5% 28.5% 100.0%

研修会の開催　地域包括⽀援センター職員等対象　開催の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 168 2.2 2.3 1 0 14
精神科病院 163 2.6 4.6 1 0 40
診療所 26 3.6 4.1 2 0 17
合計 357 2.5 3.7 1 0 40

医療機関
種別

研修会の開催　地域包括⽀援センター職員等対象　開催回数
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図 103 医療機関種別 地域包括支援センター職員等対象研修会の開催回数 

4) 家族・地域住民等対象：家族・地域住民等を対象とした研修会について類型別の開催の

有無（表 197，図 104）と開催回 数（表 198，図 105），および医療機関種別の開催の有無

（表 199，図 106）と開催回数（表 200，図 107）を示す．回数について数値入力欄に文字

入力「随時」と記載した 1 件は回数の集計では欠損としたが，開催回数について確認してい

ないか，あるいは不明である可能性がある．また開催有にもかかわらず回数が 0 または空

欄の報告が 9 件あり，開催実態不明であるものの，集計データ上「0 回」として集計されて

いることに留意が必要である．全体で 56.9％が開催しており（昨年度から 4.2 ポイント増

加），特に連携型は昨年度から 8.5 ポイント増加，診療所は 6.2 ポイント増加していた．回

数の中央値では多くは 1 回/年の開催，診療所で中央値が 3 回/年で，全体の最大実施回数は

41 回/年であった．
 

表 197 類型別 家族・地域住民対象研修会の開催の有無 

図 104 類型別 家族・地域住民対象研修会の開催の有無（再掲） 

あり なし 合計
8 8 16

50.0% 50.0% 100.0%
2 2 4

50.0% 50.0% 100.0%
220 160 380

57.9% 42.1% 100.0%
54 45 99

54.5% 45.5% 100.0%
284 215 499

56.9% 43.1% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

研修会の開催　家族・地域住⺠等対象　開催の有無

基幹型Ⅱ
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表 198 類型別 家族・地域住民対象研修会の開催回数 

図 105 類型別 家族・地域住民対象研修会の開催回数 

表 199 医療機関種別 家族・地域住民対象研修会の開催の有無 

図 106 医療機関種別 家族・地域住民対象研修会の開催の有無（再掲） 

表 200 医療機関種別 家族・地域住民対象研修会の開催回数 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 8 2.0 1.8 1 1 6
基幹型Ⅱ 2 1.0 0.0 1 1 1
地域型 219 3.5 6.0 1 0 41
連携型 54 3.3 3.8 1 0 15
合計 283 3.4 5.5 1 0 41

類型

研修会の開催　家族・地域住⺠等対象　開催回数

あり なし 合計
129 98 227

56.8% 43.2% 100.0%
129 104 233

55.4% 44.6% 100.0%
26 13 39

66.7% 33.3% 100.0%
284 215 499

56.9% 43.1% 100.0%

研修会の開催　家族・地域住⺠等対象　開催の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 129 3.7 6.8 1 0 41
精神科病院 128 2.8 4.0 1 0 26
診療所 26 5.0 4.6 3 1 15
合計 283 3.4 5.5 1 0 41

研修会の開催　家族・地域住⺠等対象　開催回数

医療機関
種別
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図 107 医療機関種別 家族・地域住民対象研修会の開催回数 

Ⅳ-3．情報発信・普及啓発 
 
1) 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無：地域への認知症医療に関する情報

発信の取組の有無について類型別（表 201，図 108），および医療機関種別（表 202，図 109）

に示す．全体で 95.0％が情報発信の取り組みを行っており，基幹型Ⅱでは 100％が取り組

みをしていた． 
表 201 類型別 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無 

図 108 類型別 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無（再掲） 

表 202 医療機関種別 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無 

あり なし 合計
14 2 16

87.5% 12.5% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
366 14 380

96.3% 3.7% 100.0%
90 9 99

90.9% 9.1% 100.0%
474 25 499

95.0% 5.0% 100.0%

地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無

基幹型Ⅱ

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

あり なし 合計
214 13 227

94.3% 5.7% 100.0%
223 10 233

95.7% 4.3% 100.0%
37 2 39

94.9% 5.1% 100.0%
474 25 499

95.0% 5.0% 100.0%

地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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図 109 医療機関種別 地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無（再掲） 

2) 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無：地域への認知症に関する理

解を促す普及啓発の取組の有無について類型別（表 203，図 110），および医療機関種別（表

204，図 111）に示す．全体で 87.0％が普及啓発の取り組みを行っていた． 
表 203 類型別 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無 

図 110 類型別 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無（再掲） 

表 204 医療機関種別 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無 

あり なし 合計
15 1 16

93.8% 6.3% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
336 44 380

88.4% 11.6% 100.0%
79 20 99

79.8% 20.2% 100.0%
434 65 499

87.0% 13.0% 100.0%

地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
202 25 227

89.0% 11.0% 100.0%
199 34 233

85.4% 14.6% 100.0%
33 6 39

84.6% 15.4% 100.0%
434 65 499

87.0% 13.0% 100.0%

地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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図 111 医療機関種別 地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無（再掲） 

3) 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無：他の主体の実施する研修会への

協力・講師派遣の有無について，類型別の有無（表 205，図 112）と回数（表 206，図 113）

および医療機関種別の有無（表 207，図 114）と回数（表 208，図 115）をそれぞれ示す．

有無の空欄はなかった．また研修会協力が「あり」であっても回数欄が 0 または空欄であっ

た 11 件は集計データ上「0 回」となるため，集計に含まれることに留意が必要である．全

体で 87.2％が協力・講師派遣を行っており（昨年度から 2.2 ポイント増加），回数の中央値

では基幹型ⅠおよびⅡが 7 回/年と多く，最大値は地域型の 71 回/年，全体で平均値 1.2 回

の増加であった． 
表 205 類型別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無 

図 112 類型別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無（再掲） 

あり なし 合計
15 1 16

93.8% 6.3% 100.0%
4 0 4

100.0% 0.0% 100.0%
340 40 380

89.5% 10.5% 100.0%
76 23 99

76.8% 23.2% 100.0%
435 64 499

87.2% 12.8% 100.0%

他の主体の実施する研修会への協⼒・講師派遣の有無

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

基幹型Ⅱ

－136－



表 206 類型別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の回数 

図 113 類型別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の回数 

表 207 医療機関種別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無 

図 114 医療機関種別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無（再掲） 

表 208 医療機関種別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の回数 

 

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
基幹型Ⅰ 15 10.1 8.7 7 1 29
基幹型Ⅱ 4 9.3 9.7 7 1 23
地域型 340 9.6 12.9 5 0 71
連携型 76 7.1 8.1 4 0 48
合計 435 9.2 12.0 5 0 71

実施回数(年間)

類型

あり なし 合計
194 33 227

85.5% 14.5% 100.0%
205 28 233

88.0% 12.0% 100.0%
36 3 39

92.3% 7.7% 100.0%
435 64 499

87.2% 12.8% 100.0%

他の主体の実施する研修会への協⼒・講師派遣の有無

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計

度数 平均値 標準偏差 中央値 最⼩値 最⼤値
⼀般病院 194 8.5 9.6 5 0 57
精神科病院 205 9.9 14.2 4 0 71
診療所 36 8.9 10.1 6 0 48
合計 435 9.2 12.0 5 0 71

実施回数(年間)

医療機関
種別
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図 115 医療機関種別 他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の回数 

Ⅳ-4．初期集中支援チームへの関与 

1) センター内に初期集中支援チームを設置(受託) ：初期集中支援チームへの関与について，

センター内に初期集中支援チームの設置(受託)について，類型別（表 209，図 116）および

医療機関種別（表 210，図 117）にそれぞれ示す．自院内に初期集中支援チームを設置して

いるのは類型別では地域型の 20.0％と連携型の 22.2％，医療機関種別では一般病院の

12.3％，精神科病院の 24.9％，診療所の 30.8％であり，昨年度と同様であった．

表 209 類型別 センター内に初期集中支援チームを設置(受託) 

図 116 類型別 センター内に初期集中支援チームを設置(受託)（再掲） 

表 210 医療機関種別 センター内に初期集中支援チームを設置(受託) 

あり なし 合計
0 16 16

0.0% 100.0% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
76 304 380

20.0% 80.0% 100.0%
22 77 99

22.2% 77.8% 100.0%
98 401 499

19.6% 80.4% 100.0%

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

初期集中⽀援チームへの関与　センター内にチームを設置(受託)

基幹型Ⅱ

あり なし 合計
28 199 227

12.3% 87.7% 100.0%
58 175 233

24.9% 75.1% 100.0%
12 27 39

30.8% 69.2% 100.0%
98 401 499

19.6% 80.4% 100.0%
合計

初期集中⽀援チームへの関与　センター内にチームを設置(受託)

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所
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図 117 医療機関種別 センター内に初期集中支援チームを設置(受託)（再掲） 

2) 初期集中支援チーム員として参加：初期集中支援チームへの関与について，初期集中支

援チーム員としての参加を，類型別（表 211，図 118）および医療機関種別（表 212，図 119）

にそれぞれ示す．類型別では基幹型Ⅰの 18.8％，地域型の 50.8％，連携型の 50.5％が，医

療機関種別では一般病院の 39.2％，精神科病院の 57.5％，診療所の 59.0％が初期集中支援

チーム員として参加していた． 昨年度と比較して，診療所の参加あり割合が 6.4 ポイント

増加していた． 

表 211 類型別 初期集中支援チーム員として参加 

図 118 類型別 初期集中支援チーム員として参加（再掲） 

表 212 医療機関種別 初期集中支援チーム員として参加 

あり なし 合計
3 13 16

18.8% 81.3% 100.0%
0 4 4

0.0% 100.0% 100.0%
193 187 380

50.8% 49.2% 100.0%
50 49 99

50.5% 49.5% 100.0%
246 253 499

49.3% 50.7% 100.0%

基幹型Ⅱ

初期集中⽀援チームへの関与　チーム員として参加

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

あり なし 合計
89 138 227

39.2% 60.8% 100.0%
134 99 233

57.5% 42.5% 100.0%
23 16 39

59.0% 41.0% 100.0%
246 253 499

49.3% 50.7% 100.0%

初期集中⽀援チームへの関与　チーム員として参加

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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図 119 医療機関種別 初期集中支援チーム員として参加（再掲）  

3) 初期集中支援チームへの後方支援：初期集中支援チームへの関与について，初期集中支

援チームへの後方支援を，類型別（表 213，図 120）および医療機関種別（表 214，図 121）

にそれぞれ示す．後方支援は類型では地域型に多く，医療機関種別では一般病院，精神科病

院に多かった．昨年度と比較して，合計の後方支援ありの割合は 0.9 ポイント増加してい

た． 

表 213 類型別 初期集中支援チームへの後方支援 

図 120 類型別 初期集中支援チームへの後方支援（再掲） 

表 214 医療機関種別 初期集中支援チームへの後方支援 

あり なし 合計
11 5 16

68.8% 31.3% 100.0%
1 3 4

25.0% 75.0% 100.0%
227 153 380

59.7% 40.3% 100.0%
49 50 99

49.5% 50.5% 100.0%
288 211 499

57.7% 42.3% 100.0%

基幹型Ⅱ

初期集中⽀援チームへの関与　後⽅⽀援

類型

基幹型Ⅰ

地域型

連携型

合計

あり なし 合計
132 95 227

58.1% 41.9% 100.0%
137 96 233

58.8% 41.2% 100.0%
19 20 39

48.7% 51.3% 100.0%
288 211 499

57.7% 42.3% 100.0%

初期集中⽀援チームへの関与　後⽅⽀援

医療機関
種別

⼀般病院

精神科病院

診療所

合計
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図 121 医療機関種別 初期集中支援チームへの後方支援（再掲） 

※医療サービス等提供状況，事業の着実な実施に向けた取組の推進機能の項目は，令和 4 年

度実績報告書から削除された．

【付表】診断後等支援機能の経時推移

診断後等支援機能に関する業務内容（Ⅱ-1-8））は，令和元年度実績報告書より報告され

ており，実施割合の経時推移について再検討した（付表 1~4，付図１～４）．令和 3 年度，

令和 4 年度実績報告書では Excel 書式による提出となり「空欄」は集計に含まれていなか

った．そのため本再検討では「空欄」を「×（実施なし）」と解釈し，全数を集計に含めて

実施割合を算出した．また図において基幹型Ⅰ・Ⅱは基幹型に含めて表記した．対象は，令

和元年度 457 件，令和 2 年度 478 件，令和 3 年度 488 件，令和 4 年度 499 件である．

特にピアサポート活動や交流会については，新型コロナウイルス感染症流行の影響がある

ものの，概ね増加傾向であった． 

付表 1 類型別 相談員による診断後の相談支援の経時推移 

付図 1 類型別 相談員による診断後の相談支援の経時推移（再掲）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

8 14 17 16
50.0% 82.4% 100.0% 100.0%

4
100.0%

176 284 363 372
47.8% 75.1% 94.5% 97.9%

27 49 83 95
37.0% 59.0% 95.4% 96.0%

211 347 463 487
46.2% 72.6% 94.9% 97.6%

基幹型Ⅱ

合計

相談員による診断後の相談⽀援

類型

基幹型

地域型

連携型

基幹型Ⅰ
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付表 2 医療機関種別 相談員による診断後の相談支援の経時推移 

付図 2 医療機関種別 相談員による診断後の相談支援の経時推移（再掲） 

付表 3 類型別 ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の経時推移 

付図 3 類型別 ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の経時推移（再掲） 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
99 170 222 224

51.3% 75.2% 96.1% 98.7%
95 151 206 227

41.9% 70.6% 94.1% 97.4%
17 26 35 36

45.9% 68.4% 92.1% 92.3%
211 347 463 487

46.2% 72.6% 94.9% 97.6%

診療所

⼀般病院

合計

精神科病院

相談員による診断後の相談⽀援

医療機関種別

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

3 1 5 4
18.8% 5.9% 29.4% 25.0%

1
25.0%

61 94 125 140
16.6% 24.9% 32.6% 36.8%

3 8 16 24
4.1% 9.6% 18.4% 24.2%

67 103 146 169
14.7% 21.5% 29.9% 33.9%

地域型

連携型

合計

基幹型
基幹型Ⅰ

基幹型Ⅱ

ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施

類型
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付表 4 医療機関種別 ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の経時推移 

付図 4 医療機関種別 ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の経時推移（再掲） 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
31 52 68 82

16.1% 23.0% 29.4% 36.1%
33 44 65 74

14.5% 20.6% 29.7% 31.8%
3 7 13 13

8.1% 18.4% 34.2% 33.3%
67 103 146 169

14.7% 21.5% 29.9% 33.9%

⼀般病院

ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施

医療機関種別
精神科病院

診療所

合計
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4．考察  

類型別，医療機関種別の検討によって全国の認知症疾患医療センターの事業実態が明ら

かになった．また令和 4 年度実績報告書からはいくつかの項目が削除され，実績報告書の

負担減が図られた．

全国の実績報告書の集計方法は令和 3 年度実績報告書から変更されており，Excel 上の

様式統合が可能な書式となっている．令和 3 年度同様，令和 4 年度実績報告書でもこの方

法で，国に提出された都道府県・指定都市単位のデータセットを統合して，全国集計データ

とした．しかしながらこの方法では，特に実績報告書上の鑑別診断件数や算定件数，相談等

実施件数にある数値入力欄における「空欄」が，自動的にデータセット上の「0」となる方

法であり，全国集計データ上で「0」と空欄の区別が困難になるため，全国集計結果におい

て欠損値と「0」が混同されている可能性がある．そのため，令和 2 年度実績報告書までは

集計の際に空欄は欠損値として母数に含めない方法がとられていたが，令和 3 年度実績報

告書以降は上記の理由で空欄も集計の母数に含まれている．したがって項目によっては平

均値や中央値が昨年度と比較して低値になっている可能性があることを勘案しながら結果

を読む必要がある．一方で，実績報告書の選択項目（「ある・ない」など）に関しては，実

績報告書の空欄はデータセット上では空欄として反映されるため，結果では欠損値として

扱った．付表とした診断後等支援機能の経時推移（付表 1～4）においては，空欄を「×（実

施なし）」と解釈し再集計したことに留意が必要である．

Ⅱ．専門医療機関及び診断後等支援機能としての要件と機能：Ⅱ-1-8）診断後等支援機能

に関して，本報告においては末尾に付表として 4 年間の経年変化を追記した．相談員によ

る診断後の相談支援は令和 4 年度実績報告書では空欄が 0 件であり，経時的にみると令和

元年度では 50％未満であった実施率が令和 4 年度では 97.6％までに達した．またピアカウ

ンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施は，令和 4 年度実績報告書でも空欄が

85 件あり，それらを実施なしと解釈すると，令和元年度では 14.7％であった実施率は令和

4 年度では 33.9％に達した．新型コロナウイルス感染拡大による集合型開催の実施困難な

時期を経て，特に病院内で個別に実施できる相談支援の実施率の増加がみられた．令和 3 年

度につづき令和 4 年度実績報告書でもコーラスグループなど集合型開催の活動も上がり，

新型コロナウイルス感染拡大の影響が緩和されていることが示唆された．

また，Ⅱ-2）検査体制に関して令和 4 年度実績報告書では，PET 検査と髄液検査が追加

された．認知症疾患医療センター運営事業の施設基準においては CT，MRI，SPECT 検査

など高額医療機器による検査は自施設で困難であっても他の医療機関との連携によって実

施することが求められていることが明記されているため，それら検査が自施設または連携

先で実施可能であるのは全体で 98％以上であった．一方で，今回追加した項目に関しては，

自施設または連携先で実施可能であるのは全体で PET 検査が 45.3％，髄液検査が 56.1％

であり，特に地域型，連携型，精神科病院，診療所で少なかった．
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同，Ⅱ-3-1）．相談方法に関して，令和 4 年度実績報告書から類型に追加された基幹型Ⅰ

とⅡの相違点が見られた．基幹型Ⅱでは面接相談が少なく，一方で訪問相談が基幹型Ⅰの 2

倍であった．基幹型Ⅰ・Ⅱいずれも少数であることから，単純な比較は困難である．Ⅱ-3-

2）．相談元に関しても，基幹型Ⅱはかかりつけ医からの相談以外の相談元からの相談件数が

基幹型Ⅰに比較して少ない傾向があった．全般的に相談元別相談件数は昨年度集計と大き

な変化はなかったことから，相談対応へのニーズは普遍的にあり，認知症疾患医療センター

における人的リソースの重要性が伺われた．

同，Ⅱ-4．鑑別診断件数に関して，実績報告書に報告される鑑別診断の項目全ての総数

は，全数で 134524 人，うち 65 歳未満で 12024 人であり（表 119），認知症関連疾患（MCI

～詳細不明の認知症）の総数は，全数で 103134 人，うち 65 歳未満の認知症関連疾患の鑑

別診断件数の総数は 2289 人であった（表 122）．認知症関連疾患の鑑別診断件数の全数は

令和 3 年度から 3000 人余り増加し，うち 65 歳未満は 200 人余り増加していた．令和 2 年

度実績報告書では新型コロナウイルス感染拡大防止のための受診控えが影響した可能性が

あったが，令和 3 年度以降では同影響は軽減された可能性がある．また 65 歳未満では，ア

ルツハイマー型認知症に加え物質・医薬品誘発性による認知症および詳細不明の認知症の

割合が増加していた．

同，Ⅱ-5．初診までの待機日数は 14 日未満であるのは全体で 46.2％であり，令和 3 年度

の 49.6％と比較すると 3.4 ポイント減少していた．全体的に初診までの待機日数はやや延

長しており，鑑別診断件数の結果を考慮に入れると受診患者数の増加が影響した可能性が

ある．

Ⅲ．身体合併症に対する救急医療機関としての要件と機能：Ⅲ-2-4．休日，夜間における

身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応するための空床の確保

について，認知症疾患医療センター運営事業の施設基準の中で基幹型Ⅱでは空床確保の要

件がないことから，基幹型ⅠとⅡの相違がみられた．

Ⅳ．地域連携推進機関としての要件と機能：Ⅳ-1．認知症疾患医療センター地域連携会議

について，令和 4 年度実績報告書からは認知症疾患医療連携協議会から認知症疾患医療セ

ンター地域連携会議への名称変更があった．令和 3 年度と比較すると主催は 1.8 ポイント

減，自治体の会議の活用は 2.9 ポイント増であった．またⅣ-2-4．研修会開催において，全

般的には地域包括支援センター職員対象の研修会開催有は 2.9 ポイント増，家族・地域住民

等対象の研修会の開催有は 4.2 ポイント増であった．特に診療所では，医療従事者対象の研

修会開催有は 6.9 ポイント減，かかりつけ医対象の研修会開催有は 6.6 ポイント減であった

が，一方で地域包括支援センター職員等対象の研修会開催有は 0.9 ポイント増，家族・地域

住民等対象の研修会開催有は 6.2 ポイント増であった．新型コロナウイルス感染拡大の影響

を脱し，ニーズに応じた研修会の開催増があった可能性がある．

限界として，本集計では空欄の取り扱いという点で結果が実態に則していない可能性が

依然として存在することに留意が必要である．また，医療機関で実績報告書を入力する際に，

－145－



独自に Excel 様式のセルを編集した状態で入力し，提出後でも気づかれなかったケースで，

都道府県・指定都市単位のデータセットに反映されないデータが発生していた．都道府県・

指定都市では，統合データセットの内容が各医療機関から提出された実績報告書を正確に

反映しているかを確認することが必要である．また数値入力欄や選択欄の全ての空欄は集

計値に影響を及ぼすことから，都道府県・指定都市は医療機関から実績報告書を提出された

際には空欄を埋めるよう個々の確認行うこと，実績報告書の適切な記入を推進する必要が

ある．

5．結論 

認知症疾患医療センターの実績報告書を経年的に集計分析することで，全国の認知症疾患

医療センターの実情を明らかにすることができる．
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2. AD 疾患修飾薬が導入された場合の医療提供体制と社会的課題に関する調査





1. 研究目的

本事業において設置された認知症の医療提供体制に関する調査研究事業検討委員会にお

いて，アルツハイマー病疾患修飾薬の社会実装を視野に入れた今後の認知症医療提供体制

の課題の整理を討議するにあたり，その基礎資料を得るために，日本認知症学会専門医，

日本老年精神医学会専門医，日本神経放射線学会専門医，日本核医学会専門医を対象に，

アルツハイマー病疾患修飾薬の社会実装を視野に入れた認知症医療提供体制の現状・課

題・今後のあり方についてアンケート調査を行った． 

2. 研究方法

上記専門医に向け，令和 5 年 10 月 15 日にアンケートを郵送，11 月 5 日を締め切りとし

て，回答と返送を依頼した．日本認知症学会専門医 2278 名，日本老年精神医学会専門医

790 名向けの調査票については 64 設問，日本神経放射線学会員 298 名，日本核医学会 PET

核医学認定医 1926 名向けの調査票については 51 設問を設定した（巻末資料２）．２つの

調査票は，共通する内容については設問内容，選択肢をおおよそ共通とし，比較を可能と

する構造とした． 
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3. 研究結果

回答数と回答率は以下の通り． 

認知症関連専門医 1157／3068（37.7％） 

件数 

放射線診断専門医 2 

PET 核医学認定医 16 

核医学専門医 8 

日本認知症学会専門医 951 

日本老年精神医学会専門医 308 

無回答・無効回答 12 

計 1,157 

放射線関連専門医 （361／2224（16.2%） 

件数 

放射線診断専門医 302 

PET 核医学認定医 328 

核医学専門医 237 

日本認知症学会専門医 17 

日本老年精神医学会専門医 4 

無回答・無効回答 1 

計 361 

以下各設問への回答について結果を示す．番号が D で始まる設問は認知症関連専門医向

け，R で始まる設問は放射線関連専門医向けの調査票における設問である．各図毎に簡単

な概説を行った． 
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大項目：回答者について 

小項目：背景情報 

設問 D-1.R-1 勤務しているご施設の種類は以下のどれですか？ 

設問 D-2. R-2 勤務先の医療機関が所有する病床について回答ください（複数選択可） 

設問 D-3.R-3 勤務している施設は認知症疾患医療センターでしょうか？ 

 認知症関連は一般病院が主であり，放射線関連は一般病院，特定機能病院，地域医療

支援病院は近しい割合で精神科病院はなかった．

 病床は一般病床が最も多く，認知症関連で精神病床をもつ割合は 30％であった．

 疾患医療センターでない病院が過半数ではあるが，アンケート実施時点で基幹型 21，

地域型 386，連携型 98 という全国におけるセンター整備状況を考えると，比較的認知

症関連の回答はセンターの実情と乖離していることはないのではないかと考えられ

た．
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設問 D-4. 勤務している施設は一般社団法人画像診断管理認証機構による認証を受けてお

られますか？ R-4. 勤務しているご施設は日本核医学会による PET 撮像施設認証をうけ

ておられますか？（複数選択可） 

設問 R-5. 勤務している施設は一般社団法人画像診断管理認証機構による認証を受けてお

られますか？ 

・ PET 撮像施設認証を受けていない施設は約 7 割であった． 

・ 画像診断管理機構による認証は放射線関連では 5 割程度受けていた， 
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設問 D-5. R-6. 勤務している勤務地の都道府県について記入ください。 

設問 D-6.専門医としての経験年数を選択ください．R-7.認定医または専門医としての経験

年数を選択ください． 

設問 D-7. R-8 以下の認定医、専門医をおもちであればすべてチェックしてください。 

・ 首都圏，大阪からの回答が多い傾向であった．

・ 認知症関連，放射線関連とも 10 年以上の割合が高く経験のある医師の回答であると考

えられた．

・ 放射線関連では複数の資格をお持ちの先生が多かった．

設問 R-9. 日本核医学会によるアミロイド PET 読影講習は修了されていますか？ 

 修了者は 42％であった。

修了した
42%

修了していな
い
55%

わからない／
その他
2%

無回答・無効
回答
1%
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大項目:疾患修飾薬に関して 

小項目:基本的な理解 

設問 D-8. R-10.上記薬剤について、現段階でどの程度ご存知ですか？当てはまるところを

選んでください。 

設問 D-9. R-11.上記薬剤の、実臨床での使用に対するお考えについて、当てはまるところ

を選んでください。 

設問 D-10. R-12.これまでの治験では、スクリーニング脱落は６〜８割となっておりま

す。このことから、治療を希望する患者数と、実際に適応となる患者数との間には差が生

じるものと考えられます。この適応となる患者数の割合についてどう感じるか、当てはま

るところを選んでください。 

設問 D-11.R-13.現状の DMT で想定されている治療対象は、MCI から早期認知症までの、早

期 AD となっています。この範囲についてどう感じるか、当てはまるところを選んでくだ

さい。 

設問 D-12. R-14.現状の DMT の効果として、認知機能検査や ADL 評価指標の経時的な低下

をコントロールと比較して 2～4 割抑制する、重度のステージへの進行を平均で 2～3 年遅

らせる、などとされています。この効果についてどう感じるか、当てはまるところを選ん

でください。 

 「知識」は認知症関連では半数以上が４か５。1 か２はあわせても 10％程度。放射線

関連は同じ程度（それぞれあわせて、30％前後）

 「使用」に関しては、認知症関連は半数弱が積極的、放射線関連は 1／4 程度

 「適応となる患者数の割合」については両関連専門医で類似。少ないと感じる、が 3

割前後で多いと感じる、が 1／4 前後
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 「治療対象の範囲」でも両関連専門医で類似。狭いと感じる、が 2割で広いと感じ

る、と同程度 

 「効果」も類似傾向にあり、役に立たない、が 3 割 5 分、立つが 2割 5 分 

 

 

 

小項目: 投与のための検査について 

設問 D-13. R-15.先生のご施設において現時点で脳内の Aβ 病理の有無の判定に用いるバ

イオマーカーは何ですか？ 

設問 D-14. R-16.上記設問のバイオマーカーを活用している場合，Aβ陽性の判定基準は

何を用いていますか？（PET，CSF） 

設問 D-15. R-17.PET と CSF の両方が今後保険収載され，実施が可能となった場合、先生

ならどちらを優先されますか？ 

 保険収載のなかった時期のアンケ－トであり，用いていない，が最多．その中でも認

知症関連は CSF，放射線関連は PET が相対的に多い 

 PET の判定基準は PET を行っている場合は視覚判定が中心 

 髄液の判定基準は検査を行っている場合は外注が中心 

 PET の優先度が高い 
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設問 D-16.R-18.先生のご施設での現時点でのアミロイド PET の実施についてお答えくださ

い． 

設問 D-17.R-19 D-16.R-18.で 1)自施設のみで可能である，と回答された先生にお聞きし

ます．他の医療機関から、DMT 処方のための PET 検査の依頼があった場合，実施は可能で

すか？ 

設問 D-18.R-20 D-16.R-18 で 3)不可能である，を選択された先生にお聞きします．今後

の先生のご施設でのアミロイド PET の導入について，お考えをお聞かせください． 

設問 D-19.R-21.アミロイド PET の保険収載についてお考えをお聞かせください。 

設問 D-20.R-22.アミロイド PET 撮像を行う施設の整備はどの程度必要と考えられますか？ 

 自施設のみで可能な施設は，認知症関連では 10％強，放射線関連は 25％程度と，で

きない施設が多い．

 可能な施設では制限された数ではあるが，他機関からの検査受け入れは不可能ではな

いと考えられた

 PET をできなくてもよい，という意見は両関連とも 3 割以下で半数以上は少なくとも

連携などにより検査を行う必要があると考えられていた

 アンケートの時点（未収載時点）で，必要性が認識されていた

 PET 施設は 2次医療圏規模で必要と考える専門医がいずれの関連でも 5 割前後と最多
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設問 R-23. アミロイド PET 結果の判定を行う認定医について，お考えをお聞かせくださ

い． 

設問 D-21.先生のご施設では CSF 検査を AD の診断補助として行っていますか？ 

設問 D-22.D-21 で 1)，3)を選択された先生にお尋ねします． 自施設での指針の取り扱い

についてお答えください． 

 PET に関して，認定医数は少なく，育成を進めるべきとする意見が最多，4 割程度．

 現在 CSF はルーチンではなく，認知症関連の 7 割近くは LP を行っていない．

 CSF を行っている施設では半数以上は指針を準拠，今後検討する，を加えると大半は

指針活用の方向
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設問 D-23.D-21 で 4)を選択された先生にお尋ねします．今後の予定についてお答えくだ

さい 

設問 D-24.D-21 で 2)を選択された先生にお尋ねします．今後の予定についてお答えくださ

い。 

設問 D-25.CSF Aβ 検査の保険収載についてお考えをお聞かせください． 

小項目:血液バイオマーカーについて 

設問 D-26. R-24. 末梢血中 Aβ やリン酸化タウ測定を保険収載することについて，お考

えをお聞かせください． 

設問 D-27. R-25. 先生が考える，血液 AD バイオマーカーの意義を選択ください（複数選

択可） 

・ 現在のところ CSF を活用していない場合でも，保険収載されれば半数はＣＳＦを予定

する、としていた．

・ 保険週案されれば半数はＢＭの補助診断利用を考えている．

・ アンケートの時点（未収載時点）で，保険収載すべき，との考えが 7 割であった．

・ 血液ＢＭは認知集関連では期待が相対的に高いが，放射線関連ではまず今までの検査

を保険収載すべき，との意見が半数近くであった．

・ 血液ＢＭの意義は両関連専門医とも類似した結果．プレスクリーニングの目的が最

多，次いで鑑別診断目的であった．
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小項目: APOE の評価について 

設問 D-28. R-26. ご施設では、現在 APOE 検査を行っておられますか？ 

設問 D-29.R-27  D-28.R-26 にて 1)している，と回答された先生にうかがいます．どの

ように検査されていますか？ 

設問 D-30. DMT を臨床で処方するにあたって APOE 遺伝子を検査しますか? 

設問 D-31.先生のご施設では APOE を検査するにあたって，遺伝子カウンセリングに対応で

きますか？ 

設問 D-32. D-31 にて 1)できる、と回答された先生にうかがいます。自施設で対応可能で

すか？ 

・ APOE「していない」、認知症関連は 8 割 5 分と最多、放射線関連でも 5 割

・ 検査は外注依頼が大半

・ 認知症関連で、6 割は保険収載されれば検査するとしている

・ しかし遺伝子カウンセリングができる施設は少ない。
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小項目: 認知機能検査について 

設問 D-33. 先生は AD の病期を判断する際に、どのような評価尺度を使ってらっしゃいま

すか？（尺度の一部のみを使用することも含む。複数選択可） 

設問 D-34. 先生は DMT の適応を判断するに際し、認知機能検査についてどのようにお考え

ですか？（複数選択可） 

・ AD 病期判断では複合評価がほとんどで行われている。次いでＣＤＲ、ＦＡＢ。スクリー

ニング全般検査＋ＣＤＲが多いと考えられる。

・ スクリーニング検査のみで決めるべきでない、が最多であった。導入時はともかく、

臨床効果をみるためには、ＡＤＬ、QOL などを行う事が望ましいとする回答が次点であ

った。
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小項目: DMT 適応の有無の判断について 

設問 D-35. 治験では対象外となった MMSE21 点以下の人に対する DMT はどのようにするべ

きだと思いますか？ 

設問 D-36. R-28. 臨床的には早期 AD が強く疑われるものの、アミロイド PET 検査が陰性

であった場合、DMT はどのようにするべきだと思いますか？ 

設問 D-37. R-29.臨床的には早期 AD が強く疑われ、アミロイド PET 検査を行ったところ

陰性であったため、CSF 検査を追加したところ陽性だった場合、次にどうすべきと考えま

すか？ 

設問 D-38.R-30. D-36.R-28.のようなケースでアミロイド PET を再検査する場合、どのく

らいの間隔をあけるべきと思いますか？ 

 

 

・ MMSE21 点以下では半数以上の認知症関連が投与しない、と回答 

・ PET 陰性でも臨床的に疑わしければ、CSF 評価をすべきとする意見が両専門医で最多で

あった。 

・ CSF 評価後、陽性なら DMT 投与すべき、となる割合が 4 割程度と共通。再検査すべき、

は 1／4 程度であった。 

・ 上記でＰＥＴ再検査すべき、という意見ではその感覚 1年以内が両関連とも 5割前後

であった。 
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設問 D-39.R-31. 臨床的には早期 AD が強く疑われるものの，CSF バイオマーカーが陰性で

あった場合，DMT はどのようにするべきだと思いますか？ 

設問 D-40.R-32. 臨床的には早期 AD が強く疑われ，CSF 検査を行ったところ陰性であった

ため，アミロイド PET 検査を追加したところ陽性であった場合，次にどうすべきと考えま

すか？ 

設問 D-41.D-39 のようなケースで CSF を再検査する場合，どのくらいの間隔をあけるべき

と思いますか？ 

・ CSF 陰性でも臨床的に疑わしければ，PET 評価をすべきとする意見が最多

・ PET 評価後、陽性なら DMT 投与すべき，となる割合が増加は５割～6 割と共通。再検査

すべきは 1／５程度

・ 上記で CSF 再検査すべき，という意見では 1年以内が 5割．
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設問 D-42. 対象となった方の年齢が 50 歳未満で，治験での基準を逸脱している場合，DMT

はどのようにするべきだと思いますか？ 

設問 D-43.では年齢が 91 歳以上の場合，DMT はどのようにするべきだと思いますか？ 

設問 D-44. 対象となった方が，治験で対象外であった精神状態・精神疾患（大うつ病な

ど）であった場合、DMT はどのようにするべきだと思いますか？ 

設問 D-45.R-33.アジア人と欧米人では脳出血リスクは異なると考えられています．この点

を踏まえ、対象となった方がアジア人であった場合，投与前の MRI で微小出血が 5 個以

上、または脳表シデローシス（ヘモジデリン沈着症）が確認される場合、DMT はどのよう

にするべきだと思いますか？ 

 

 

・ 若年では投与するもしくは一定条件では投与する，はあわせて 4 割 5 分，投与しな

い，の 4 割を超えてた． 

・ 超高齢では投与しない，とする回答が 8 割以上 

・ 適応外の精神症状があれば投与しないが 7 割 

・ 認知症関連では出血リスクがある場合 3/4 で投与すべきでない、との判断。放射線関

連では同回答は割合が半分 
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小項目: DMT 投与における課題 治療場所、方法について 

設問 D-46. 隔週での点滴、初回投与後は 3 時間の安静が必要になるとした場合、先生のご

施設では、点滴と休養のためのスペースは確保できますか？ 

設問 D-47. 先生のご施設では、DMT 初回導入時について、入院での投与を予定しています

か？ 

小項目:副反応について 

設問 D-48.R-34. 先生が勤務する施設における上記安全管理体制についてお答えください 

設問 D-49.R-35.  D-48.R-34.において 2）と回答された先生にお聞きします。自施設で行

えない内容を選択してください。(複数選択可) 

・ 現時点で点滴のためのスペース確保が可能な施設は 1/3 以下。今後確保を検討する施

設数をあわせて全体の 7 割を少し切る程度。

・ 初回入院としている施設は少ない。

・ 両関連とも自施設のみで可能な割合は 4 割程度と同じ。連携しても困難、とする割合

は認知症関連で 3 割、放射線関連で 2 割程度。
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設問 D-50.R-36.  D-48.R-34.において 3)と回答された先生にお聞きします。その理由に

ついてあてはまるものを選択してください。(複数選択可) 

設問 D-51.R-37.  D-50.R-36.において 2)周辺で連携可能な施設がない、と回答された先

生にお聞きします。施設状況についてあてはまるものを選択してください。（複数選択

可） 

設問 D-52.R-38. DMT の種類ごとに推奨される ARIA モニタリングのための MRI の頻度は添

付文書などに記載される可能性はありますが、先生は現時点でどのくらいの頻度で撮像す

ることを想定されていますか？ 

設問 D-53.R-39. ARIA に関して先生のお考えをお聞かせください。(複数選択可) 

・ 人的資源の不足は共通した主たる理由。

・ 連携については、そもそも施設が把握されていない、連携したことがない、ためにで

きない可能性のほうが、物理的に可能な施設がない、とする割合（2割～2 割 5 分）よ

りも高い。

・ モニタリングの頻度は認知症関連では 1 月が 15％、2 月が 20％、3 月が 30％といった

ところ。放射線関連ではわからない、とする回答が最も多い。

・ ・ガイドラインの必要性を感じている割合が高い。次いで受け入れ可能な拠点整備。
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設問 D-54.R-40.勤務されているご施設に関し、DMT を使用する場合の鑑別診断や安全管理

体制について、お考えに近い選択肢を選択してください。 

(連携によって行う項目を選択ください、複数選択可） 

設問 R-41. ARIA に関して確かな読影を行える専門医の人員は十分だと考えられますか？ 

・ 連携で体制を整備すればよい、が両関連とも最多。認知症関連では半数を占める。必

ずしも体制整備する必要がない、は両関連とも 2 割程度と多くはない。

・ 連携で行う項目は、両関連似た傾向で、PETー副作用への対応の順。

・ 読影専門医育成は育成を急ぐ必要がある、が最多。
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小項目: 抗アミロイド薬の意義、社会的側面 

設問 D-55.R-42. DMT の有効性に関するエビデンスや、費用対効果、社会的な影響など

の、さまざまな要因を考慮し、何らかの基準をもとに、このような優先順位をつけること

について先生はどうお感じになりますか？当てはまるところを選んでください。 

設問 D-56.R-43. DMT の使用について、医療経済性（財政的な観点や、治療費に見合った

効果があるかの観点など）からみた優先順位や制限をつけることについてどう感じるか、

当てはまるところを選んでください。 

設問 D-57.R-44. 治療効果や副作用発生頻度などの医学的エビデンスをもとに、優先順位

や制限をつけることについてどう感じるか、当てはまるところを選んでください。 

設問 D-58.R-45. DMT の効果として、ADL 増悪を抑制する効果などが示唆されていること

から、独居や若年性 AD など、DMT により、現在の生活をできるだけ長く維持でき、相対的

に薬剤のベネフィットが高いと考えられる集団が想定される場合、優先順位や制限をつけ

ることについてどう感じるか、当てはまるところを選んでください 

設問 D-59.R-46. 生活面での支援が少ない、経済的な困窮状態にある、といった社会的に

脆弱な集団が想定される場合、優先順位や制限をつけることについてどう感じるか、当て

はまるところを選んでください。 

・ 優先順位、制限は両関連とも類似の傾向。全体として 6割程度が双方の制限を許容。2

割程度が医療への制限を許容、患者への制限を許容する割合は 1 割未満。

・ 医療経済的観点では全体俯瞰での回答と類似

・ 医学的エビデンスに基づく場合は双方を許容する割合が最も高い。

・ 薬剤のベネフィットが高い集団を仮定した場合は全体俯瞰での回答に類似

・ 社会的に脆弱な集団を仮定した場合は両法を許容する割合は最も低く 5 割程度。
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設問 D-60.R-47. DMT を導入する際に、優先順位や制限をつけることを考えるとした場合

に、先生にとって、考慮することが妥当だと考える選択肢があれば選択して下さい。（複

数選択可） 

設問 D-61.R-48. DMT 投与に要する時間・期間、鑑別診断や安全管理のための検査などは

対象者の負担になる可能性が考えられます。対象者の DMT 実施が困難になる要因としてど

のようなことが考えられるでしょうか？ 先生のお考えをお聞かせください。（複数回答

可） 

 

・ 両関連類似の傾向、超高齢であれば妥当とする、が最多。次いで合併症、費用に見合

う効果。 

・ 同じく両関連類似の傾向、費用については 8割強。次いで距離と介護者。投与時間は

相対的には低いが 5 割は超える。抵抗を示す人はいない、は 1 割以下。 
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設問 D-62.R-49. DMT を希望するにもかかわらず、対象外となったり、導入ができなかっ

た場合、どのようなフォローが必要だと思いますか？先生のお考えをお聞かせください。

（複数選択可） 

小項目: DMT 実施のための準備 

設問 D-63. DMT に関する患者説明資料について、先生のご施設の準備状況についてお聞

きします。設問 R-50. DMT に関する画像検査説明資料について、先生のご施設の準備状況

についてお聞きします。 

設問 D-64. DMT を実装していくには、これまでの認知症診療にプラスアルファの知識や

技能が必要となります。効果的かつ安全に DMT を提供するため、先生が必要と感じるもの

があれば、ご選択ください。（複数選択可） 設問 R-51. DMT を実装していくには、より

多くの認定医・専門医の養成とともに、DMT を前提とした画像検査体制の整備が望まれま

す。効果的かつ安全に DMT を提供するため、先生が必要と感じるものがあれば、ご選択く

ださい。（複数選択可） 

・ DMT 不適の場合、従来薬とする考えは両関連とも共通して高い。非薬物や心理ケアは放

射線関連では相対的にやや低い

・ いずれの説明資料についても学会への希望は高い

・ オンラインでの研修の要望が高い。医療機関レベルの整備も要望は高い。一方個人へ

の現地研修の要望は高くはない。D to P with D もそれほど高くはなく 2～3 割。認知

症関連では標準説明資料への要望は高い。放射線関連でレジストリは 4 割強と相対的

には高い。
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3. 認知症疾患医療センターの機能と地域の医療提供体制の課題に関する調査





認知症疾患医療センターの機能と地域の医療提供体制の課題に関する調査

1. はじめに

 認知症疾患医療センターの整備方針や事業運営のあり方を地域の実情を勘案して検討し

ていくためには，現在の認知症疾患医療センターが果たしている機能を確認するとともに，

圏域の認知症医療提供体制において不足している機能を把握する必要がある．これらを同

時に把握するためのツールとして，令和 4 年度老人保健健康増進等事業「認知症疾患医療

センターの整備方針に関する調査研究事業」において「認知症疾患医療センターの機能を確

認するためのチェックリスト」を作成した．本調査では，このチェックリストを用いて特定

地域の認知症疾患医療センターの機能と認知症医療提供体制の課題を把握し，同地域の医

療提供体制整備計画の策定につなげるための具体的な方法を提示した．

2. チェックリスト作成プロセスの要約

令和 3 年度老人保健健康増進等事業「認知症疾患医療センター運営事業の事業評価のあ

り方に関する調査研究事業」において実施した「認知症疾患医療センターに期待される役割

に関する調査」の作業部会において，認知症疾患医療センターに期待されていると想定され

る 53 項目の役割リストを作成した．このリストを用いて，はじめに，全国の認知症疾患医

療センター（悉皆）を対象に，各項目について，「自施設の認知症疾患医療センターが地域

から期待されていると思われる程度」（期待度）を 4 件法（1.期待されていない、2.やや期

待されている，3.まあまあ期待されている．4.とても期待されている）で評定してもらい，

次に，全国の地域包括支援センター（抽出），居宅介護支援事業所（抽出），市区町村（悉皆），

認知症サポート医（悉皆）のうち，認知症疾患医療センターとの連携経験があると回答した

者を対象に，各項目について「認知症疾患医療センターに期待している程度」（期待度）を

4 件法（1.期待していない，2.やや期待している，3.まあまあ期待している，4.とても期待し

ている）で評定してもらった．期待度の平均点が 3 点以上の項目を「期待されている」また

は「期待している」機能と判定したところ，すべての類型の認知症疾患医療センターが自施

設に「期待されている」と認識している機能は 22 項目，地域包括支援センター，居宅介護

支援事業所，市区町村のすべてが認知症疾患医療センターに「期待している」機能は 22 項

目，認知症サポート医が認知症疾患医療センターに「期待している」機能は 21 項目であっ

た．さらに，すべての類型の認知症疾患医療センターが「期待されている」と認識し，かつ，

すべての外部機関が認知症疾患医療センターに「期待している」機能は 12 項目であった．

以上のプロセスを経て抽出された項目から，認知症疾患医療センターが「期待されている」

と認識している機能と外部機関が認知症疾患医療センターに「期待している」機能を可能な

限り網羅した 31 項目の機能リストを作成した． 
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上記で抽出された 31 項目の機能リストを用いて、認知症疾患医療センターが、①自施設

に備わっている機能と．②圏域に不足している機能を評価するためのチェックリスト（認知

症疾患医療センター用）を作成した（表 1）。また，同時にこのリストを用いて．認知症疾

患医療センター以外の外部機関が，①近隣の認知症疾患医療センターに備わっている機能

と，②圏域に不足している機能を評価するためのチェックリスト（外部評価用）を作成した

（表 2）． 

3. チェックリストを用いた全国レベルの実態調査

令和 4 年度老人保健健康増進等事業「認知症疾患医療センターの整備方針に関する調査

研究事業」において，わが国の認知症疾患医療センターが果たしている機能と圏域に不足し

ていると思われる機能を確認するために，第一に全国の認知症疾患医療センターを対象に

認知症疾患医療センター用のチェックリストを用いた郵送調査を行い（悉皆），第二に日本

認知症学会・日本老年精神医学会専門医を対象に外部機関用のチェックリストを用いた郵

送調査を行った（悉皆）．

 その結果、認知症疾患医療センターを対象とする調査では、①センターに備わっていると

回答された割合が 60%未満の機能が 6 項目（これを「センターに十分備わっていない機能」

とした），②圏域に不足していると回答された割合が 30%以上の項目が 6 項目（これを「圏

域に不足していると思われる機能」とした），③センターに十分備わっていず，かつ，圏域

に不足していると思われる機能が 4 項目あった．すなわち，「認知症の行動・心理症状に対

する救急対応」「身体合併症に対する救急対応」「認知症である当事者のピアサポートまたは

交流会」「行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援」は，認知症疾患医療

センター側から見て，「センターに十分備わっていず，かつ，圏域に不足していると思われ

る機能」ということになる（表 3）．

一方，専門医を対象とする調査では，①センターに備わっていると回答された割合が 60%

未満の機能が 18 項目（＝「センターに十分備わっていない機能」），②圏域に不足している

と回答された割合が 30%以上の項目が 6 項目（＝「圏域に不足していると思われる機能」），

③センターに十分備わっていず，かつ，圏域に不足していると思われる機能が 6 項目あっ

た．すなわち，「認知症の行動・心理症状に対する救急対応」「身体合併症に対する外来診療」

「身体合併症に対する入院医療」「身体合併症に対する救急対応」「認知症である当事者のピ

アサポートまたは交流会」「行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援」は，

専門医側から見て，「センターに十分備わっていず，かつ，圏域に不足していると思われる

機能」ということになる（表 4）． 

 上記の調査は全国の認知症疾患医療センターと専門医を対象とする調査であることから，

全国の認知症疾患医療センターが備えている機能と各圏域の認知症医療提供体制の平均的

な状況をおおまかに把握したものと解釈することができる．認知症疾患医療センターを対
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象とする調査結果と専門医を対象とする調査結果で共通している点は，「認知症の行動・心

理症状に対する救急対応」「身体合併症に対する救急対応」「認知症である当事者のピアサポ

ートまたは交流会」「行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援」に関する

機能が，認知症疾患医療センターにおいても，各圏域においても「押しなべて十分ではない」

ということになるであろう．

一方，認知症疾患医療センターを対象とする調査と専門医を対象とする調査では，調査結

果に乖離が見られた．すなわち，専門医（67％が認知症疾患医療センターに勤務していな

い）は，認知症疾患医療センターよりも，センターの機能をより不十分であると認識してお

り，圏域の医療提供体制において不足している機能はより多いと認識していることがわか

った．特に，センターの専門的医療機能については，身体合併症救急対応のみならず，外来

診療や入院医療の機能も不十分であると認識されている場合が多く，診断後等支援機能に

ついては，独居認知症高齢者，若年性認知症，軽度認知障害への対応，地域連携拠点機能に

ついては，認知症初期集中支援チームの後方支援，かかりつけ医・認知症サポート医・地域

包括支援センター・介護保険サービス事業所職員の研修，多職種連携を目的とした研修，住

民向けの講演会，市区町村の認知症施策への助言または参画に関する機能も不十分である

と認識されている場合が多かった．このような乖離は，認知症疾患医療センターの内部と外

部から見える機能状態の差異を示している可能性がある．機能評価にあたっては、内部評価

と外部評価を併用することの重要性を示している．

－175－



表 1.認知症疾患医療センターの機能を確認するためのチェックリスト（認知症疾患医療センター用） 

問：下記に示す認知症の医療に関する機能のうち、あなたが勤務する「認知

症疾患医療センターに備わっている機能」と「圏域に不足していると思われ

る機能」を選択して、右の該当する欄に〇をつけてください。 

貴センター

に備わって

いる機能 

圏域に不

足してい

る機能 

専
門
的
医
療
機
能

1. 認知症疾患の鑑別診断

2. 認知症の行動・心理症状に対する外来診療

3. 認知症の行動・心理症状に対する入院医療

4. 認知症の行動・心理症状に対する救急対応

5. 身体合併症に対する外来診療

6. 身体合併症に対する入院医療

7. 身体合併症に対する救急対応

8. 若年性認知症の精査と診断

診
断
後
等
支
援
機
能

9. 本人への情報提供と心理的サポート

10. 家族介護者への情報提供と心理的サポート

11. かかりつけ医との連携

12. 主治医意見書の記載

13. 介護保険サービスの利用支援

14. 独居認知症高齢者等の生活支援のためのケース検討

15. 成年後見制度・日常生活自立支援事業の利用支援

16. 成年後見制度の診断書・鑑定書の作成

17. 若年性認知症のための福祉サービス等の利用支援

18. 若年性認知症に対する継続医療

19. 高齢者の自動車運転免許に関する診断書作成

20. 軽度認知障害の定期的フォローアップ

21. 認知症である当事者のピアサポートまたは交流会

地
域
連
携
拠
点
機
能

22. 地域包括支援センター等からの困難事例に関する相談応需

23. 行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援

24. 認知症初期集中支援チームの後方支援

25. かかりつけ医の研修

26. 認知症サポート医の研修

27. 地域包括支援センター職員の研修

28. 介護保険サービス事業所職員の研修

29. 多職種連携を目的とした研修

30. 地域住民向けの講演会の開催または参画

31. 市区町村の認知症施策への助言または参画 
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表 2.認知症疾患医療センターの機能を確認するためのチェックリスト（外部機関用） 

問：下記に示す認知症の医療に関する機能のうち、近隣にある「認知症

疾患医療センターに備わっている機能」と「圏域に不足していると思わ

れる機能」を選択して、右の該当する欄に〇をつけてください。 

近隣のセンタ

ーに備わって

いる機能 

圏域に不

足してい

る機能 

専
門
的
医
療
機
能

1. 認知症疾患の鑑別診断

2. 認知症の行動・心理症状に対する外来診療

3. 認知症の行動・心理症状に対する入院医療

4. 認知症の行動・心理症状に対する救急対応

5. 身体合併症に対する外来診療

6. 身体合併症に対する入院医療

7. 身体合併症に対する救急対応

8. 若年性認知症の精査と診断

診
断
後
等
支
援
機
能

9. 本人への情報提供と心理的サポート

10. 家族介護者への情報提供と心理的サポート

11. かかりつけ医との連携

12. 主治医意見書の記載

13. 介護保険サービスの利用支援

14. 独居認知症高齢者等の生活支援のためのケース検討

15. 成年後見制度・日常生活自立支援事業の利用支援

16. 成年後見制度の診断書・鑑定書の作成

17. 若年性認知症のための福祉サービス等の利用支援

18. 若年性認知症に対する継続医療

19. 高齢者の自動車運転免許に関する診断書作成

20. 軽度認知障害の定期的フォローアップ

21. 認知症である当事者のピアサポートまたは交流会

地
域
連
携
拠
点
機
能

22. 地域包括支援センター等からの困難事例に関する相談応需

23. 行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援

24. 認知症初期集中支援チームの後方支援

25. かかりつけ医の研修

26. 認知症サポート医の研修

27. 地域包括支援センター職員の研修

28. 介護保険サービス事業所職員の研修

29. 多職種連携を目的とした研修

30. 地域住民向けの講演会の開催または参画

31. 市区町村の認知症施策への助言または参画 
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表 3．認知症疾患医療センターから見た「認知症疾患医療センターに備わっている機能」と「圏域に不足し

ている機能」 

件数 割合 件数 割合

1. 認知症疾患の鑑別診断 218 100% 16 7%

2. 認知症の行動・心理症状に対する外来診療 212 97% 21 10%

3. 認知症の行動・心理症状に対する入院医療 146 67% 65 30%

4. 認知症の行動・心理症状に対する救急対応 119 54% 83 38%

5. 身体合併症に対する外来診療 140 64% 43 20%

6. 身体合併症に対する入院医療 124 57% 62 28%

7. 身体合併症に対する救急対応 95 43% 69 32%

8. 若年性認知症の精査と診断 187 85% 44 20%

9. 本人への情報提供と心理的サポート 210 96% 29 13%

10. 家族介護者への情報提供と心理的サポート 212 97% 27 12%

11. かかりつけ医との連携 209 95% 17 8%

12. 主治医意見書の記載 215 98% 4 2%

13. 介護保険サービスの利用支援 214 98% 4 2%

14. 独居認知症高齢者等の生活支援のためのケース検討 152 69% 51 23%

15. 成年後見制度・日常生活自立支援事業の利用支援 191 87% 24 11%

16. 成年後見制度の診断書・鑑定書の作成 210 96% 18 8%

17. 若年性認知症のための福祉サービス等の利用支援 161 74% 72 33%

18. 若年性認知症に対する継続医療 181 83% 47 21%

19. 高齢者の自動車運転免許に関する診断書作成 214 98% 21 10%

20. 軽度認知障害の定期的フォローアップ 184 84% 37 17%

21. 認知症である当事者のピアサポートまたは交流会 81 37% 107 49%

22. 地域包括支援センター等からの困難事例に関する相談応需 210 96% 16 7%

23. 行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援 115 53% 71 32%

24. 認知症初期集中支援チームの後方支援 192 88% 22 10%

25. かかりつけ医の研修 144 66% 43 20%

26. 認知症サポート医の研修 111 51% 52 24%

27. 地域包括支援センター職員の研修 164 75% 28 13%

28. 介護保険サービス事業所職員の研修 163 74% 27 12%

29. 多職種連携を目的とした研修 158 72% 33 15%

30. 地域住民向けの講演会の開催または参画 195 89% 21 10%

31. 市区町村の認知症施策への助言または参画 166 76% 32 15%

1 0% 55 25%

219 - 219 -

圏域に
不足している認知症疾患医療センターに期待されている機能

 無回答・無効回答

回答者数

専
門
的
医
療
機
能

診
断
後
等
支
援
機
能

地
域
連
携
拠
点
機
能

センターに
備わっている

認知症疾患医療センターに十分に備わっていない機能（チェックされている割合が60%未満の項目）

圏域に不足していると思われる機能（チェックされている割合が30%以上の項目）

認知症疾患医療センターに十分に備わっていず、かつ、圏域に不足している機能
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表 4．専門医から見た「認知症疾患医療センターに備わっている機能」と「圏域に不足している機能」 

件数 割合 件数 割合

1. 認知症疾患の鑑別診断 572 79% 85 12%

2. 認知症の行動・心理症状に対する外来診療 560 78% 77 11%

3. 認知症の行動・心理症状に対する入院医療 459 64% 188 26%

4. 認知症の行動・心理症状に対する救急対応 318 44% 305 42%

5. 身体合併症に対する外来診療 369 51% 222 31%

6. 身体合併症に対する入院医療 312 43% 293 41%

7. 身体合併症に対する救急対応 272 38% 325 45%

8. 若年性認知症の精査と診断 472 65% 155 21%

9. 本人への情報提供と心理的サポート 481 67% 121 17%

10. 家族介護者への情報提供と心理的サポート 478 66% 131 18%

11. かかりつけ医との連携 512 71% 98 14%

12. 主治医意見書の記載 531 74% 55 8%

13. 介護保険サービスの利用支援 533 74% 57 8%

14. 独居認知症高齢者等の生活支援のためのケース検討 397 55% 160 22%

15. 成年後見制度・日常生活自立支援事業の利用支援 448 62% 118 16%

16. 成年後見制度の診断書・鑑定書の作成 446 62% 116 16%

17. 若年性認知症のための福祉サービス等の利用支援 387 54% 191 26%

18. 若年性認知症に対する継続医療 396 55% 187 26%

19. 高齢者の自動車運転免許に関する診断書作成 473 66% 98 14%

20. 軽度認知障害の定期的フォローアップ 405 56% 167 23%

21. 認知症である当事者のピアサポートまたは交流会 291 40% 249 35%

22. 地域包括支援センター等からの困難事例に関する相談応需 445 62% 137 19%

23. 行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援 336 47% 215 30%

24. 認知症初期集中支援チームの後方支援 394 55% 166 23%

25. かかりつけ医の研修 372 52% 190 26%

26. 認知症サポート医の研修 369 51% 187 26%

27. 地域包括支援センター職員の研修 368 51% 168 23%

28. 介護保険サービス事業所職員の研修 347 48% 174 24%

29.多職種連携を目的とした研修 372 52% 177 25%

30. 地域住民向けの講演会の開催または参画 391 54% 172 24%

31. 市区町村の認知症施策への助言または参画 372 52% 182 25%

81 11% 196 27%

721 - 721 -

認知症疾患医療センターに十分に備わっていず、かつ、圏域に不足している機能

認知症疾患医療センターに十分に備わっていない機能（チェックされている割合が60%未満の項目）

圏域に不足していると思われる機能（チェックされている割合が30%以上の項目）

回答者数

認知症疾患医療センターに期待されている機能

センターに
備わっている

圏域に不足
している

専
門
的
医
療
機
能

診
断
後
等
支
援
機
能

地
域
連
携
拠
点
機
能

 無回答・無効回答
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5. チェックリストを用いた特定地域の実態調査

5-1. 目的

このチェックリストは，都道府県，二次医療圏，市区町村など，特定の圏域にある認知症

疾患医療センターの機能を確認するとともに，圏域に不足している機能を把握し，それによ

ってその圏域の医療提供体制の整備計画を検討するための基礎データとして活用すること

が期待される．そこで，令和 5 年度老人保健健康増進等事業「認知症の医療提供体制に関す

る調査研究事業」では，特定の二次医療圏域において本チェックリストを用いた実態調査を

行い，チェックリストの具体的な活用法を示すこととした．

5-2. 方法

対象は 4 つの基礎的自治体を含む特定の二次医療圏に所在する認知症疾患医療センター

(N=4)，地域包括支援センター（N=70），認知症サポート医(N=201)である．上記で作成し

たチェックリストを含む調査票を作成し，郵送法による質問紙調査を実施した．調査期間は

令和 5 年 11 月 15 日～令和 5 年 11 月 30 日である．対象地域に所在する 4 つの認知症疾患

医療センターのうち 2 つは地域型認知症疾患医療センター（一般病院，精神科病院），2 つ

は連携型認知症疾患医療（いずれも診療所）である．

5-3. 結果

有効回答票は認知症疾患医療センター4 票（有効回答率 100%），地域包括支援センター

17 票（24%），認知症サポート医 45 票（22%）であった． 

5-3-1. 特定の二次医療圏に所在する認知症疾患医療センターから見た「認知症疾患医療セ

ンターに備わっている機能」と「圏域に不足している機能」（表 5）

「センターに備わっている」と回答された頻度が 50%以下の項目を「十分に備わってい

ない機能」とみなすと，同地域の認知症疾患医療センターの「認知症の行動・心理症状（以

下 BPSD）に入院医療と救急対応」「身体合併症に対する入院医療と救急対応」「かかりつけ

医と認知症サポート医の研修」の機能は十分でない可能性がある．これは同地域では 4 つ

のうち２つの認知症疾患医療センターが診療所であるために入院医療や救急医療に対応し

ていないことと．同県の整備計画では研修機能を担うのは二次医療圏に 1 ヵ所ずつ設置さ

れている地域型認知症疾患医療センターと定められているためである．また，圏域で不足し

ているという回答が 50%以上の項目を「圏域で不足している機能」とみなすと，BPSD に対す

る入院・救急対応には，この２次医療圏全体にとって不足している機能なのかもしれない． 
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表 5. 特定の二次医療圏に所在する認知症疾患医療センターから見た「認知症疾患医療セン

ターに備わっている機能」と「圏域に不足している機能」

件数 割合 件数 割合

1. 認知症疾患の鑑別診断 4 100.0% 1 25.0%

2. 認知症の行動・心理症状に対する外来診療 4 100.0% 1 25.0%

3. 認知症の行動・心理症状に対する入院医療 2 50.0% 2 50.0%

4. 認知症の行動・心理症状に対する救急対応 2 50.0% 3 75.0%

5. 身体合併症に対する外来診療 3 75.0% 0 0.0%

6. 身体合併症に対する入院医療 1 25.0% 0 0.0%

7. 身体合併症に対する救急対応 2 50.0% 1 25.0%

8. 若年性認知症の精査と診断 4 100.0% 1 25.0%

9. 本人への情報提供と心理的サポート 4 100.0% 1 25.0%

10. 家族介護者への情報提供と心理的サポート 4 100.0% 1 25.0%

11. かかりつけ医との連携 4 100.0% 0 0.0%

12. 主治医意見書の記載 4 100.0% 0 0.0%

13. 介護保険サービスの利用支援 4 100.0% 0 0.0%

14. 独居認知症高齢者等の生活支援のためのケース検討 3 75.0% 1 25.0%

15. 成年後見制度・日常生活自立支援事業の利用支援 4 100.0% 0 0.0%

16. 成年後見制度の診断書・鑑定書の作成 4 100.0% 0 0.0%

17. 若年性認知症のための福祉サービス等の利用支援 4 100.0% 1 25.0%

18. 若年性認知症に対する継続医療 4 100.0% 1 25.0%

19. 高齢者の自動車運転免許に関する診断書作成 4 100.0% 0 0.0%

20. 軽度認知障害の定期的フォローアップ 4 100.0% 1 25.0%

21. 認知症である当事者のピアサポートまたは交流会 4 100.0% 0 0.0%

22. 地域包括支援センター等からの困難事例に関する相談応需 4 100.0% 0 0.0%

23. 行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援 4 100.0% 0 0.0%

24. 認知症初期集中支援チームの後方支援 4 100.0% 1 25.0%

25. かかりつけ医の研修 2 50.0% 1 25.0%

26. 認知症サポート医の研修 2 50.0% 1 25.0%

27. 地域包括支援センター職員の研修 4 100.0% 1 25.0%

28. 介護保険サービス事業所職員の研修 4 100.0% 1 25.0%

29. 多職種連携を目的とした研修 4 100.0% 1 25.0%

30. 地域住民向けの講演会の開催または参画 4 100.0% 1 25.0%

31. 市区町村の認知症施策への助言または参画 4 100.0% 1 25.0%

4 - 3 -回答者数

専
門
的
医
療
機
能

診
断
後
等
支
援
機
能

地
域
連
携
拠
点
機
能

貴センターに備
わっている機能

圏域に不足してい
る機能
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5-3-2. A 市と B 市の地域包括支援センターと認知症サポート医の視点（表 6，表 7）

A 市では一般病院に地域型認知症疾患医療センターが設置されている．地域包括支援セン

ターが，この認知症疾患医療センターに十分に備わっていないとした機能は「若年性認知症

のための福祉サービスの利用支援」「軽度認知障害の定期的フォローアップ」「認知症である

当事者のピアサポートや交流会」の 3 項目であり，この 3 項目については圏域にも不足し

ているとされていた．一方，認知症サポートがこの認知症疾患医療センターに十分に備わっ

ていないとした機能はなく，圏域に不足している機能としているとした機能もなかった．こ

の圏域の認知症医療提供体制の整備状況は良好であるが，若年性認知症や MCI に対する診

断後支援，ピアサポート・交流会の開催などが今後の課題かと思われる． 

表 6. A 市の認知症疾患医療センターに備わっている機能と圏域に不足している機能 

近隣の認知症疾患
医療センターに備
わっている機能

圏域に不足している
機能

近隣の認知症疾患
医療センターに備
わっている機能

圏域に不足している
機能

1 認知症疾患の鑑別診断 100% 17% 100% 0%

2 認知症の行動・心理症状に対する外来診療 83% 17% 100% 0%

3 認知症の行動・心理症状に対する入院医療 83% 17% 90% 10%

4 認知症の行動・心理症状に対する救急対応 67% 33% 70% 30%

5 身体合併症に対する外来診療 67% 33% 100% 0%

6 身体合併症に対する入院医療 67% 33% 100% 0%

7 身体合併症に対する救急対応 67% 33% 90% 10%

8 若年性認知症の精査と診断 100% 0% 90% 0%

9 本人への情報提供と心理的サポート 67% 33% 80% 20%

10 家族介護者への情報提供と心理的サポート 67% 33% 80% 20%

11 かかりつけ医との連携 83% 33% 90% 10%

12 主治医意見書の記載 100% 0% 100% 0%

13 介護保険サービスの利用支援 100% 0% 90% 0%

14 独居認知症高齢者等の生活支援のためのケース検討 67% 17% 60% 30%

15 成年後見制度・日常生活自立支援事業の利用支援 83% 17% 80% 0%

16 成年後見制度の診断書・鑑定書の作成 83% 17% 70% 10%

17 若年性認知症のための福祉サービス等の利用支援 33% 67% 80% 10%

18 若年性認知症に対する継続医療 83% 17% 100% 0%

19 高齢者の自動車運転免許に関する診断書作成 33% 33% 70% 20%

20 軽度認知障害の定期的フォローアップ 33% 50% 80% 0%

21 認知症である当事者のピアサポートまたは交流会 50% 50% 70% 20%

22 地域包括支援センター等からの困難事例に関する相談応需 67% 33% 100% 0%

23 行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援 83% 17% 90% 10%

24 認知症初期集中支援チームの後方支援 83% 17% 100% 0%

25 かかりつけ医の研修 83% 17% 100% 0%

26 認知症サポート医の研修 83% 17% 100% 0%

27 地域包括支援センター職員の研修 100% 0% 90% 10%

28 介護保険サービス事業所職員の研修 100% 0% 90% 0%

29 多職種連携を目的とした研修 100% 0% 90% 0%

30 地域住民向けの講演会の開催または参画 100% 0% 90% 10%

31 市区町村の認知症施策への助言または参画 83% 17% 90% 10%

近隣の認知症疾患医療センターに備わっていると回答された頻度が50%以下
圏域に不⾜していると回答された頻度が50%以上
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 B 市では診療所に連携型認知症疾患医療センターを設置されている．地域包括支援センタ

ーが，この認知症疾患医療センターに十分に備わっていないとした機能は「BPSD に対する

外来診療」「BPSD に対する入院医療」のほか計 10 項目に及び，認知症サポート医がこの認

知症疾患医療センターに十分に備わっていないとした機能は 19 項目に及んだ，一方，圏域

にも不足しているとされた機能は相対的に少なく，地域包括支援センターでは 5項目，認知

症サポート医は 6 項目であった．認知症疾患医療センターの機能は限定的であるが，他の医

療資源がそれをよく補完している地域かと思われる．それでも，BPSD に対する急性期医療，

認知症である当事者のピアサポートは，認知症疾患医療センターにも圏域にも不足してお

り，今後の整備計画のポイントになるかもしれない． 

表 7. B 市の認知症疾患医療センターに備わっている機能と圏域に不足している機能 

近隣の認知症疾患
医療センターに備
わっている機能

圏域に不足している
機能

近隣の認知症疾患
医療センターに備
わっている機能

圏域に不足している
機能

1 認知症疾患の鑑別診断 100% 0% 80% 10%

2 認知症の行動・心理症状に対する外来診療 100% 0% 80% 10%

3 認知症の行動・心理症状に対する入院医療 20% 80% 40% 50%

4 認知症の行動・心理症状に対する救急対応 20% 80% 30% 50%

5 身体合併症に対する外来診療 100% 0% 80% 10%

6 身体合併症に対する入院医療 40% 60% 50% 40%

7 身体合併症に対する救急対応 20% 80% 50% 40%

8 若年性認知症の精査と診断 60% 40% 60% 20%

9 本人への情報提供と心理的サポート 80% 20% 60% 30%

10 家族介護者への情報提供と心理的サポート 80% 20% 50% 40%

11 かかりつけ医との連携 100% 0% 60% 30%

12 主治医意見書の記載 100% 0% 70% 20%

13 介護保険サービスの利用支援 100% 0% 60% 30%

14 独居認知症高齢者等の生活支援のためのケース検討 60% 20% 50% 30%

15 成年後見制度・日常生活自立支援事業の利用支援 60% 20% 50% 40%

16 成年後見制度の診断書・鑑定書の作成 100% 0% 50% 40%

17 若年性認知症のための福祉サービス等の利用支援 40% 40% 30% 50%

18 若年性認知症に対する継続医療 40% 20% 30% 40%

19 高齢者の自動車運転免許に関する診断書作成 40% 20% 50% 30%

20 軽度認知障害の定期的フォローアップ 80% 20% 60% 30%

21 認知症である当事者のピアサポートまたは交流会 40% 60% 20% 50%

22 地域包括支援センター等からの困難事例に関する相談応需 100% 0% 40% 50%

23 行政と連携した困難事例に対するアウトリーチによる支援 80% 0% 40% 50%

24 認知症初期集中支援チームの後方支援 100% 0% 60% 20%

25 かかりつけ医の研修 40% 20% 60% 30%

26 認知症サポート医の研修 40% 40% 50% 40%

27 地域包括支援センター職員の研修 100% 0% 40% 40%

28 介護保険サービス事業所職員の研修 100% 0% 40% 40%

29 多職種連携を目的とした研修 100% 0% 50% 30%

30 地域住民向けの講演会の開催または参画 100% 0% 60% 30%

31 市区町村の認知症施策への助言または参画 100% 0% 50% 30%
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5-4．考察

表 6，表 7 で示したように，本研究で作成したチェックリストを活用して，認知症医療に

関わる地域の関係機関を対象に調査をすることによって，地域に所在する認知症疾患医療

センターの機能と地域に不足している認知症医療を可視化させることができる．これによ

って，その地域の実情に応じた認知症疾患医療センターの機能を定めるとともに，地域全体

の医療提供体制の整備方針を定めることが可能になる．

 このたびの調査については以下のような限界があった．第一に，認知症医療に関わる地域

の関係機関として，認知症疾患医療センター，認知症サポート医，地域包括支援センターの

みを対象としたが，本来はより広範な関係機関や認知である当事者及び家族を対象とした

調査も視野に入れるべきであろう．第二に，本調査に用いたチェックリストを作成したのは

抗 Aβ抗体薬が保険収載される以前の段階であった．抗 Aβ抗体薬を公正かつ適正に活用

できるように医療提供体制を整備していくことが今日的な課題となっており，それに対応

できるようにチェックリストを改訂する必要がある．

 しかしながら，本調査によって，比較的簡便に圏域の医療提供体制の現状を可視化させる

ことができることが明らかになった．また，このたびの分析プロセスにおいて，表計算ソフ

ト（EXCEL）を活用すれば，このチェックリストから得られたデータを可視化させる表を

作成することも可能であることも確認している．

 本研究で作成されたチェックリストが，今後の圏域における認知症医療提供体制の整備

に役立てていただければ幸いである．
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4. 検討委員会議事録（全 3回）
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巻末資料





巻末資料１
認知症疾患医療センター運営事業実績報告書様式（令和 4 年度分）





認知症施策等総合支援事業

認知症疾患医療センター運営事業

No

【医療機関基本情報】

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

CT MRI SPECT

認知症疾患医療センター実施状況の報告

指定の状況

都道府県・指定都市名 番号

医療機関名 類型

担当部署名

電話番号 担当者

設置法人名 設置主体(注1)

病床数 一般病床 精神病床

二次医療圏域名

医療機関種別(注2)

全病床数

指定年月日 次回更新予定日

更新年月日① 更新年月日②

郵便番号 住所

連携内容（その他）

連携病院
名②

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名③

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名①(注3)

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名④

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑤

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携病院
名⑥

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑦

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑧

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑨

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）

連携病院
名⑩

連携内容（設置要件） 身体入院 精神入院

連携内容（その他）
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【専門的医療機関及び診断後等支援機能としての要件と機能】

週 日 日

名

上記以外で、認知症疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした５年以上の

名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

件 件 件

件 件

件

件

件

件

件

件

件

稼働日数(注4) 年間

医師配置状況

日本老年精神医学会若しくは認知症学会の定める専門医

臨床経験を有する医師

医師以外の
人員配置(注5)

精神保健福祉士 専従 兼務

保健師 専従 兼務

（職種） 専従

臨床心理技術者 専従 兼務

精神保健福祉士 専従 兼務

医師以外の
人員配置

（診断後等支援
の

ための相談員の
配置）(注6)

社会福祉士 専従 兼務

その他
(職種等) 専従

連携先

SPECT検査 自施設 連携先 PET検査

兼務

自施設 連絡先

CT検査 自施設 連携先

診断後等支援機能に
関する業務内容(注7)

１．相談員等による診断後等の相談支援

２．ピアカウンセリングなどのピアサポート活動や交流会の実施

３．その他（内容を下欄に自由記載）

(職種等) 専従

２．家族等の介護者からの相談

３．地域包括支援センターからの相談

４．医療機関（かかりつけ医等）からの相談

その他

髄液検査 自施設 連携先

訪問面接電話

オンライン
相談件数(注9)

検査体制(注8)

MRI検査 自施設

５．居宅介護事業所・介護サービス事業所からの相談

６．行政機関からの相談

７．院内の他科からの相談

上記の
相談件数の
相談元の
主な内訳

１．本人からの相談

兼務

兼務

（職種） 専従 兼務

連携推進補助員 専従 兼務

その他
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件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件 件

件

件

件

件

件

件 件

件 件

件

件 件

件 件

件

鑑別診断件数（実数）　　 (注10) 全数 内、65歳未満

 １．正常または健常

 ４．血管性認知症（F01）

 ５．レビー小体型認知症（G31,F02）

 ２．軽度認知障害（MCI）

 ３．アルツハイマー型認知症（G30,F00）

 ８．物質・医薬品誘発性による認知症　（アルコール関連障害による認知症を含む）

　９．HIV感染による認知症（B20,F02）

 ６．前頭側頭型認知症（行動障害型・言語障害型を含む　G31,F02）

 ７．外傷性脳損傷による認知症（S06.2,F02）

　12．ハンチントン病による認知症（G10,F02）

　13．正常圧水頭症（G91)

　10．プリオン病による認知症（A81,F02）

　11．パーキンソン病による認知症（G20,F02）

　16．詳細不明の認知症（F03)　（上記３～15に該当しないもの）

　17．上記２～16以外の症状性を含む器質性精神障害

　14．他の医学的疾患による認知症（F02）

　15．複数の病因による認知症（F02）

 20．てんかん（G40)

　21．神経発達障害（知的発達障害を含む）（F7-F9)

　18．統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害（F2)

 19．気分（感情）障害（F3)

 24．上記のいずれにも含まれない疾患

　25．診断保留

 22．上記のいずれにも含まれない精神疾患

 23．上記のいずれにも含まれない神経疾患

認知症専門診断管理料２ 算定の有無 算定件数（年間）

合計 0 0

初診までの平均（年間）待機日数(注
11)

診療報酬(注12)

認知症専門診断管理料１ 算定の有無 算定件数（年間）

算定件数（年間）

認知症疾患医療
センターへの

受診の経路(注13)

※複数回答可

１．地域包括支援センターから ２．医療機関（かかりつけ医等）から

認知症ケア加算１ 算定の有無 算定件数（年間）

認知症ケア加算２ 算定の有無 算定件数（年間）

３．居宅介護支援事業所・
　介護サービス事業所から

４．行政機関から

５．その他

認知症ケア加算３ 算定の有無

認知症疾患医療
センター受診後の

情報提供(注14)

※複数回答可

１．地域包括支援センターへ ２．医療機関（かかりつけ医等）へ

３．居宅介護支援事業所・
　介護サービス事業所へ

４．行政機関へ

５．その他
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【身体合併症に対する救急医療機関としての要件と機能】

＊以下は救急医療機関の指定を受けていない医療機関についても記入

【地域連携推進機関としての要件と機能】

回

回

回

回

回

回

指定状況 １救急医療機関の指定(注15) 2 高度救命救急センターまたは救命救急センターの指定

開催回数 年間

休日，夜間における身体合併症や重篤な行動・心理症状を有する救急・急性期患者に対応するための，空床の確保

身体合併症のある認知症患者に対する救急医療の支援（相談，入院受け入れの調整，他院の紹介など）の実施

一般病床に入院する認知症患者へのリエゾンチーム等による精神科的ケースワークの実施(注16)

認知症疾患医療センターとして，院内における全診療科を対象とした認知症に関する研修会の実施(注17)

地域包括支援センター職員等対象 開催の有無

認知症疾患医療センター地域連携会議の開催(注18) 開催の形態 開催回数 年間

研修会の開催(注19)

医療従事者対象 開催の有無 開催回数

開催回数 年間

家族・地域住民等対象 開催の有無 開催回数 年間

年間

（うちかかりつけ医対象） 開催の有無

実施回数 年間

初期集中支援チームへの関与(注23) センター内にチームを設置（受託） チーム員として参加 後方支援

地域への認知症医療に関する情報発信の取組の有無(注20)

地域への認知症に関する理解を促す普及啓発の取組の有無(注21)

他の主体の実施する研修会への協力・講師派遣の有無(注22)
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巻末資料２
AD 疾患修飾薬が導⼊された場合の医療提供体制と
社会的課題に関する調査（依頼状/調査票）





令和 5 年 10 月吉日 

令和 5 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）テーマ番号 75 

【認知症の医療提供体制に関する調査研究事業】 

アルツハイマー病疾患修飾薬が導入された場合の医療提供体制と社会的課題に関する調査

謹啓 時下ますますご清祥のことと拝察申し上げます。 

近年、アルツハイマー病 (AD)に対する疾患修飾薬（Disease Modifying Therapy または Disease 

Modifying Drug：本調査では DMT としております）の開発が進み、米国では 2023 年 7 月にレカネ

マブが米国食品医薬品局により承認され、わが国では 9 月 25 日に厚生労働省によって製造販売が

承認されています。今後、複数の DMT が上梓される可能性があることを踏まえますと、特定の薬

剤に関してではなく、DMT が実臨床に導入された場合の医療提供体制や社会的な課題を考えるこ

とは重要です。そこで今回、各関係学会のご協力のもと日本認知症学会専門医、日本老年精神医

学会専門医、日本神経放射線学会会員、日本核医学会 PET 核医学認定医を対象とする調査をさせ

ていただくことと致しました。ご多忙のところ誠に恐縮ですが、以下の質問にご回答いただき、

同封の返信用封筒にてご返送いただけますようお願い申し上げます。  

今回の調査にあたっては、すでに米国では承認を得られている抗アミロイド抗体薬の治験で用

いられた条件や、当該薬剤の米国における Appropriate Use Recommendation（参考資料－1）など

に準じた、DMT 使用における診断や安全管理体制を想定して設問を設定していますので、わが国に

おける保険診療による特定の DMT の承認がなされた場合の処方に関する質問ではありません。DMT

全体に関して、仮の想定としてお考えいただければと存じます。ご多忙のところ誠に恐縮ですが、

同封の調査票にご回答の上、令和 5 年 11 月 5 日（日）までに、同封の返信用封筒で下記宛てにご

返送いただけますよう宜しくお願い申し上げます。

謹白 

令和 5 年 10 月 15 日 

一般社団法人日本認知症学会 

理事長 岩坪 威 

社会対応委員会委員長 森 啓 

社会制度 WG 座長 粟田 主一

問い合わせ先： 

日本認知症学会事務局 

〒169-0072 東京都新宿区大久保 2-4-12 

新宿ラムダックスビル（株）春恒社内 

TEL03-5291-6231 FAX03-5291-2176 

jsdr-office01@shunkosha.com 

担当：山本英里 

※問い合わせは 9 時~17 時にお願い致します．
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巻末資料３
認知症疾患医療センターの機能と地域の医療提供体制の 

課題に関する調査（依頼状/調査票） 





令和 5 年 11 月吉日 

令和 5 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）テーマ番号 75 

【認知症の医療提供体制に関する調査研究事業】 

認知症疾患医療センターの機能と地域の医療提供体制の課題に関する調査 

（認知症疾患医療センター用） 

謹啓 時下ますますご清祥のことと拝察申し上げます。 

令和元年度に閣議決定された認知症施策推進大綱において、認知症疾患医療センターは全国に

500 ヵ所、二次医療圏ごとに 1 ヵ所以上設置するという目標（KPI）が設定されました。令和 4 年

10 月の段階で認知症疾患医療センターは全国に 499 ヵ所、二次医療圏の設置率は 94.9%であり、

KPI はほぼ達成されています。一方、令和 5 年度に制定された「共生社会の実現を推進するための

認知症基本法」では、その第 18 条に、国及び地方公共団体は、認知症の人がその居住する地域に

かかわらず等しくその状況に応じた適切な医療を受けることができるよう，良質かつ適切な医療

を行う医療機関の整備及びその他の医療提供体制の整備を図るために必要な施策を講じることと

されています。 

そこで、本調査研究事業では、令和 4 年度の老健事業において作成された認知症疾患医療セン

ターの機能と圏域の医療提供体制を評価するためのチェック表を活用して、全国の特定の圏域で

認知症疾患医療センターの現在の機能と地域の医療提供体制の課題を実際に評価検討するための

調査を行うことにしました。調査の結果は、今後自治体が PDCA サイクルを稼働させて圏域の医療

提供体制の整備を検討していくための基礎資料として活用させていただく予定です。 

ご多忙のところ誠に恐縮ですが、同封の調査票にご回答の上、令和 5 年 11 月 30 日（木）まで

に、同封の返信用封筒で下記宛てにご返送いただけますよう宜しくお願い申し上げます。

謹白 

令和 5 年 11 月 15 日 

一般社団法人日本認知症学会 

理事長 岩坪 威 

社会対応委員会委員長 森 啓 

社会制度 WG 座長 粟田 主一

問い合わせ先： 

日本認知症学会事務局 

〒169-0072 東京都新宿区大久保 2-4-12 

新宿ラムダックスビル（株）春恒社内 

TEL03-5291-6231 FAX03-5291-2176 

jsdr-office01@shunkosha.com 

担当：山本英里 

※問い合わせは 9 時~17 時にお願い致します．
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令和 5 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）テーマ番号 75 

【認知症の医療提供体制に関する調査研究事業】 

認知症疾患医療センターの機能と地域の医療提供体制の課題に関する調査 

（地域包括支援センター用） 

謹啓 時下ますますご清祥のことと拝察申し上げます。 

令和元年度に閣議決定された認知症施策推進大綱において、認知症疾患医療センターは全国に

500 ヵ所、二次医療圏ごとに 1 ヵ所以上設置するという目標（KPI）が設定されました。令和 4 年

10 月の段階で認知症疾患医療センターは全国に 499 ヵ所、二次医療圏の設置率は 94.9%であり、

KPI はほぼ達成されています。一方、令和 5 年度に制定された「共生社会の実現を推進するための

認知症基本法」では、その第 18 条に、国及び地方公共団体は、認知症の人がその居住する地域に

かかわらず等しくその状況に応じた適切な医療を受けることができるよう，良質かつ適切な医療

を行う医療機関の整備及びその他の医療提供体制の整備を図るために必要な施策を講じることと

されています。 

そこで、本調査研究事業では、令和 4 年度の老健事業において作成された認知症疾患医療セン

ターの機能と圏域の医療提供体制を評価するためのチェック表を活用して、全国の特定の圏域で

認知症疾患医療センターの現在の機能と地域の医療提供体制の課題を実際に評価検討するための

調査を行うことにしました。調査の結果は、今後自治体が PDCA サイクルを稼働させて圏域の医療

提供体制の整備を検討していくための基礎資料として活用させていただく予定です。 

ご多忙のところ誠に恐縮ですが、同封の調査票にご回答の上、令和 5 年 11 月 30 日（木）まで

に、同封の返信用封筒で下記宛てにご返送いただけますよう宜しくお願い申し上げます。

謹白 

令和 5 年 11 月 15 日 

一般社団法人日本認知症学会 

理事長 岩坪 威 

社会対応委員会委員長 森 啓 

社会制度 WG 座長 粟田 主一

問い合わせ先： 

日本認知症学会事務局 

〒169-0072 東京都新宿区大久保 2-4-12 

新宿ラムダックスビル（株）春恒社内 

TEL03-5291-6231 FAX03-5291-2176 

jsdr-office01@shunkosha.com 

担当：山本英里 

※問い合わせは 9 時~17 時にお願い致します．
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令和 5 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）テーマ番号 75 

【認知症の医療提供体制に関する調査研究事業】 

認知症疾患医療センターの機能と地域の医療提供体制の課題に関する調査 

（認知症サポート医用） 

謹啓 時下ますますご清祥のことと拝察申し上げます。 

令和元年度に閣議決定された認知症施策推進大綱において、認知症疾患医療センターは全国に

500 ヵ所、二次医療圏ごとに 1 ヵ所以上設置するという目標（KPI）が設定されました。令和 4 年

10 月の段階で認知症疾患医療センターは全国に 499 ヵ所、二次医療圏の設置率は 94.9%であり、

KPI はほぼ達成されています。一方、令和 5 年度に制定された「共生社会の実現を推進するための

認知症基本法」では、その第 18 条に、国及び地方公共団体は、認知症の人がその居住する地域に

かかわらず等しくその状況に応じた適切な医療を受けることができるよう，良質かつ適切な医療

を行う医療機関の整備及びその他の医療提供体制の整備を図るために必要な施策を講じることと

されています。 

そこで、本調査研究事業では、令和 4 年度の老健事業において作成された認知症疾患医療セン

ターの機能と圏域の医療提供体制を評価するためのチェック表を活用して、全国の特定の圏域で

認知症疾患医療センターの現在の機能と地域の医療提供体制の課題を実際に評価検討するための

調査を行うことにしました。調査の結果は、今後自治体が PDCA サイクルを稼働させて圏域の医療

提供体制の整備を検討していくための基礎資料として活用させていただく予定です。 

ご多忙のところ誠に恐縮ですが、同封の調査票にご回答の上、令和 5 年 11 月 30 日（木）まで

に、同封の返信用封筒で下記宛てにご返送いただけますよう宜しくお願い申し上げます。

謹白 

令和 5 年 11 月 15 日 

一般社団法人日本認知症学会 

理事長 岩坪 威 

社会対応委員会委員長 森 啓 

社会制度 WG 座長 粟田 主一

問い合わせ先： 

日本認知症学会事務局 

〒169-0072 東京都新宿区大久保 2-4-12 

新宿ラムダックスビル（株）春恒社内 

TEL03-5291-6231 FAX03-5291-2176 

jsdr-office01@shunkosha.com 

担当：山本英里 

※問い合わせは 9 時~17 時にお願い致します．
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巻末資料 4
レカネマブに関連する施策について
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